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海と陸をつなぐ地下水の動き
－地層処分研究における地圏資源環境研究部門の取り組み－
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はじめに

地圏資源環境研究部門の研究成果報告会はお陰様で今回 22 回目を迎え，第 40 回の地質調査総合
センター（GSJ）シンポジウムとしても位置付けられています．コロナ禍を経て対面開催を再開してか
ら 2 回目になりますが，過去の成果報告会と同様に，ご参加頂いた皆様から多くのご意見やご教示を
頂き，今後の当部門の活動の糧とさせて頂ければ幸いです．

本年度は，産業技術総合研究所（以下，産総研）の第 5 期中長期計画（5 カ年）の 4 年目に当たりま
す．当部門では，“持続可能な地圏の利用と保全のための調査と研究” をミッションに，重点研究課題
として，

1) 地圏資源 (Geo-Resource) の調査・研究および活用，
2) 地圏環境 (Geo-Environment) の利用と保全のための調査・研究，
3) 地圏の調査 (Geo-Exploration) および分析 (Geo-Analysis) 技術の開発と展開，

の３つの方向性を定めて研究活動を推進しています．社会生活のみならずイノベーションの基盤でも
ある各種地下資源の安定供給への貢献，地圏の開発を持続可能なものとするために不可欠な環境の保
全や適正な活用，さらに，これらを基盤的に支える各種技術の向上にも注目し，これら 3 つの方向か
ら横断的・分野融合的に，“研究成果の社会実装” も念頭において活動をしています．今回の成果報告
会では，特に上記の２）に関連し，「海と陸をつなぐ地下水の動き－地層処分研究における地圏資源
研究部門の取り組み－」を中心テーマとしました．

高レベル放射性廃棄物等の地層処分（以下，地層処分）に関係する研究は，当部門発足時の産総研
第 1 期（2001～2005 年度）から既に産総研の中期計画に記載されており，現在の第 5 期においても
当部門が重点的に取り組む課題の一つとして位置付けています．本課題には大きな社会的重要性があ
り，長きに渡って様々な観点での研究活動を進めておりますが，現在の当部門は，経済産業省資源エ
ネルギー庁からの委託事業として「地層処分技術調査等事業（地層処分共通技術調査：沿岸部処分シ
ステム評価確証技術開発）」を（一財）電力中央研究所ならびに（公財）原子力環境整備促進・資金管
理センターと共同で受託し，沿岸部における地層処分技術の信頼性と安全性の向上を目的に，概要調
査段階等で必要となる各種技術の開発・高度化に取り組んでいます．前述の当部門の方向性を反映
し，社会課題の一つとして地層処分事業の実現に向け，将来的に安全に実施することが可能となる地
質環境特性を見極めることに資する研究活動を行っています．

一方，GSJ は「日本唯一の地質調査のナショナルセンター」です．そのため GSJ 内の別の研究部門
である活断層・火山研究部門は原子力規制庁からの各種委託研究を受託し，国として基盤的に整備す
べき長期地質変動や地下水環境等に関する知見の整備を行う形で，地層処分の安全規制への支援を
行っています．地層処分の実現には「事業として実施する立場」と「安全面の規制をつかさどる立場」
の両方が必要ですが，GSJ では 2 つの立場に関係する研究活動の主体を研究部門単位で分離させてお
ります．そして不必要な利益相反等が生じないよう，研究のコンタミネーションが生じないように十
分に配慮しております（図１）．地圏資源環境研究部門では，地下水研究グループと物理探査研究グ
ループが「事業として実施する立場」に係る研究を担当しています．

図 １　産業技術総合研究所 地質調査総合センターにおける地層処分に関連する研究実施体制

本日の報告会では，当部門で進めている地層処分技術調査等事業が令和 5 年度をもって５年間の実
施期間を終了し，一区切りとなることから，これまでの沿岸域における研究活動を総括してご報告い
たします．本事業の概要の他，静岡県の駿河湾で行ってきた沿岸域地下水に関する諸研究について，
ボーリング調査や海底湧出地下水の調査，地下水流動シミュレーションなどに基づく最新の研究成果
をご紹介します．さらに招待講演として，資源エネルギー庁北村課長補佐から「我が国における地層
処分の事業および研究開発の取組」のご講演を頂きます．本事業における当部門の取り組みの位置付
けの他に，GSJ 全般も含めて今後のご期待なども頂ければと考えております．ご来場の皆様には，質
疑応答の時間に限らず，ぜひお気楽に各講演者とコミュニケーションをして頂きまして，本課題の更
なる発展の参考にさせて頂くとともに，当部門研究員との今後の連携などもご検討頂ければと思い 
ます．

本報告会では，今回の中心テーマに限定しない地圏資源環境研究部門の全体のご報告として，9 つ
ある各研究グループや研究者個人の研究成果を広く知って頂く目的でポスターセッションも設けてお
ります．若手研究員を中心に，フレッシュな研究内容も少なからずございますので，ぜひ御来場頂い
た方には研究者との交流や質疑応答などを時間の許す限りして頂ければと思います．

コロナ禍を経まして，私どもも対面開催の価値を今一度考え直しました．常に研究や調査から新し
い成果を創出するのが我々の仕事であるがゆえ，正直，“Web カメラの下” では情報発信に制約があ
ることは事実です．しかし，ポスターセッションでは本当にフレッシュな研究内容のお話も可能です
ので，ぜひ個別にご議論いただければと思います．また，口頭発表後の休憩や隙間のお時間も，研究
者との対面での交流にご利用頂ければと思います．

本報告会は，当部門の研究成果を広く皆様に発信する機会であると同時に，ご来場の皆様から直
接，学術・技術分野の枠を超えた貴重なご意見を伺うことができる重要な機会であると考えており，
当部門発足 2 年目から一度も途絶えず継続して開催しています．皆様におかれましては，今後とも変
わらずご高配を賜りますよう心よりお願い申し上げます．

令和 5 年 12 月 8 日

地圏資源環境研究部門長
相馬　宣和

Director of the Research 
Institute for  

Geo-resources and 
Environment, GSJ, AIST

Dr. Nobukazu Soma
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経済産業省資源エネルギー庁・電力・ガス事業部放射
性廃棄物対策課　課長補佐：北村 暁
Deputy Director, Radioactive Waste Management 
Policy Division, Agency for Natural Resources and 
Energy, Ministry of Economy, Trade and Industry
Akira Kitamura
e-mail: kitamura-akira@meti.go.jp

我が国における地層処分の事業及び研
究開発の取組
Status on Implementation, Research and 

Development of Geological Disposal of High-
level Radioactive Waste and TRU Waste.

1．はじめに
我が国において，廃棄体を地下 300 m 以上の深い地層

に埋設処分する「地層処分」の対象となる放射性廃棄物は，
原子炉で燃焼させた使用済核燃料の再処理に伴い発生する
高レベル放射性廃棄物（HLW）及び一部（地層処分相当）
の TRU 廃棄物である（図 1 ）．法令では，これらを総称
して「特定放射性廃棄物」と呼び，その処分に関する法律
を「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（平成十二
年法律第百十七号）」という．これらの廃棄物については，
生活環境における放射線被ばくの影響を受けないよう，複
数のバリア機能を用いて閉じ込めと隔離を行うこととして
いる．本報告では，我が国における地層処分の事業及び研
究開発の取組状況について概説する．

2．地層処分システムの概要
極めて放射能レベルの高い廃棄物の処分にあたっては，

極力放射性物質を閉じ込めることが最優先であり，それで
も地下水等の接触による溶出漏えいのおそれを想定して，
なるべく生活環境から隔離することが重要である．HLW の
処分方法については，当初は海洋処分なども考えられてい
たものの，国際条約による規制などを踏まえ，深地層中に
埋設処分するのが現時点では最も実現性の高い処分方法で
あると国際的に認識されている．

我が国において，地層処分に関する研究開発は，1976
年に開始された 2)．HLW を①ホウケイ酸ガラスと溶融させ
キャニスタ内で固化したもの（国によっては使用済核燃料
そのもの）を②金属製の容器（オーバーパック）に封入し，
さらに③その周りを緩衝材で覆い，深地層中に埋設処分す
るシステム（我が国のシステムを図 2 に示す）は，欧米

諸国を中心に 1990 年前後に確立された．
廃棄体に含まれる放射性物質による人体への被ばくが想

定されるシナリオとして，処分場周辺の地層が動くことに
より廃棄体が地上付近に移動する可能性（図 3 ）と，ガラ
ス固化体と地下水が接触することで放射性核種がガラス固
化体から溶出する（図 4 ）ことが考えられる．したがっ
て，処分場周辺の地下水流動や化学的性質を評価すること
が，より安全な地層処分システムの確立に重要な役割を果
たす．

図 1　再処理施設の操業により発生する放射性廃棄物
（「対話型全国説明会　説明参考資料」1) より転載）

 

ガラスと混ぜるこ
とで放射性物質
を地下水に溶け
出しにくくする。

約２０cmの炭
素鋼の容器。当
面１０００年
間は確実に地
下水から隔離。

約７０cmの粘
土。地下水と放
射性物質の移
動を遅くする。

天然バリア人工バリア 地上施設

地下施設

多重バリアシステム

バリア４バリア３バリア１ バリア２
ガラス固化体 オーバーパック

[金属製の容器]
緩衝材
[粘土]

岩盤

高レベル放射性廃棄物処分施設

地下深くの安定した岩盤
で長期間放射性物質を
閉じこめる。酸素が少なく、
金属も腐食しにくい。

図 2　我が国における地層処分システム
（エネルギー白書3) より転載）

 

 

火山・熱水活動

地震活動・断層運動

処分施設

気候・海水準変動

隆起・沈降/侵食・堆積

深部流体

図 3　処分場周辺の地層の安定に影響を及ぼす自然事象
（「対話型全国説明会　説明参考資料」1) より転載）

図 4　地下水の侵入による放射性物質の移行のイメージ
（「対話型全国説明会　説明参考資料」1) より転載）
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3．地層処分事業の現状
1999 年に公表された「地層処分研究開発第 2 次取り

まとめ」4) において，我が国においても地層処分を事業化
の段階に進めるための，信頼性のある技術的基盤が整備さ
れた．これを受け，2000 年に特定放射性廃棄物の最終処
分に関する法律（最終処分法）が制定されるとともに，実
施主体である原子力発電環境整備機構（NUMO）が設立さ
れ，地層処分が事業化された．処分地の選定にあたって
は，市町村からの応募もしくは国の申入れを市町村が受諾
することでプロセスが開始され，段階的な調査を経て最終
処分施設建設地が選定されることとなっている（図 5 ）5)．
各市町村に自らのおおまかな地質環境特性を把握していた
だくことを目的として，2017 年には資源エネルギー庁が
科学的特性マップ（図 6；好ましくない・好ましい範囲の
要件・基準を図 7 に示す）を公表している 6)．各段階の
調査終了時には，当該都道府県知事及び市町村長の意見を
聴くこととなっており，その意見に反して先に進めること
はない．2020 年からは，北海道の寿都町及び神恵内村に
おいて，処分地選定プロセスの最初の段階である文献調査
が開始されている 7)．

4．地層処分研究開発に関する計画策定
地層処分研究開発に関する計画策定の経緯を図 8 に示

す．高レベル放射性廃棄物（HLW）の地層処分に関する国
の基盤研究については，平成 11 年に公表された第 2 次
取りまとめ 4) 以降に包括的な計画を策定するようになっ
た 8)．その後，平成 17 年の原子力政策大綱を受け，国の
地層処分研究開発を実施する関係機関が一堂に会し，研究
開発項目の網羅的な設定や重複の排除を目的とした「地層
処分基盤研究開発調整会議」（以下，基盤調整会議）が設
立された．この基盤調整会議における議論に基づいて，
フェーズ 1 が「平成 17 年度ごろまで」と定義されるとと
もに，フェーズ 2 ～ 3 の全体計画が策定された．また，
TRU 廃棄物に対しても，平成 17 年の「TRU 廃棄物処分
技術検討書－第 2 次 TRU 廃棄物処分研究開発取りまと
め－」（第 2 次 TRU レポート）9) の公表後，HLW 地層処
分と時期を合わせる形でフェーズ 1 ～ 3 が設定され，
HLW と同じく基盤調整会議における議論に基づいて全体
的な計画が策定された．なお，地圏資源環境研究部門の
方々には，基盤調整会議発足の段階から議論に参加してい
ただいている．

一方，NUMO では，国の基盤研究に相対する形で，実
用・実践的な位置づけとなる技術開発計画 10) が策定され

図 5　特定放射性廃棄物の最終処分における段階的な調査
（資源エネルギー庁 Web サイト5) より転載）

図 6　科学的特性マップ
（資源エネルギー庁 Web サイト6) より転載）

●好ましくない範囲の要件・基準 
 要件 基準 

火山・ 

火成活動 
火山の周囲（マグマが処分場を貫くことを防止） 

火山の中心から 

半径 15km 以内等 

断層活動 
活断層の影響が大きいところ 

（断層のずれによる処分場の破壊等を防止） 

主な活断層（断層長 10 km

以上）の両側一定距離（断

層長×0.01）以内 

隆起・侵食 
隆起と海水面の低下により将来大きな侵食量が想定

されるところ（処分場が地表に接近することを防止） 

10 万年間に 300m を超える

隆起の可能性がある、過去

の隆起量が大きな沿岸部 

地熱活動 地熱の大きいところ（人工バリアの機能低下を防止） 
15℃/100m より大きな 

地温勾配 

火山性熱水・ 

深部流体 

高い酸性の地下水があるところ 

（人工バリアの機能低下を防止） 
pH 4.8 未満等 

軟弱な地盤 
処分場の地層が軟弱なところ 

（建設・操業時の地下施設の崩落事故を防止） 

約 78 万年前以降の 

地層が 300m 以深に分布 

火砕流等の 

影響 

火砕流などが及びうるところ 

（建設・操業時の地下施設の崩落事故を防止） 
約１万年前の火砕流等が

分布 

鉱物資源 
鉱物資源が分布するところ 

（資源の採掘に伴う人間侵入を防止） 

石炭・石油・天然ガス・金属

鉱物が賦存 

●好ましい範囲の要件・基準 
 要件 基準 

輸送 海上からの陸上輸送が容易な場所 
海岸からの距離が 

20km 以内目安 

図 7　�科学的特性マップにおける好ましくない・好ましい範囲
の要件及び基準

（資源エネルギー庁 Web サイト6) より転載）

図 8　地層処分研究開発に関する計画策定の経緯
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てきた．このような経緯のもと，原子力委員会放射性廃棄
物専門部会が平成 28 年秋にとりまとめた評価報告書 11)

において，研究開発等における関係行政機関等の間の一層
の連携強化が望まれるとともに，NUMO は一層のリーダー
シップを発揮し，実施主体・基盤研究開発機関一体で「真
の全体計画」を策定すること等が必要とされた．このこと
を受け，平成 29 年度に「地層処分研究開発調整会議」（以
下，調整会議）12) を設置し，NUMO の中期技術開発計画
10) を含める形で，平成 30 年度からの 5 年間における

「地層処分研究開発に関する全体計画」（以下，全体計画）
をとりまとめた（令和 2 年 3 月に改訂 13)）．現行の全体
計画では，令和 5 年度～令和 9 年度の 5 年間における
研究開発計画が設定されている 14)．

5．地層処分研究開発の現状
地層処分研究については，昭和 55 年の原子力委員会決

定 15) 以来，下記 3 つの研究開発分野が相互に連携しつ
つ進められてきている．

・地質環境評価
・処分場の設計・工学技術
・閉鎖後長期の安全性評価
以下，令和 4 年度まで資源エネルギー庁で実施してい

た研究開発成果のうち，地質環境調査を中心に概要を紹介
する．詳細については，資源エネルギー庁 Web サイト 16)

に掲載されている各事業の報告書を参照されたい．

5.1.　地質環境評価関係
地質環境を適切に評価するための調査・評価技術を中心

に， 3 事業を実施した．
地質環境長期安定性評価技術高度化開発では，火山・火

成活動，深部流体の移動・流入，地震・断層活動，隆起・
侵食などの自然現象に対して示された個別の研究開発課題
に対し，各学術分野における最新の研究を踏まえた技術の
適用による事例研究を通じて，課題の解決に必要な知見の
蓄積や調査・評価技術の高度化を進めた．電磁探査や地震
波解析（S 波スプリッティング解析，地震波トモグラフィ
等）などの地球物理学的手法，小断層解析などの地質学的
手法，地下水・ガスの同位体分析などの地球化学的手法を
適切に組み合わせることにより，地下深部のマグマの活動
範囲（図 9 ）や，深部流体の化学・熱的特徴及び移行経
路，地下に伏在する活構造の分布などを高精度に把握しう
る手法を提示した．また，幅広い時空間スケールでの隆
起・侵食速度の評価手法として，熱年代法や宇宙線生成核
種法，ルミネッセンス法等の個別要素技術の適用性を検討
し，これまで年代測定が困難であった堆積物に対しても堆
積年代の推定を可能とすることなどにより，隆起・侵食に
係る調査・評価技術の拡充を図った．

岩盤中地下水流動評価技術高度化開発では，概要調査に
おいて重要となる涵養域から流出域までの広域的な地下水

流動（移流場）や地下水が長期にわたり滞留する領域（拡
散場）の三次元分布に係る調査・評価の信頼性向上に向
け，これまでに整備された水理・物質移動場の特性に係る
調査・評価技術の妥当性の確認を通じて，それぞれの水
理・物質移動場のスケールや特徴に応じた方法論として整
備した．瑞浪地域（移流場）を事例として，スケールに応
じた最適な水理・物質移行パラメータ設定の手法を提示す
るとともに，地下水年代を考慮して広域地下水モデルで使
用するパラメータ（透水係数や間隙率など）を校正する方
法を例示し，地下水年代の考慮が効果的であることを確認
した．また，幌延地域（拡散場）を事例として，物理探査
とボーリング調査を組み合わせて，広域スケールの範囲か
ら長期的に安定な水理場・化学環境が存在する施設スケー
ルを絞り込み，その三次元分布を調査・評価する方法を例
示した（図 10）．さらに，塩素濃度と塩素 -37 同位体比を
用いて場の物質移行が拡散支配か移流支配かを判別する方
法や，クリプトン -81 による地下水年代測定の採取・分
析方法を整備し，その有効性を確認した．

図 9　�マグマの活動範囲に関する概念モデル（左）と電磁探査
の例（右）

（資源エネルギー庁 Web サイト16) より転載）

図10　�電磁探査とボーリング調査を組み合わせた低流動域の三
次元分布評価の例
（資源エネルギー庁 Web サイト16) より転載）

図11　駿河湾沿岸部でのボーリング掘削と流向流速計の調整
（資源エネルギー庁 Web サイト16) より転載）
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沿岸部処分システム評価確証技術開発では，沿岸部特有
の地質環境特性と，それを調査するための手法について，
体系化も含めて更なる知見の集積を進めている．これまで
に，文献調査から概要調査を想定した海陸連続三次元地質
環境モデルについて構築手法の検討と不確実性の低減に向
けた評価を実施した．また，沿岸部特有の地質環境特性把
握に向けた新たな調査技術を含むボーリング調査の体系化

（図 11）や，海底湧出地下水調査ならびに浅海域における
三次元音波探査など沿岸部海域を対象とした調査手法につ
いて技術開発と体系化に向けた検討を行った．なお，本事
業では地圏資源環境研究部門に 3 者連名契約の幹事者を
務めていただいている．

5.2.　 処分場の設計・工学技術及び閉鎖後長期の安全
性評価関係

工学規模の施工試験，人工バリアの性能を評価する試験
研究や，閉鎖後長期の安全性の評価のための試験研究やモ
デル化などについて， 5 事業を実施した．特に，（国研）
日本原子力研究開発機構幌延深地層研究センター等を活用
した地層処分施設の閉鎖（図 12）及び回収技術，地下施設
及びその近傍（ニアフィールド）における人工バリアとそ
の周辺の岩盤の性能評価並びに放射性核種等の移行挙動評
価（図 13），TRU 廃棄物処理・処分特有の現象理解のため
の技術開発に注力した．また，将来に向けて幅広い選択肢
を確保し，柔軟な対応を可能とする観点から，使用済燃料
の直接処分など代替処分オプションに特有の課題につい
て，人工バリアの成立性の評価の高度化や，地質環境条件
及び使用済燃料の多様性への対応等の研究開発を進めた．

5.3.　技術マネジメント関係
放射性廃棄物に係る重要な基礎的技術に関する研究調査

の支援等に関する業務では，主に若手研究者の育成を目指
して複数のプログラムを実施した．地層処分に関する若手
研究者が参加する人材育成セミナーについては，内容や形
式を見直しつつ平成 30 年度から 5 回開催し，参加者が
異分野の専門家との相互理解を図るとともに協働の重要性
等を学ぶことが可能なセミナープログラムを作成した．こ
のうち，令和 2 年度に実施したセミナーでは，沿岸部処
分システム評価確証技術開発で使用しているボーリングサ
イトの見学や，周辺地域での試料採取・分析の実施など，
地圏資源環境研究部門の方々に多大なご尽力をいただ 
いた．17)

5.4.　令和 5年度の研究開発の実施状況
令和 5 年度の研究開発事業を表 1 に示す．令和 5 年

度以降の全体計画策定に伴い，処分場の設計・工学技術関
係と人工バリアの性能評価及び閉鎖後長期の安全性評価関
係については，類似の研究開発項目の整理等を目的に，事
業の構成を見直した．なお，沿岸部処分システム評価確証

技術開発に限り，令和 5 年度がとりまとめの年度にあた
ることから，次期事業は令和 6 年度から開始される見込
みである．

6．おわりに
当面の地層処分事業においては，地質環境の調査評価技

術が鍵となる．陸域に対する評価については，NUMO がと
りまとめた「包括的技術報告書」18) に詳しい一方で，沿岸
海底下における処分を念頭に置いた地質環境の評価・処分
場の設計・安全性に関する調査・評価技術を一連の方法論
として体系的に整備することには課題が残っていると認識
している．また，先進第三紀堆積岩については，地質環境
データが十分ではないため，データの拡充が必要である．

地圏資源環境研究部門を含む産業技術総合研究所地質調
査総合センターは，日本の地質に関する調査研究を行う唯
一の公的・総合的機関であり，技術レベルも社会的な信頼
度も高い．特に上記の課題を対象とした研究開発におい
て，リーダーシップを発揮されることを期待する．
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図12　�坑道側壁部におけるベントナイト吹付け試験の状況
（資源エネルギー庁 Web サイト16) より転載）

図13　�幌延URLにおける堆積岩マトリクス中の原位置拡散試験
の結果の例

（資源エネルギー庁 Web サイト16) より転載）
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地下水研究グループ：井川 怜欧
Project Leader, Groundwater Research Group:  
REO IKAWA
Phone: 029-861-3692, e-mail: reo-ikawa@aist.go.jp
https://unit.aist.go.jp/georesenv/gwrg/

海と陸をつなぐ研究 
〜沿岸部プロジェクトの概要〜
Study for Connecting Land and Ocean area- Coastal 

Research Project Overview-

1．はじめに
地下水は，水循環を構成する一つの要素であり，陸域で

涵養され，地下に潜ったあと，河川や海底湧水として海へ
と流れ出る．いわば，陸と海を連続的につなぐ重要なファ
クターの一つである．このような視点でみると，沿岸部
は，陸と海をつなぐ遷移帯であり，そこでは，陸域の淡水
と海域の塩水が複雑に混ざり合い，特有の地下水環境が形
成されている．また沿岸部は，人間活動の中心でもあり．
そこでは地下水利用を含む大小様々な経済活動が行われて
おり，自然状態に対する人為的影響が表れやすい環境でも
ある．

1966 年に日本国内で原子力発電の商業利用が開始され
て以降，発電所から出る放射性廃棄物のうち，とくに放射
線量の高い高レベル放射性廃棄物の管理手法については長
い期間，議論がなされ，現在では，人間の生活環境から十
分に離れた場所に長期的に安全に隔離するという視点から
“地層処分” が最も有効な手段だと位置づけられている．
一方で，10 万年という超長期にわたる隔離期間は，我々，
人類が体験したことのないものであり，その間の安全性を
担保するためには，同じ時間スケールで流体や個体などの
様々な物質を地下に保存してきた地層がもつ隔離機能にい
くつかの工学的対策を組み合わせて，それらの相乗効果を
利用し，隔離機能を高めていく，いわゆる多重バリアシス
テムを構築する必要がある．

1999 年 11 月に公表された “地層処分研究開発第二次
とりまとめ”，通称 2000 年レポートでは，日本国内にお
ける地層処分事業の技術的信頼性が評価され，地下水に関
しては，地下深部は地表と比べて動水勾配や透水係数が小
さく，人工バリアに対する浸透や腐食などの影響も小さい

ことが示された（核燃料サイクル開発機構，1999）．沿岸
部は，内陸部と比較して動水勾配や隆起速度の小さな場所
が存在する可能性が高いことから候補地の一つとして考え
られるようになった．沿岸部の範囲については，平成 28
年に開催された「沿岸部海底下等における地層処分の技術
的課題に関する研究会」において，図 1 に示すように輸
送の観点から海岸線から陸域に 20km，工学的対応の観点
から海岸線から海域に 15km の範囲と定義された（経済産
業省，2016）．2017 年 7 月に経済産業省より公開された
科学的特性マップにおいても沿岸部は，好ましい特性が確
認できる可能性が相対的に高い地域であり，かつ輸送面で
も好ましい地域とされている．このような背景をもつ一方
で，先述したように沿岸部は，地下水を含む特有の地質環
境特性を有しており，沿岸部において地層処分を安全に実
施するためには，地下水の挙動を正確に把握し，評価する
ことが必要不可欠である．本講演では，これまで産業技術
総合研究所（以下，産総研）が過実施してきた沿岸部に関
する地下水研究の概要とその成果，そして，そこから見え
きた課題について紹介する．

2.　これまでの研究プロジェクトの概要とその成果
2000 年以降，産総研では，経済産業省資源エネルギー

庁からの委託事業として，北海道の利尻島，千葉県の
九十九里，茨城県の東海村などで沿岸部の地下水に関する
研究を実施してきたが，沿岸域における地質環境特性に関
する更なる知見の収集のため，沿岸域に焦点を充てた研究
開発事業「沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発」が
2007 年 ４ 月から開始された．本事業は 2012 年度まで
6 か年にわたって実施され，地下深部において地下水を

図 1　沿岸部における地下施設設置のイメージ図（経済産業省，2016から抜粋）
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介した放射性核種の移行経路となる得る可能性がある塩淡
境界と断層（とくに浅海域）の調査手法について検討なら
びに実証が行われた．

本事業では，海岸線から約 300m 内陸に位置する北海
道幌延町浜里小学校跡地において深度 1200 ｍの調査孔を
含む複数のオールコアボーリング掘削を行い，各種物理検
層や地下水の採水を実施するとともに，コアから抽出した
間隙水から，浅層から深層に至るまで連続的に地下水流動
系を評価した．また，陸域における反射法探査ならびに，
海陸連続の電磁探査を実施し，地下深部における塩水と淡
水の空間分布を評価した．これらの成果の詳細について
は，Ikawa et al. (2014) や Ueda et al. (2014) において
報告されているため，本稿では割愛するが，図 2 に示さ
れているように，国内において沿岸海底下の広範囲（当該
地域においては，少なくとも海岸線から 5km 以上）にわ
たり，氷期の海退時に涵養された淡水性地下水が保存され
ている可能性が高いことを初めて実証した．また，これま
で地下水の流動場だと考えられてきた第四紀堆積物内にお
いても，過去の地層堆積時に貯留された化石海水が残存す
ることが証明された．

本プロジェクトにより，沿岸部，とくに浅海域を含む沿
岸海底下における地下水研究の重要性が示されたことか
ら，2011 年度と 2012 年度において，海域における地質
調査手法の検討を主眼とした「海域地質環境調査技術高度
化開発」が実施され，既存データや過去の文献調査，なら

びに数値解析などを中心に，浅海域における地質構造評価
技術（反射法探査）や海上掘削調査技術の高度化開発にか
かる検討が行われた． 

2013 年度からは研究フィールドを静岡県富士市の沿岸
部（駿河湾）へと移した．静岡県富士市を次の研究フィー
ルドとして選定した理由は，該当地域は，後背地に富士山
を有し，おそらく国内において最も動水勾配が大きく，ま
た火山性堆積物から構成される帯水層は非常に大きな透水
性を有することから，地下水の視点からは，北海道の幌延
町沿岸部とは対極の地質環境特性を有していると考えら
れ，両地域の地下水流動特性を把握することで，国内にお
ける沿岸部地下水の流動に関する一般性と地域性を評価で
きると考えたためである．さらに富士山を含む駿河湾地域
では 2013 年から 2015 年にかけて水文環境図「富士山」
や海陸シームレス地質情報集「駿河湾北部沿岸域」といっ
た地質調査総合センターが発行する地球科学図に関する調
査が別途実施されており，これらの成果を取り込むことに
より，本地域における地質環境特性を広範囲にわたり把握
することが可能となった．

2013 年度から 2015 年度まで実施した「海域地質環境
調査評価確証技術開発」では，静岡県の公設試である静岡
県環境衛生科学研究所と連携し，国内の既存調査では，比
較的狭い範囲かつ水深の浅い場所に限定されてきた海底湧
出地下水の大規模な調査に取り組んだ．海域は地下水の出
口である一方で，陸域と比較してその情報量は非常に限定

図 ２　�ボーリング調査（間隙水の水質）と電磁探査により明らかとなった北海道幌延町沿岸部における地下水の賦存状態．本地域では，
幌延背斜の西に位置する下沼地域において淡水性地下水が涵養され，淡水領域（高比抵抗分布域）は海岸線より西側，すなわち
沿岸海底下まで達していることがわかる．また深度にかかわらず，勇知層よりも下位の地層（声問層）には，塩分濃度の高い地下
水（塩水領域：低比抵抗分布域）が保存されていることがわかる．これらの塩水は Br/Cl 比から化石海水であることが示唆され
る．
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されていることから，海底湧出地下水を正確に評価するこ
とで，沿岸部における地下水流動をより正確に把握するこ
とが可能となる．図 3 に示すように，ラドン濃度測定器
を用いた曳航調査により，駿河湾の富士川河口部から田子
の浦にかけて強い海底湧出地下水のシグナルが確認さ
れた．

そのため，以後，本地域を対象として，海底湧出地下水
の調査手法の高度化研究が進められている．調査の詳細に
ついては小野ほか（2014）を参照されたい．2016 年度か
ら始まった「沿岸部処分システム高度開発」では，2015 年
5 月に閣議決定された特定放射性廃棄物の最終処分に関
する基本方針に沿う形で，より実際の地層処分事業への研
究成果の還元を意識した複数の研究機関によるコンソーシ
アム型の共同受託研究となった．本事業において産総研が
あげた特徴的な成果としては，共同受託先である電力中央
研究所（以下，電中研）と協働し，日本全国の沿岸域にお
いて採取した深部地下水の地下水年代と地下地質データか
ら，原子力発電環境整備機構（NUMO）が 2021 年に公開
した包括的技術報告で検討した 3 つの地質環境（先新第

三紀系堆積岩類，新第三系堆積岩類，および花崗岩類）に
おける深部地下水の貯留特性を明らかにしたことである．

（図 4 ）．この成果により，同じ沿岸域深部であっても地
質環境の違いにより，保損される地下水の特性は大きく異
なることが示された．

本成果を引き継ぐ形で 2019 年度からスタートした「沿
岸部処分システム評価確証技術開発」では，電中研と協働
で主に概要調査をターゲットとした海陸 3 次元地質環境
モデルの構築手法に関する高度化と，モデルの妥当性を検
証するための調査手法の高度化を実施している．具体的に
は広域の地下水流動解析，塩淡境界付近に着目した局所的
な流動解析，ならびにこれらのモデルの検証のための深度
800m のボーリング調査，海底湧出地下水調査，海上音
波探査である．本報告会では，このうち，駿河湾を対象に
産総研が実施している，塩淡境界付近の局所的流動解析，
ボーリング調査，海底湧出地下水調査について紹介する．
詳細な成果については，この後に続く，町田，吉岡，小野
による発表資料を参照されたい． 

3．今後の課題
これまでの地下水研究を通して，これまで明らかとなっ

ていなかった国内における沿岸部における深部地下水の賦
存状況や挙動に関する知見を収集することができた．一方
で，現状では図 4 の研究成果を含めて沿岸部における深
部地下水の特性を把握するための井戸は，温泉水や水溶性
天然ガスの採取などを目的とした商業的なものが大半であ
り，地層処分において求められている高精度の地質環境調
査に適応できる井戸はほとんどない．本稿で紹介した北海
道幌延町ならびに静岡県富士市の沿岸部は深度 1000 ｍを
超える厚い第四紀層堆積物に覆われており，地層処分の対
象岩盤である新第三紀以前の火山岩や堆積岩，あるいは花
崗岩中の地下水流動に関するデータは十分に取得できてい
ない．また，これまでの研究開発により，個々の調査手法
については高度化が進んでいるものの，概要調査の期間内
に，最も効率よく，必要な情報を得られるように，これら
の調査手法を体系化していく必要もある．とくに海域につ
いては，陸域と比較して天候や漁期など様々な条件により
調査期間が制限されるため，対象地域ごとに最適な手法の
組み合わせが異なる可能性も示唆される．その他にも地下
水は施設設計や安全評価など他分野にも関与することか
ら，今後も課題解決に向けて地下水研究にかかる期待はよ
り大きくなるものと予想される．

4．おわりに
本稿では，これまでの国の地層処分研究開発事業におけ

る産総研地圏資源環境研究部門の取り組みを，地下水研究
を中心に紹介してきたが，より広い視点で見た時にも，地
下水研究にはより多くの期待が寄せられている．例えば，
2021 年 6 月に水循環基本法が改定され，地下水に関す

図 3　�駿河湾における海中のラドン濃度分布．本調査では海岸線
から1.2km の離れた位置の海中ラドン濃度を測定した．
ラドンは地下水中に多く含まれ，海水には含まれないこと
から， 海底湧出地下水のシグナルとなる（小野ほか，
2014）．

図 4　�3つの地層モデルにおける地下水年代にもとづく地下水の
貯留特性． 化石海水はどの地層においても存在が確認さ
れるが，相対的に，新第三紀堆積岩類に残りやすい特徴
が示されている．
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る情報整備やマネージメントが強く求められ，さらに国と
してこれまで未利用であった地下水資源の持続的な利活用
にむけた取り組みの一環として自治体や民間企業への積極
的な後押しも実施されつつある．さらに TNFD や ESG 投
資などの観点から民間企業も自然資源の可視化や保護活動
に関する自社の取り組みを積極的に情報公開していく必要
が出てきている．このような社会的背景において，世界で
最も利用されている資源である地下水に対する注目は国内
外において高まることが予想され，将来的に地層処分の実
施の際の PA などにも大きくかかわるものと考えられる．
以前から「森が海を作る」という言葉があるとおり，地下
水は陸と海を結ぶ重要な架け橋であり，地下水研究を通じ
てこれらを明らかにしていくことにより，本研究の成果が
地層処分にとどまらず，日本国内で大きな役割を果たすこ
とことにつながると信じている．
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Groundwater Research Group: Isao Machida
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http://unit.aist.go.jp/georesenv/explogeo/

沿岸部深層ボーリング調査からみえた 
もの 
What we can see by a deep drilling near coastal line

1．海岸線付近でのボーリング調査の意義
特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律に基づく概要

調査は 4 年程度とされており 1 ），この期間に地表からの
調査を実施し，次に続く精密調査地区を決定する必要があ
る．ボーリング調査は地表からの調査のうち，最も正しく
地下情報を把握できる方法であるが，反面，調査に時間を
要することから，なるべく少ない本数で，効果的な調査を
行う必要がある．この条件を考えると，地下水に主眼を置
いた場合，海岸線付近にてボーリング調査を実施すれば，
陸域から海に向かって流動する淡水系地下水と，海域から
流動してくる塩水系地下水の情報を一度に取得することが
できると考えられる（図 1 ）．

沿岸部の地下水流動に関しては，特に国外にて数多くの
研究がなされているが 2 ），これらは主に沿岸都市部での
地下水資源の評価のために行われているもので，塩水侵入
防止という課題解決を目指したものである．ゆえに焦点が
当てられているのは，塩淡境界の位置の予測であり，塩水
そのものの挙動についてはほとんど注意が払われていな
い．しかし，高レベル放射性廃棄物の地層処分研究では，
塩水領域に処分を行うことも考慮し，塩淡境界から塩水領
域の地下水の動態を知ることも極めて重要である．

2．研究の構成
現場調査を通じて，我々が念頭においていることは，高

レベル放射性廃棄物処分において，超長期的に安全な領域
とはどこか，それをどのように評価するのか，という課題
である．淡水系地下水だけでなく塩水系地下水の動きまで
視野を広げてこの課題を眺めた場合，最も重要なツールの
1 つが，放射性同位体を用いた地下水年代（滞留時間）評
価法である．例えば，地層中にて極めて古い年代の塩水系
地下水が得られた場合は，当該領域の地下水は停滞してい

ると考えることができる．よって，その領域に処分をおこ
なえば，その後，人工バリアから天然バリア中に核種が移
行してきても，（地下水が動いていないため）核種はその
場所に長期間に留まる可能性が高い．

一方，同じ塩水系地下水であっても，14C 年代が得られ
るような地下水は（～ 2 万年程度）3 ），超長期的には流動
していると考えるべきである．このような流動性の塩水系
地下水は，一般には浅層，地域によってはかなり深層にま
で分布しているだろう．このようなケースでは，地下水年
代法と，もう 1 つの重要なツールである流動解析（地下
水流動シミュレーション）を組み合わせることにより，塩
水系地下水流動を評価することができ，より安全な領域を
検討することもできるだろう．本研究で扱うのは，この
ケースである．

陸域の淡水系地下水の流動解析は，今までにも多くの地
域で適用されており，主に水理水頭によるキャリブレー
ションによって，現場データとの整合性が確認されてい
る．しかし，塩淡境界以下の地下水の動きに関しては，室
内実験によって塩淡境界の位置を比較する研究がほとんど
であり，特に深層の塩淡境界以深の地下水に関しては，現
場データと解析結果を比較する試みは行われていない．そ
のため，特に塩水系地下水流動に関しては，そもそも現場
データが一般的な密度流解析モデルで表現されうるのか，
表現できる（あるいはできない）とすれば，何が原因なの
かを考察する必要がある．この理由で，本研究で紹介する
ボーリング調査結果と次の（吉岡真弓研究グループ長によ
る）密度流解析を用いた研究は密接に関連している．具体
的には，本研究では現場ボーリング調査について述べ，次
のトピックの密度流解析によって想定されたモデルを検証
する．

3．調査の概要
ボーリング調査をおこなったのは，静岡県駿河湾富士川

河口部付近の海岸線から距離約 300m 内陸側である．海
岸線付近は，一般に，陸域から流動してきた淡水系地下水
が収束し，海に流出する場とされている（図 1 ）．本研究
では，ここで複数のボーリング調査を実施したが（写真
1 ），それぞれのボーリング孔では調査深度が異なるた
め，以下では簡単のため，1 本のボーリング孔としてデー
タを表示した．ボーリング調査では地質（写真 2 ）および
水理特性の確認とともに，表 1 に示す淡水領域～塩淡境

図 1　塩水くさびと想定されている地下水流動
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界～塩水領域を含む領域で採水を実施し，特に地下水年代
測定法により，その実態把握をおこなった．また，このう
ちの 5 深度で流向流速測定を実施した．

4．結果
4.1.　水理水頭・透水係数・水質

調査結果を図 2 に示す．地下水中の Cl- 濃度から換算
した淡水系地下水と塩水系地下水の混合率より（図 2 の
一番左側の図），本地域では淡水系地下水は地表付近～深
度 75m，塩淡境界は深度 75 ～ 200m，塩水系地下水は
深度 200m 以深に分布することが明らかになった．また，
塩淡境界内の塩分濃度は，塩水領域の上面（深度 200m）
からわずかに離れると大きく低下し，塩水と淡水が半分ず
つ混合する境界面（Interface）は深度約 180m に位置す
る．塩水濃度は，塩淡境界内で下に凸の形状を示している
が，このような分布は稀であり 4 ），今後，原因を検討す
る予定である．

水理水頭については，深度ごとに孔内水の密度が異なる
ことから，実測された水頭を淡水水頭に換算したものを示
した（図 2 の左から 2 番目の図）．深度 22 m および
43m では EL=＋1.5m 前後であったが，塩淡境界となる
83m 以深の 3 深度では水位が約 3 m 上昇し +4.5m 程

度となった．ただし，深度 83m での塩水混入率はわずか
に 2 ％程度であることから，塩淡境界で水理水頭が高く
なると考えるよりも，深度 43m と 83m の間に難透水層
が存在しているためと解釈した方が良いだろう．深度
200 m 以深では淡水水頭は徐々に高くなるが，これは海
水密度による影響である．
  また，δD は深度 22m および 43m までは－56‰以上で
あるが，深度 83 ～ 113m では同位体的に軽くなり，－
64 ～－66‰となった（図 2 の右から 3 番目の図）．深
度 170m 以深は塩水系地下水の影響が大きく表れること
により同位体は重くなる．一般に降水のδD は標高が高い
領域では軽くなることから，深度 83m 以深の塩淡境界最
上部の地下水は，市街地よりも標高の高い領域（富士山体
に近い領域）で涵養されたことを示唆している．すなわ
ち，遠方を涵養域とする地下水が塩淡境界の最上部にもた
らされているということである．なお，地質は砂礫が卓越
しており（写真 2 ），透水係数は地表から深度 80 m まで
は 5.0×10-5 m/s に近い値で，それ以深には変化傾向は認
められず，深度 83 m 以深は，10-5 ～ 10-6 m/s オーダー
であった．

4.2.　流向流速測定結果
図 1 では，塩淡境界のうちの一部の地下水は陸域から

海に向かって上昇していること，そして淡水系地下水と塩
水系地下水の流動方向は逆向きとなっていることが示され
ている．これを現場データによって検証するために，単項
式地下水流向流速測定装置の中から精度が高く，再現性が
期待できる流向流速計 Type-LD60（沿岸部仕様）を用い
た調査を実施した．調査深度は表 1 で示す 5 深度であ
る．その結果，5 深度のうち，最も流速が速いと考えられ
る深度 42m ではダルシー流速は 1.9×10-6m/s，淡水領
域と塩淡境界の境界となる深度 82m では 1.5×10-7m/s
と著しく小さくなり，塩淡境界の最上部の深度 111m よ
りも深い領域では 10-7（m/s）以下という，定量下限以下
となった．このように，物理的な方法では，塩淡境界の大
部分およびそれ以深の地下水の流向流速を確認することは
できなかった．しかし，この課題に関しては次節で述べる
水温プロファイル（温度場の乱れ）から，そのうちの一部
を明らかにすることができた．

4.3.　水温鉛直プロファイル
地下水温の鉛直プロファイルの測定結果を図 2（右から

2 番目）に示す．深度 400m までの水温プロファイル測
定では，孔内水が周囲の地温と平衡になるように掘削深度
までケーシングを入れるとともにボーリング中の孔底をセ
メンチングし，約 4 カ月間，孔内水を静置させた．深度
400m 以深の水温は揚水時の原位置温度である．水温測
定は近傍の観測井を含めて過去 2 回行っているが，ほぼ
同じ結果が得られており，データの再現性は確認されてい

写真 1　ボーリング調査風景

 

調査項目 実施深度（m） 

採水
 22，43，83，97，113，170，218，

283，343，404，566，704，794 
流向流速測定 42，82，111，160，220 

 

表 1　採水および流向流速調査深度

写真 2　ボーリングコア
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る．我が国の一般的な地温勾配である 3℃ /100m という
関係を基準にすると，図 2 の水温プロファイルにはいく
つかの特徴がある．まず，流向流速測定で最も流速が速
かった淡水領域の深度 42m は，最低温度（約 16.5℃）を
示す深度 40 ～ 66m と一致した．その下位の塩淡境界か
らは水温は上昇し，その上昇は塩水領域との境界の深度
200m まで続いた．そして，塩水領域では水温は深度方
向に再び低下し，深度 400m 付近で極小となった．深度
200m にて水温の極大点が生じるためには水温の高い地
下水が（鉛直下方からではなく）横向きの流れによって，
この深度に運ばれてくる必要があるだろう．これは，図
1 に示すような塩淡境界に沿った上昇流が塩淡境界内で
も存在し，その移流によって深層から温度の高い地下水が
運ばれていると考えることによって説明が可能である．一
方，塩水領域では深度 400m 付近に向かって再び水温が
低下しており，これは地温勾配と反している．小野昌彦研
究員による海域調査によれば，駿河湾の海水温は海面から
水深 150m までは 13 ～ 15℃程度，それ以深になると低
下し，水深 300m では 10℃以下となる．そのため，塩水
領域で水温が低下する可能性として海底を涵養域とする塩
水が移流によって低温の塩水が陸域にもたらされている
か，あるいは海底からの熱伝導（海底の海水温が低いた
め）が考えられる．この 2 つの可能性は，塩水系地下水
が流動しているかどうか，という評価に大きく関係してい
るが，次節で述べる地下水年代評価によって前者の可能性
が高いと考えられる．

4.4.　地下水年代
表 1 の採水深度にて地下水を採取し，地下水中の各種

放射性同位体比を測定して，地下水年代を求めたものが図
2 の一番右の図である．淡水系地下水（深度 22m と
43m）についてはトリチウム（3H）が検出されており，地
下水年代は約 50 年未満（14C 年代では 0 年とした）であ
ると評価できる．深度 80m 以深の地下水は 3H が検出さ
れなかったため，炭素 14（14C）を用いて地下水年代を決
定した．詳細は割愛するが，地下水の 14C 年代は分析結果
から直接得られるものではなく，分析値に対してあるモデ
ルに基づいた計算をおこなった値（調整年代）である．計
算の結果，地下水年代は塩淡境界～塩水領域上部の深度約
113 ～ 283m で最も古い 8000 年となり，深度 343m，
404m の塩水系地下水は約 2000 年，それ以深は深さ方
向に古くなった．塩淡境界の年代が古いという結果は，

（δD によって示されたように）これらの地下水の涵養域が
遠方であることと整合している．また，深度 340 ～
400m の深度領域では，塩水系地下水は比較的活発に流
動しているようにみえる．上述したように，この年代値は
モデルに基づくものであるから，無条件で信頼はできない
にしても，これらの塩水系地下水は少なくとも数万年間地
下に滞留していたような，いわゆる化石海水ではなく，過
去に海底面から侵入した海水が陸側に向かって流動したも
のと言える．

5．今後の課題
海岸線付近にて実施した 1 本のボーリング調査から，

図 2　�ボーリング調査によって明らかになった淡水領域〜塩淡境界〜塩水領域の分布および，水理水頭・地下水の化学的性質．背景に描
かれているのは，陸域から駿河湾海底にかけての地形断面（小野研究員の調査による）と，淡水系地下水から塩水系地下水までの
推定分布図である．
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何が明らかになり，何が明らかにならないのだろうか．本
研究では，塩淡境界や塩水系地下水の動きは物理的な手法

（流向流速測定）では測定が困難なほど遅いことが明らか
になった．一方，化学的な調査（水温プロファイルや地下
水年代）から得られた結果は，塩水系地下水が超長期的な
視野では流動している可能性を示した．しかし，ここで得
られた結果は定性的なものであるし，各観測データの間の
整合性も確認がなされていない．そのため，これらの結果
を密度流解析の条件として用いることにより，ここで述べ
た塩水系地下水流動が説明できるかどうかを確認する必要
がある．
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数値シミュレーションで視る沿岸部に 
おける地下水の流れ
Exploring groundwater flow in the coastal area by 

using numerical simulation

1．はじめに
沿岸部の地下では，塩水（海水）系地下水と淡水地下水

が存在しているが，その密度差の違いにより，塩水系地下
水が陸地側に潜り込む形状となる（図 1 ）．この塩水系地
下水と淡水系地下水の接触部は塩淡境界と呼ばれ，この塩
淡境界の下位に分布すると考えられる化石海水を含んだ領
域は，超長期的に地下水が流動していない領域と見なせる
ため，処分場として好ましい領域と考えられる．

このような塩淡境界を有する沿岸部の地下水環境の評価
技術開発は，主に次の 2 点において重要である． 1 つ目
は，地表から流動していない塩水系地下水の存在する領域
までの地下坑道などのコンクリート建設物の安定性評価に
は塩分が大きく関係し，その存在範囲・挙動を把握するこ
とは建設時の安全向上につながる．2 つ目は，海底下の塩
水系地下水は緩慢ながらも流動している可能性があり，そ
のような場合，その塩水系地下水の流れは海域から陸域へ
向かい，塩淡境界を通り再び海に流出することになる．こ
れは超長期の隔離過程における処分システムの安全評価に
影響を及ぼす可能性がある．このような淡水系地下水と塩
水系地下水の挙動を評価するため，数値シミュレーション
による沿岸部の地下水環境の検討を行った．

沿岸部において，塩水系地下水と淡水系地下水の挙動を
数値シミュレーションにより評価した例は少なくない 1),2)

など．しかしながら，その多くは，陸域での淡水資源評価
を目的としているため，対象とする深度が浅く，また，淡
水系地下水の挙動に着目されており，本研究のような大深
度での塩水系地下水の流動を対象にしたものは非常に少な
い．また，今回対象としている海底下の塩水系地下水で想
定されるような非常に遅い流れにおいては，通常の地下水
流動シミュレーションで適用される前提条件（例えばダル

シー則の適用範囲など）が成り立たないことも考えられ，
現場での実測値によるシミュレーションモデルの検証も求
められる．

本事業では，駿河湾沿岸部での深度 800m までの電気
伝導度，水質，同位体年代などの分布を精度よく取得する
ことに成功している．本研究では，塩水・淡水の密度差を
考慮した地下水流動シミュレーションにより塩淡境界およ
びその下位の地下水環境の感度解析を実施し，それらの計
算結果と現地データとの整合性の検証および各種水理パラ
メータが計算結果に与える影響などの評価を行った．

2．モデルの構築
本研究では，本地域で採取したボーリングコアの岩相や

地質調査結果を元に，水理地質境界として完新統，上部更
新統，中・下部更新統の 3 層を設定した．本研究では，
2 次元断面モデルによる解析と 3 次元モデルによる解析
を実施したが，本稿では 2 次元断面モデルの結果につい
て説明する．

2 次元断面モデルは，ボーリング調査を実施した
FGB-2 孔を通る，水平 7.8km，深度 2km の範囲である．
図 1 として断面位置と地質分布を，表 １ として基本と
した水理パラメータを示す．計算に用いた水理パラメータ
は，既存文献 3),4) や過年度に近傍で実施した揚水試験結
果 5) を元に決定した．境界条件として，上端境界は塩分
濃度 0 の涵養フラックス一定（1000 mm/y），下端は非
流動境界，陸域の側面は既存研究 5) の定常解析結果を用
いた定水位境界とした．海側については，清水港の平均的
な海水面標高に対する海水密度を考慮した静水圧分布を海

図 1　�沿岸部周辺の淡水系地下水（水色）と塩水系地下水（紫）
の流動イメージ

FGB-2 孔 

A 

A’ 

図2  断面モデル位置（右上）と 2次元地質モデル（縦:横=3:1）
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底面に与えた．塩分濃度に関しては海水濃度による濃度固
定境界とした．初期条件としては陸域がすべて塩水で満た
されている状態とした．この初期状態から，地表面から淡
水が涵養されることで徐々に塩水の洗い流しが行われ，塩
水と淡水が安定状態に達するまで計算を行い，その状態を
定常状態とした．計算には，地圏流体シミュレーター　
GETFLOWS（（株）地圏環境テクノロジー）を用いた．計
算格子数は X:Z = 780:203，総格子数 158,340 とした．

本研究では，基本ケースに対し，透水係数，透水係数の
異方性，分散長のそれぞれのパラメータに対し感度解析を
実施した．本稿ではその結果の一部を述べる．

3．結果と考察
3.1.　基本ケース

図 3 として，基本ケースにおけるボーリング調査孔近
傍の塩分濃度結果から求めた塩水混合率の分布を示す．計
算結果より，海側の塩水系地下水が海底より浸透し，塩淡
境界に沿って流出している流動が確認できる．計算の結
果，FGB-2 孔地点で塩水と淡水が半々で混合している深度
は 120 ～ 130m であり，深度 250m 以深では塩水系地下
水となる．現場で採取した地下水の分析結果では，塩淡境
界は深度 75m 付近～深度 200m 程度であり，計算結果
と概ね一致する．図 3 中段は地下水年代の計算結果であ
る．深度 110m 付近の塩淡境界の上部で年代の古い地下
水が，塩淡境界下部付近の深度 220m 付近で新しい地下
水が現れる結果となった．現場で測定された 14C 年代で
は，塩淡境界の GL-168 ｍにて 2000 ～ 8000 年，塩水系
地下水である GL-282m で 9000 年程度の値が得られてお
り，計算結果（どちらの深度も 1000 年程度）とは隔たり
があるが，塩水系地下水の年代は塩淡境界の地下水よりも
若いことがありうることが，実測及び数値解析からも示さ
れた．また，図 3 下段に地下水流速の分布より塩淡境界
の下限付近において，その深部の塩水系地下水よりも地下
水流速が遅い領域があることが示された．地下水年代と比
較すると，FGB-2 孔地点においては地下水年代が最も新し
い深度帯の上部に，地下水流速が最も遅い領域が出現する
ことになる．

3.2.　透水係数
次に，各層の透水係数の違いが塩淡境界およびその周辺

の地下水年代に与える影響を検討するため，完新統の透水
係数を 8 倍にしたケース（図 4 ）と，上部更新統の透水

係数を 5 倍にしたケース（図 5 ）の計算を行った．完新
統の透水係数を大きくした場合，FGB-2 孔地点では，完新
統の塩分混合率がやや低下し，混合率の低い領域が広がる
傾向が見られた．透水係数を大きくしているため，完新統
の地下水流速は大きくなるが，それにより上部更新統の上
部（深度 100～400m 付近）に関しても基本ケースに比べ
流速が増加する結果となった．

一方で，上部更新統の透水係数を大きくした場合（図
5 ），上部更新統内の流速が速くなることで，濃度拡散が
促進され，特に FGB-2 孔付近での淡水と塩水の混合が進
む様子が見られた．また，透水係数を大きくしたことによ
り，上部更新統全体で地下水流速は増加しているが，基本
ケースにおいて見られた，相対的な地下水流速の低下がさ
らに顕著に現れる結果となった．どちらのケースでも塩淡
境界の下限深度（海水濃度の塩水が出現する深度）は，基
本ケースと同じく GL-250m 付近であり，FGB-2 孔で実際
に測定された電気伝導度や Cl- 濃度分布から推定される塩
淡境界下限とほぼ同じ深度であった．
 
3.3.　透水係数の異方性

次に，透水係数の異方性が計算結果に与える影響を検討
するため，完新統および上部更新統それぞれについて，鉛
直成分の透水係数を水平成分の透水係数の 1/10 とした

地層区分 透水係数（m/s） 
完新統 1.0×10-4 
上部更新統 1.0×10-5 
中・下部更新統 1.0×10-7 

全層：有効間隙率：0.2、縦分散長：30m、横分散長：縦

分散長の 1/10 

表 1　計算に用いた水理パラメータ

図 3　�基本ケースにおける FGB-2孔周辺の塩分混合率分布（上
段），地下水年代（中段よび地下水流速（下段）．それぞれ
左が FGB-2孔地点における深度分布，右はその周辺にお
ける 2次元分布．左グラフと右分布図で深度が異なるこ
とに注意．
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ケースの計算結果を図 5 に示す．なお，水平方向の透水
係数については表 1 の値を用いている．

図 6 には，完新統の鉛直方向の透水係数を 1 オー
ダー下げたケースの結果を示しているが，海岸近傍での塩
淡境界が海側へ張り出し，海底面における上昇流の範囲が
広がる様子が表れている．興味深いことに，地下水流速の
分布において，深度 200m 付近の遅い流速域が，基本
ケースよりも顕著に表れている．なお，図 6 には示して
いないが，地下水年代に関しては，完新統～上部更新統に
かけて全体的に年代が古くなる結果となったが，深度 5
～ 600m 以深では基本ケースと同程度となった．

上部更新統の透水係数について同様に鉛直成分を 1/10

としたケースの結果を図 7 に示す．上部更新統内の塩淡
境界が海側にややせり出し，上部更新統内の塩淡境界以深
の地下水流速が小さくなる結果となった．これは，FGB-2
孔近傍の塩水系地下水は上向き流れが主流となっているた
め，鉛直方向の透水係数が小さくなることで，平均流速も
小さくなったものと考えられる．これらの結果は，透水係
数の異方性が塩淡境界の幅や形状に影響を与えうることを
示唆している．

4．まとめ
以上の結果を整理すると，本研究地域の FGB-2 孔付近

では以下のことが示唆された．

 

図 4　�完新統の透水係数を 8倍にしたケース．FGB-2孔周辺の塩
水混合率分布（上）および流速分布（下）．左は FGB-2孔
地点の鉛直分布，右はその周辺の深度300m までの分布
図．

図 5　�上部更新統の透水係数を 5倍にしたケース．FGB-2孔周辺
の塩水混合率分布（上）および流速分布（下）．左はFGB-2
孔地点の鉛直分布，右はその周辺の深度300mまでの分布
図．

図 6　�完新統の透水係数鉛直成分を1/10にしたケース．FGB-2孔
周辺の塩水混合率分布（上） および流速分布（下）．左は
FGB-2孔地点の鉛直分布，右はその周辺の深度300m まで
の分布図．

図 7　�上部更新統の透水係数鉛直成分を1/10にしたケース．
FBG-2孔周辺の塩水混合率分布（上）および流速分布（下）．
左は FGB-2孔地点の鉛直分布，右はその周辺深度300m ま
での分布図．
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① �透水係数およびその異方性が異なると，塩淡境界の幅
や形状，地下水流速や地下水年代に違いが生じるが，
FGB-2 孔における塩淡境界の下端深度はほぼ変わら
ず，その深度はボーリング調査により得られた結果と
概ね一致した．

② �塩淡境界の最下部（塩分濃度が海水と同等になる深度）
のやや上部において，地下水流速が顕著に小さくなる
層が存在しうることが示唆された．

③ �完新統の透水係数やその異方性は，上部更新統の地下
水流速や地下水年代にも影響を与えるが，深度 500m
程度以深ではその影響は見られなくなった．
これらの知見は，沿岸部の陸域のある地点の塩分濃度の

鉛直分布のみでは塩淡境界およびそれ以深の地下水流速や
塩分濃度分布を推定することが困難であることや，ある特
定深度以深は，浅層（完新統）の地下水流動の状況によら
ず，流速や年代が決まる可能性があることを示唆してお
り，今後の調査研究に役立つものである．

沿岸部，特に海底下の地下水の流れを実測により把握す
ることは，技術的にもコスト的にも容易ではない．今回の
ような数値シミュレーションにより，沿岸部の地下の概念
モデルを形成し，陸域での水質，同位体年代等の現場デー
タと合わせて総合的に解釈することで，海底下の塩水系地
下水の流動－特に動く地下水と動かない地下水の評価－に
繋がるものと考えている．

なお，本研究課題では，その他のパラメータに関する感
度解析および 3 次元モデルによっても同様の感度解析を
実施している．詳細については令和 4 年度の本事業報告

書 6) をご参照いただきたい．
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1．はじめに
地下水は地球上の水循環の一部を構成する要素であり，

大気・陸域・海域をつないでいる．陸域と海域が接する沿
岸部は，陸域地下水流動の末端に位置しており，その場を
象 徴 す る も の と し て 海 底 湧 出 地 下 水（Submarine 
Groundwater Discharge: SGD）がある（図 1 ）．SGD は
古くはローマ時代からその存在が認識され，神秘的な現象
として捉えられていた 1 ）．近年では世界各地で調査が進
み，沿岸部における普遍的な現象と考えられている．SGD
は，沿岸部の地下を流れた地下水であるため，陸から海に
至る流動の過程における温度や帯水層の地質などを反映し
た様々な情報を含むと考えられる．

沿岸部を想定した地層処分においては，地下水が放射性
核種の移行経路となる可能性もあり，沿岸部の地下水流動
や帯水層などの地質環境の把握が重要である．この観点か
ら考えると，地下水流動の出口側に位置する SGD の実態を
解明することは，沿岸部の地質環境を評価することにもつな
がる．以上のような背景の中で，産業技術総合研究所地下
水研究グループは，静岡県環境衛生科学研究所と連携して，
駿河湾を対象に SGD に関する調査技術の開発や高度化に取
り組んできた．本発表ではこれまでの取組を紹介する．

2．SGDの調査
沿岸部の地質環境調査は，その初期段階で陸域や海域の

地質調査が行われ，陸から海にかけての地質や水理構造の
モデルが検討される．その中で，沿岸部帯水層の連続性や
陸域の水収支等の検討結果に基づき，SGD の存在が推定さ
れる場合にはその調査が必要と考えられる 2 ）．

SGD の調査手法として，例えば流域単位の湧出量を推
定する水収支法や，水温・水質・湧出量を観測できるシー

ページメータ，湧出地点の分布を把握できる自然由来の地
化学トレーサーなどが挙げられる．また潮間帯を含む浅海
域においては，ダイバーの目視による湧出水の探査や採
水，ドローンとサーモカメラを組み合わせて水温異常から
湧出水を検出する手法，淡水と塩水の分布を電気探査で検
出して湧出域を推定する手法なども適用されている．それ
ぞれの手法は，対象とする観測内容や取得データの空間ス
ケールが異なるため，様々な手法を組み合わせて SGD を
調査することが一般的である．

3．駿河湾の SGD
駿河湾における SGD 調査として，最初は駿河湾奥部を

対象に，地化学トレーサーであるラドン（222Rn）を用いた
広域調査を実施した．一般的に 222Rn 濃度は地下水で高
く，海水や河川水で低いという性質があるため，地下水が
湧出する場所では周囲に比べて濃度が高くなる．駿河湾に
おいては富士川～田子の浦周辺や千本松原周辺などで相対
的に高い 222Rn 濃度が検出され，SGD の存在が示唆され
た 3)．そこで，富士川～田子の浦付近に焦点を当てて，音
波探査による海底地形・底質状況の調査や 222Rn 等による
地化学調査，遠隔無人探査機（ROV）を用いた海底面の探
査等を実施した．また海域での各種調査と並行して，陸域
における掘削調査を実施した．

富士川～田子の浦周辺で実施した各種調査を踏まえて
ROV 探査を行った結果，水深約 130m 地点で SGD を発
見した（図 2 ）．ROV で撮影した画像では中央に陽炎のよ
うな揺らぎが確認され，水質センサーで塩分濃度の低下を
捉えた．このような SGD は同程度の水深帯に複数点在し
ていた．

SGD 発見の一方で課題もあり，例えば水深 100m を超
える海底は暗く，広範囲の探査は困難であった．また，現
場の気象や海象，構造物や船舶等の様々な条件を踏まえて
探査を実施する必要があるため，日中に作業可能な時間も
限られる．そこで ROV と高精度音響カメラを組み合わ
せ，4 ～ 5m 離れた場所から海底面の湧出水を高精度に検
出する探査手法を構築した．これにより「点」として探査
していた SGD を「面」として探査可能となった．このよ
うに広域と狭域の間を補完できる手法は，沿岸部海域にお
ける効率的な調査の実施につながると考えられる．現在は
この手法を応用し，SGD 湧出量の定量化についても検討を
進めている．

地下水研究グループ：小野 昌彦
Senior Researcher, Groundwater Research Group: 
Masahiko Ono
Phone: 029-861-2664, e-mail: masa.ono@aist.go.jp
https://unit.aist.go.jp/georesenv/gwrg/index.html

沿岸部の地質環境を海底湧出地下水で
探る
Investigation of the geological environment of 

coastal areas with submarine groundwater 
discharge

図 1　沿岸部地下水の模式図



25

講
演
題
目

4．SGDから分かる陸と海のつながり
ROV 探査で発見した SGD を対象に採水を行い，化学分

析によってその性状を調べた．SGD の周囲は海水であり，
ダイバーによる採水作業が不可能な水深帯でもあったこと
から，いかに湧出水と海水が混合させずに採水するかが課
題であった．本事業では，ROV とシリンダー型の採水器

（容量 2 ℓ）を組み合わせて，SGD の直上で採水するシス
テムを構築した．サンプルの採水時には，ROV が潮流に流
されないように制御するとともに，周囲の海水を引き込ま
ないようにシリンダーを低速で動作させて採水した．これ
により駿河湾沿岸部の条件においても，淡水と海水が最大
で 9：1 の割合となるサンプルの採水に成功した．採水
したサンプルは，酸素・水素安定同位体比，無機溶存イオ
ン，微量元素，炭素同位体比等について分析した．

分析結果に基づいて陸域地下水と SGD の化学組成を対
比し，SGD の起源を解析した．駿河湾に隣接する富士山周
辺では，これまでに数多くの地下水調査が行われており，
富士山から駿河湾沿岸に至る地下水流動が存在することが
分かっている 5)．また富士山で涵養された地下水は，富士
川や愛鷹山周辺で涵養された地下水とは異なる化学組成を
示すことが知られており，例えば V（バナジウム）や Sr

（ストロンチウム）に特徴がみられる．これらの先行研究
の知見や，掘削孔から採水した地下水および SGD の分析
結果を踏まえて検討した（図 3 ）．発見された SGD は，
掘削孔の淡水地下水とは異なり，富士山由来の地下水と同
様の組成を示すことが分かる．そのため，SGD は富士山で
涵養された地下水を起源とするものであり，富士山と駿河
湾が地下水を介して繋がっていることを意味している．

5．おわりに
本稿で紹介した SGD 調査の知見は，沿岸部の地質環境

評価に資するものであるが，同時に目に見えない地下水へ
の理解を深める材料にもなる．地下水研究グループは，駿
河湾で得られた知見を各種の講演会や展示施設で紹介し，
専門家以外の方にも地下水に対する興味を持っていただけ
るように取り組んできた．今後も沿岸部地下水に関わる知
見の拡充や実態解明に取り組むとともに，得られた成果の
情報発信にも努める．
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4 ） �産業技術総合研究所（2016）海域地質環境調査確証技

術開発 成果報告書．
5 ） �Ono et al. (2019) Hydrogeology Journal, 27,717-

730.
6 ） �産業技術総合研究所ほか（2022）沿岸部処分システム

評価確証技術開発 成果報告書．

図 2　発見された SGD 4)

図 3　V とδ13C の関係6)
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研究グループ長：吉岡 真弓
Leader, Exploration Geophysics Research Group: 
Mayumi Yoshioka
Phone: 029-862-6649, e-mail: yoshioka-mayumi@
aist.go.jp
https://unit.aist.go.jp/georesenv/gwrg/index.html

地下水研究グループの紹介
Introduction of the Groundwater Research 

Group

1．グループの研究目的
地下水研究グループでは，社会への貢献や研究成果の反

映先を意識した地下水の保全と開発・利用に関する研究を
実施している．主な業務には「水文環境図」の作成があり，
これを基軸に，地下水の資源・環境に関する情報を取りま
とめている．また，高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る
沿岸域の深層地下水研究や， 環境調和型産業技術ラド

（E-code）などの領域融合研究にも力を入れている．これら
の経常的な研究課題を通して，看板性の強化，知的基盤整備
の加速化，研究シーズの創出に関わる研究などを担当して
いる．研究対象地域は日本国内のみならず，JICA，CCOP

（東・東南アジア地球科学計画調整委員会）活動などを通し
て海外にも広げている．また，産総研福島再生可能エネル
ギー研究所（FREA）の地中熱チームとも強く連携し，地下
水資源の多角的な利活用を推進している．

2．各研究項目の内容
2.1.　地下水のマップの作成
「地質の調査」ミッションの 1 つである知的基盤情報整

備の一環として，「水文環境図」を作成している．水文環境
図は，町田ほか（2010）の編集指針に沿った，全地域で調
査・掲載する統一情報に加え，地域ごとのユーザーが必要
とするローカル情報を分かり易く盛り込んだ，地下水の地
図である．地下水流動（巨視的な地下水の動き）や水質は
目に見えないが，その特徴には地域性がある．そのため，地
下水に関連する過去のデータや水理地質，その地域の経済
発展（土地利用など）を丹念に調べ，また，不足する地下水
のデータに関しては新たな調査を行うことで，その全体像
を解釈・把握し，水文環境図として Web 上で誰もがアクセ
スできる形で公開している．

現在公開している水文環境図は，2023年 9 月末の段階で
10地域である．最近では，2022年 3 月にNo.13「静清地域」
が公開された．なお，2023年度末までには No.14「越後平
野（信濃川流域）」が公開予定である．なお，「越後平野（信
濃川流域）」については，すでにその成果の一部を論文とし
て公開している（町田ほか，2023）．また，その他の地域に
ついても，「仙台平野（第 2 版）」の取りまとめが行われて
いると共に「京都盆地」「沖縄」に関しても引き続き調査を
継続している．

水文環境図は，2001年に産業技術総合研究所地質調査総
合センターとなって以降，20年以上に渡り作成・公開され

てきた．その前身の旧地質調査所時代には「日本水理地質
図」が作成されており，その成果は紙媒体（一部はラスター
データ） として，GSJ の Web ページに公開されている．
2021年以降，これら紙媒体の水理地質図のベクトルデータ
化（keyhole Markup Language (KML)・KMZ 化および
シェープファイル化）を進めてきた．今年度新たに10地域
のベクトルデータ化を進めており，次年度にはこれまでベ
クトル化が完了した地域の公開を予定している．

また，2023年 9 月より，水文環境図および全国水文環境
データベースに利用者アンケートを実装している．このア
ンケートの結果は，水文環境図の成果の利活用および効果
的な社会発信のために，必要とされる地下水データの拡充
や発信方法の検討に利用される．ご利用される方々にはご
不便をおかけすることになるが，ぜひ積極的にご記入いた
だきたい．

 

2.2.　沿岸域の深層地下水研究
原子力発電所から出た放射性廃棄物の有効な処分方法と

して，廃棄物を地下深部の地層中に閉じ込めてしまう “地
層処分” がある．地層処分においては廃棄体近傍の人工バ
リアと周辺地盤の天然バリアから複合的に多重バリアを形
成することになっている．近年では，2017年 7 月に国から

「科学的特性マップ」が公開され，好ましい範囲の要件・基
準として沿岸部（海岸からの距離が20 km 以内目安）が挙
げられ，地層処分研究のさらなる進展が求められている．

本件にかかる研究として，地下水研究グループは約20年
前から九十九里海岸や茨城県東海村などの沿岸部にて調査
を行ってきた．そして，平成19年度からは北海道天塩群幌延
町にて物理探査グループと連携し，ボーリング調査結果と
物理探査の両面から陸海接合部の深層地下水の実態把握を
行い，その結果，沿岸海域の地下深部には氷河期を越えた長

「水文環境図 No.13 静清地域」の一例
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期的に安定した地下水塊が存在することを発見した．
平成31年度からは，電力中央研究所ならびに原子力環境

整備促進・資金センターと共同で，「沿岸部処分システム評
価確証技術開発」事業に取り組んでいる．今年度は，静岡県
の駿河湾の沿岸部において，塩淡境界（沿岸部の地下に形
成させる淡水地下水と塩水地下水の境界）と，その深部で
の塩水の挙動に焦点を当てた研究を行っている．塩淡境界
に関しては，多くの研究結果から，様々なスケールで概念図
が描かれているが，その空間分布の決定要因やその深部で
の塩水の挙動など，解明されていない点も多い．また，海底
から湧出する地下水との関係も不明瞭である．これらの課
題解明のために，駿河湾沿岸部において昨年度までに深度
800m までのボーリング調査を実施し，地下水試料の採取
や地下水流行流速測定などを実施した．さらに，駿河湾海底
下での海底湧水調査も併せて実施し，陸域から沿岸そして
海底下の地下水流動の解明に取り組んできた．また，物理探
査グループと協力し，神奈川県横須賀市，北海道幌延町およ
び静岡県駿河湾において海上音波探査を行資，沿岸部での
地下構造の把握に向けた物理探査技術の高度化・体系化を
進めている．各研究課題の詳細においては，本Green Report
の前半，講演要旨を参照いただきたい．

2.3.　環境調和型産業技術研究ラボ（E-code）
人口と経済が集中する沿岸域は，企業立地・産業基盤の

中核であり，持続的な産業利用が求められている一方，それ
らの人間活動が環境・生態系に与える影響は小さくない．
さらに近年の地球温暖化や海酸性化・海洋貧酸素化，河岸・
海岸の後退による立地面積の減少等，地圏-沿岸-海洋を通
した各種の環境問題に関して，中長期的かつ分野横断的な
評価・研究が求められている．これらの理由から，当グルー
プでは沖縄本島などの島嶼の沿岸域をモデルケースに，現
地での地下水・地表水サンプリングや分析を行い，地下水
質・流動と地形地質の関係や，人間活動由来の硝酸態窒素
起源の追跡などに関する調査・研究を実施した（Yoshihara 
et al., 2023）．

2.4.　その他の地下水研究
今年度に入り，COVID-19の感染拡大予防のための対策

が大幅に緩和され，海外機関との交流も徐々に再開されつ
つある．今年 5 月にはタイの DGR が GSJ を訪問するのに
合わせ，当グループとのミーティングが開催され，地下水管
理・利用やデータベースに関する意見交換を行った．

また，上記以外においても研究員は個人および小グルー

プにて様々な研究に取り組んでいる．豪雨や地震等によっ
て発生する斜面崩壊による地下水水質に与える影響評価に
関する研究，地中熱利用評価のための地下地質の熱物性に
関する評価研究，地下水の経済的価値の評価方法に関する
研究，坑廃水問題の解決に資するための鉱山地域での水文
調査，などがある．

これらの他にも，水循環基本法の制定によって地下水の
ガバナンスに取り組もうとしている自治体関係者や，近年
盛んになっている地下水の水処理関連企業者に対して，地
下水の適切な利活用や管理方法などに関する講演を行って
いる．

3.グループの研究体制
吉岡 真弓   （グループ長）
井川 怜欧   （上級主任研究員）
小野 昌彦   （主任研究員）
松本 親樹   （研究員）
吉原 直志   （研究員）
飯島 真理子（研究員）
丸井 敦尚　（招聘研究員）
町田 功　　（併任）*
冨樫 聡　　（併任）**
シュレスタ ガウラヴ　　（併任）**
石原 武志   （併任）**
アリフ ウディアトモジョ（併任）**
島田 佑太朗（併任）**
金子 翔平   （併任）**
中島 善人　（テクニカルスタッフ）
菅谷 裕行　（テクニカルスタッフ）
松浦 綾子　（テクニカルスタッフ）
宮崎 桂子　（テクニカルスタッフ）
木方 建造　（産学官制度来所者）
*企画本部
**FREA地中熱チーム

引用文献
町田ほか（2023）越後平野G1層中の地下水流動と水質形

成．地下水学会誌, 65, 3, p.221-254.
Yoshihara et al. (2023) Deciphering natural and 

anthropogenic effects on the groundwater 
chemistry of Nago City, Okinawa Island, Japan. 
Environmental Pollution 318, 129017.
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1．グループの研究目的
本グループでは，社会の動きに応じた各種鉱物資源のク

リティカリティを考慮しながら，資源の安定確保に貢献す
る鉱床学的研究，資源開発や素材製造に資する技術の開発 
や提供，精緻な分析・評価を実現する有用性の高い研究，鉱 
物資源開発に寄与する各種情報の収集と質の高い発信など
を行っている．国内外の研究機関や行政，民間企業とも連携
し，それぞれの役割分担に応じた適切な “橋渡し” を行う 
ことで，国全体としての鉱物資源の安定確保に資すること
が活動目的である．具体的には，カーボンニュートラル社会
実現のために必要不可欠かつ需要が増加している希土類 

（レアアース），リチウム，ニッケル，コバルト，銅などの鉱種
を対象に調査・研究を行っている

2．研究活動の概要
経済産業省「鉱物資源開発の推進のための探査等事業（資

源開発可能性調査）」を活動の柱としつつ，他事業や共同研
究等も積極的に行っている． 地理的にも相対的に有利で鉱
物資源を含む経済的関係強化を期待できる東南アジアを近
年は重要視しており，調査研究を行っている．一方このよう
な社会情勢の下で国内資源の重要性を再認識し，探査技術
開発の国内での展開や鉱物情報整備の他，多様な鉱物資源
の可能性を念頭においた現地調査にも力を入れている．ま
た，各研究・技術の波及的展開を含めた基礎／応用研究や，
各員のネットワークを生かした学術的な研究活動も進めて
おり，未知の社会変化にも対応出来るよう研究能力の維持
発展に努めている．

2.1.　鉱床の成因理解と探査のための研究
(1)新たな地化学探査法の開発

世界中で確認されている金属鉱床のほとんどは，その一
部または変質帯が地表に露出している．河川が発達してい
る場合，鉱床から削剥された砕屑物は下流へと流されて地
化学異常として認識されるため，川砂を対象にした地化学
探査は最も有効な方法の一つであると言える．効率良くコ
ストを抑えて探鉱するために川砂の全岩化学分析を行うの
が従来の方法であるが，本研究では，川砂の特定の鉱物に着
目した局所分析により，鉱物中の化学組成や元素比を求め
ることに挑戦する．局所分析には主に LA-ICP-MS（後述）
を用いるため現状では高コストとなるが，従来法では見つ
からなかった地化学異常を発見し，鉱床探査に応用するこ

とが本研究の目的である．金及び銅鉱床近傍を流れる河川
より採取した堆積物試料（図 1 ）について，鉱徴の検出感
度や再現性の検証を進めている．

(2)火成岩を利用した新規銅鉱床探査手法の開発
銅は，カーボンニュートラルの実現に向けた電気自動車

の生産拡大や，新興国の電線需要の増大のため，近年世界中
で必要とされている資源である．しかし，主要鉱山の寿命減
少と鉱床発見率の低下によって，資源の枯渇が懸念されて
いる．本研究は，実際の探査フィールドに応用し，探査効率
の向上や，地表兆候に乏しい潜頭性鉱床の探査に貢献する
ことを目的としている．具体的には，資源的価値が大きい斑
岩銅鉱床などの熱水性銅鉱床を形成しうるマグマが冷却・
結晶化して形成された火成岩体ごとの鉱床形成ポテンシャ
ルを評価するための指針導出を目指して研究を行って

研究グループ長：星野 美保子
Leader, Mineral Research Group: Mihoko Hoshino
Phone 029-861-2474, e-mail: hoshino-m@aist.go.jp

鉱物資源研究グループの紹介
Introduction of the Mineral Research Group

図 1　栃木県足尾鉱山周辺川砂試料採取の様子

図 2　北上山地の銅鉱山における地質調査の様子
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いる．
2023年度は火成岩体と熱水性金属鉱床のペアが多数分

布すると共に，斑岩銅鉱床が存在する中国大陸縁辺部と対
比される北上山地を研究対象地域に選定し，地質及び鉱床
の調査を実施した（図 2 ）．特に，鉱床と火成岩体の位置関
係や火成岩体中の岩相分布を把握しつつ，火成岩試料を収
集した．本地域に特徴的な銅，金，モリブデンの各鉱床の形
成に関与した火成岩の観察と記載を実施すると共に，鉱物
及び岩石の元素組成分析を進めている．

(3)  リモートセンシングによる鉱床探査技術および広域
資源評価に関する研究

鉱床探査の初期段階において調査範囲を絞り込むことを
目的として，リモートセンシングによる広域資源評価の研
究を行っている．主にASTERなどの衛星画像データを用い
て熱水変質鉱物や粘土鉱物の分布を推定する手法の開発を
行っている．現在は，植生の多い地域における鉱物識別手法
の検討を行っている（図 3 ）．

野外分光放射計を用いた熱水変質鉱物・粘土鉱物推定手
法の開発と現地調査への活用に関する研究に取り組んでい
る．現在は，反射スペクトルと鉱物量比や鉱物組成との関係
を理解するため，岩石試料の反射スペクトル測定や化学分
析を行っている．

2.2.　 鉱石および素材製品の価値向上のための選鉱技
術および分析・品位に関する研究

(1)微小域元素・同位体分析を用いた資源研究
鉱物中の元素・同位体組成とその分布は，鉱石評価や鉱

床成因研究において重要である．我々はレーザーアブレー
ション誘導結合プラズマ質量分析計（LA-ICP-MS）を用い，
野外調査で採取した試料や，外部から依頼された試料のマ
イクロメートルスケールの元素組成や，その2 次元分布を
分析している（図 4 ）．鉱石中の目的元素や阻害元素の分布
は，目的元素を鉱石から分離・抽出法の最適化を行う上で
の指針となる．

LA-ICP-MS 分析は，ケイ酸塩鉱物や硫化物等の鉱物試料
だけではなく，ガラス，金属や植物等，あらゆる種類の固体
試料に対して可能であり，工業製品評価の為の分析も行っ

ている．現在は，数マイクロメートルへの微細集光フェムト
秒レーザーアブレーションによる，高空間分解能元素・同
位体イメージング法の開発を進めており，深さ方向で500 
nm 以下の薄層中の微量元素分布を測定することが可能と
なった．

(2)安定同位体比分析技術の高度化とその応用
鉱床成因や探査のための新しい研究手法を開発すべく，

金属元素の安定同位体比分析技術の高度化とレアメタル鉱
床への応用に取り組んでいる．特に，今まではほとんど用い
られていないリチウムやマグネシウムなどの金属元素の安
定同位体比に着目し，分析環境の整備と実試料への応用を
行ってきた．分析環境の整備として，イオンクロマトグラフ
にフラクションコレクタを接続させた自動元素分離装置

（IC-FC）を導入し，分析のルーチン化や，対象とする元素の
拡張，高速度化・高効率化のための手法開発を進めている

（図 5 ）．IC-FC を用いた所内外との連携にも積極的に取り
組んでおり，秋田大学や JAMSTEC 等と科研費などを通じ
た共同研究を実施している．実試料への応用としては，鉱物
資源のみに留まらず，惑星科学，古生物学，生化学等の幅広
い分野を対象として共同研究を展開し，成果を挙げている

（Dekov et al., 2023; Yoshimura et al., 2023など）．

(3)選鉱技術の高精度・高効率化に関する研究
未利用資源の選鉱・分離技術の高精度・高効率化に関す

る研究に取り組んでいる．低品位風化花崗岩（青サバ，マサ
土）からの石英分の分離回収を目的とした選鉱プロセスの
構築に取り組んでいる．また，鉱石中の鉱物の存在形態の解
析する新たな技術として，LA-ICP-MS 分析から得られる微

図 3　�ASTER 炭酸塩鉱物指標（左：疑似カラー画像（赤色が植
生多い）．中：鉱物指標元画像．右：植生の影響を軽減した
鉱物指標画像）

図 4　�レーザーアブレーション誘導結合プラズマ質量分析計（LA-
ICP-MS）の様子（左）と銅鉱石中の銀分布（右）

図 5　�当ラボで対象にしている金属元素の安定同位体比とその
開発状況
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小域元素組成に基づいた粒子解析技術を開発している（特
願2020-139452）．

また，粉体シミュレーションの選鉱プロセスへの適用に
関する研究にも取り組んでいる．粉体シミュレーションは，
実験で直接観察することが困難である装置内部の粉体挙動
を自在に可視化することができるため，選別機構解明や運
転条件の最適化に有用なツールである（図 6 ）．科研費等に
より様々な粉体プロセスの機構解明や最適化にも取り組
み，成果を挙げている（Tsunazawa et al., 2023など）．

(4) リン鉱石からの副成分としてのレアアースの回収法
の開発
リン鉱床は，堆積性，火成作用，グアノなどの海洋島鉱床

に分けられ，世界各地に分布しており，その資源量は3000
億トンと膨大である．肥料用リン酸の主原料であるアパタ
イトは，非常に結晶構造の許容性が高く，レアアース(REE)
を数百から数千ppm程度含有するため，REE資源としての
側面も有する．そのため，リン鉱石から肥料用リン酸の副成
分としてレアアースを効率的に回収できれば，コスト削減
や新規鉱山の開発に伴う環境負荷の軽減などREE資源問題
のブレイクスルーとなる可能性がある．そこで，アパタイト
鉱石に着目し，REE 含有量の評価およびリン酸の生成過程
で REE を効率的に回収する方法の開発を進めている．

2.3.　鉱物資源情報の研究
(1) 鉱物資源データベースの整備

近年の各種資源の価格高騰や供給をふまえ，日本の鉱物
資源データベースの整備も取り組んでいる．日本は比較的
銅，鉛・亜鉛鉱床が多い国であり，それらのほとんどは火山
性塊状硫化物鉱床（黒鉱鉱床や別子型鉱床など），熱水性鉱
脈型鉱床，スカルン鉱床に分類される．銅，鉛・亜鉛鉱床の
総数は，大規模なものであれば数百程度であるが，小規模な
ものも含めると数千に登ると推定される．過去には，「日本
鉱産誌」，「日本の鉱床総覧」，「日本地方鉱床誌」といった文
献によって各鉱床の分布や特徴が記録されていたが，鉱床
の位置を特定するのが困難なものも多く，また，これらの資
料にも含まれていない鉱床も存在する．一方で，明治期の地
質図や地方土木地質図にも銅，鉛・亜鉛鉱床の位置が記さ
れているが，位置情報が曖昧なものも少なくなく，また鉱床
名が不明なものも多い．これらの鉱床の分布域は前述した
日本鉱産誌による分布域とほぼ一致しているため，重複し

ている情報が多いものと考えられる．近年，このような鉱床
の情報を網羅した資料は公表されておらず，本研究に置い
て銅，鉛・亜鉛鉱床の位置，鉱床名，鉱種などの情報を含め
たデータベースの作成を行っている．本データベースは将
来の国内鉱床探査や自然由来の土壌汚染の判断などに活用
できる．

3．グループの研究体制
鉱物資源研究グループは，以下の体制で研究を実施して

いる．
星野 美保子	（研究グループ長）
児玉 信介	 （主任研究員）
実松 健造	 （主任研究員）
昆 慶明	 （主任研究員）
荒岡 大輔	 （主任研究員）
綱澤 有輝	 （主任研究員）
左部 翔大	 （研究員）
生田目 千鶴	（契約社員）
徳本 明子	 （契約社員）
宮腰 久美子	（契約社員）
阿川 友紀子	（契約社員）
佐野 綾子	 （契約社員）
高橋 真弓	 （契約社員）

4．最近の主な研究成果（2021年以降）
Araoka, D., Simandl, G.J., Paradis, S., Yoshimura, T., 

Hoshino, M. and Kon, Y. (2022) Formation of the 
Rock Canyon Creek carbonate-hosted REE–F–Ba 
deposit, British Columbia, Canada: constraints 
from Mg–Sr isotopes of dolomite, calcite, and 
fluorite, Journal of Geochemical Exploration, 
240, 107045.

安藤佑介，荒岡大輔，吉村寿紘，西本昌司，中島　礼 （2022） 
瑞浪層群明世層産貝類におけるストロンチウム同位
体年代の追加記録，瑞浪市化石博物館研究報告，49，
119-122.

Damak, F., Bougi, M. S. M., Araoka, D., Baba, K., 
Furuya, M., Ksibi, M., and Tamura, K. (2021) Soil  
G e o c h e m i s t r y,  e d a p h i c  a n d  c l i m a t i c 
characteristics as components of Tunisian olive 
terroirs: Relationship with the multielemental 
composition of olive oils for their geographical 
traceability, Euro-Mediterranean Journal for 
Environmental Integration, 6, 37, doi:10.1007/ 
s41207-021-00241-y

Dekov, V., Guéguen, B., Yamanaka, T., Moussa, N.,  
Okumura,  T.,  Bayon,  G.,  L iebetrau,  V.,  
Yoshimura, T., Kamenov, G., Araoka, D., Makita, H., 
and Sutton, J. (2021) When a mid-ocean ridge 
encroaches  a  cont inent :  sea f loor- type  
hydrothermal activity in Lake Asal (Afar Rift), 

投入重量 : 300 g 投入重量 : 450 g 投入重量 : 600 g

● 黄色粒子：PP（軽比重粒子） ● 黒色粒子：P3HB3HH（重比重粒子）

図 6　比重分離装置内部の粒子挙動の可視化例



33

研
究
グ
ル
ー
プ
紹
介

Chemical Geology, 568, 120126, doi:10.1016/ j. 
chemgeo. 2021.120126

Dekov, V., Yasuda, K., Kamenov, G., Yasukawa, K., 
Guéguen, B., Kano, A., Yoshimura, T., Yamanaka, 
T., Bindi, L., Okumura, T., Asael, D., Araoka, D., 
and Kato Y. (2023) Mn-carbonate deposition in a 
seafloor hydrothermal system (CLAM field, Iheya 
Ridge,  Okinawa Trough): Ins ights f rom 
mineralogy, geochemistry and isotope studies, 
Marine Geology, 460, 107055.

Ito, A., Otake, T., Maulana, A., Sanematsu, K., & 
Sato, T. (2021). Geochemical constraints on the 
mobilization of Ni and critical metals in laterite 
deposits, Sulawesi, Indonesia: A mass ‐ balance 
approach. Resource Geology. Resource Geology, 
71, 255-282. 

Iwasaki I., Fukaya, K., Fuchida, S., Matsumoto, S., 
Araoka, D., Tokoro, C., and Yasutaka, T. (2021) 
P ro j e c t i ng  f u tu re  changes  i n  e l emen t 
concentrations of approximately 100 untreated 
discharges from legacy mines in Japan by a 
hierarchical log-linear model, Science of the 
Total Environment, 786, 147500, doi:10.1016/ j. 
scitotenv.2021.147500  

Kosaku, Y., Tsunazawa, Y., and Tokoro, C. (2021)  
Investigating the upper limit for applying the 
coarse grain model in a discrete element method 
examining mixing processes in a rolling drum, 
Adv. Powder Technol. vol. 32, p.3980-3989.

Kosaku, Y., Tsunazawa, Y., and Tokoro, C. (2023) A 
coarse grain model with parameter scaling of 
adhesion forces from liquid bridge forces and 
JKR theory in the discrete element method, 
Chem. Eng. Sci., vol. 268, 118428.

Rivai, T.A., Kon, Y., Sanematsu, K., Syafrizal (2022) 
Pb-isotope systematics at the Sopokomil shale-
hosted massive sulfide deposit, North Sumatra, 
Indonesia. Journal of Asian Earth Sciences, 234, 
105275.

Satori, S. Watanabe, Y., Ogata, T. and Hayasaka, Y. 
(2022) Late Miocene magmatic-hydrothermal 
system and related Cu mineralization of the 
Arakawa area, Akita, Japan, Resource Geology, 
72:e12284, doi.org/10.1111/rge.12284

Simandl, G. J., Paradis, S., Savard, J., Miller, D., D’ 
Souza, R., Araoka, D., Akam, C., Hoshino, M., 
and Kon, Y (2021) Mineral control on the 
geochemistry of the Rock Canyon Creek REE-
FBa Deposit, British Columbia, Canada, (2021), 
Geochemistry: Exploration, Environment, 
Analysis, 21, geochem2019-082, doi:10.1144/ 
geochem2020-010

Takagi, T., Shin, K.-C., Jige, M. Hoshino, M. and 
Tsukimura, K. (2021) Microbial Nitrification and 

Acidification of Lacustrine Sediments Deduced 
from the Nature of a Sedimentary Kaolin Deposit 
in Central Japan, Scientific Reports, 11, 1-17

Takaya, Y, Xiao, Y, Tsunazawa, Y, Cordova, M, and 
Tokoro, C (2022) Mechanochemical degradation 
treatment of TBBPA: A kinetic approach for 
predicting the degradation rate constant, Adv. 
Powder Technol. vol. 33, 103469.

綱澤有輝，古作吉宏，坂入義隆，塚田浩二，斎藤瑞稀，蛭子
陽介，三觜幸平，陳　友晴，所　千晴（2022）Journal 
of MMIJ，vol. 138(6)，p.95-102.

Tsunazawa, Y., and Kon, Y. (2021) Numerical 
investigation of density segregation on a shaking 
table using the discrete element method, Mater. 
Trans., vol. 62(6), p.892-898. 

Tsunazawa, Y., Soma, N., and Sakai, M. (2021) DEM 
study on identification of mixing mechanisms in 
a pot blender, Adv. Powder Technol. 33(1), 
103337. 

Tsunazawa, Y., Tokoro, C., Ando, Y., Nakamura, T., 
Tsukimi, R., and Miyatake, N. (2023) Applicability 
of gravity separation to recycling biodegradable 
plastics, J. Chem. Eng. J. 56(1), 2215269.

Tupaz, C. A. J., Watanabe, Y., Sanematsu, K., & 
Echigo, T. (2021) Spectral and chemical studies 
of iron and manganese oxyhydroxides in laterite 
developed on ultramafic rocks . Resource 
Geology, 71, 377-391. 

Yoshimura, T., Araoka, D., Kawahata, H., Hossain, H. M. 
Z., and Ohkouchi, N. (2021) The influence of 
weathering, water sources, and hydrological 
cycles on lithium isotopic compositions in river 
water and groundwater of  the Ganges-
B r a h m a p u t r a - M e g h n a  R i v e r s y s t e m i n 
Bangladesh, Frontiers in Earth Science, 9, 
668757, doi: 10.3389/feart.2021.668757 

Yoshimura, T., Takano, Y., Naraoka, H., Koga, T., 
Araoka, D. et al. (2023) Chemical evolution of 
primordial salts and organic sulfur molecules in 
t h e  a s t e r o i d  1 6 2 1 7 3  R y u g u ,  N a t u r e 
Communications, 14, 5284.

Hossain, H. M. Z., Kamei, A., and Araoka, D. (2022) 
Geochemical characterist ics of shorel ine 
sediments from the Bay of Bengal, Bangladesh: 
Implications for provenance and source-rock 
weathering, Geological Journal, 57, 3431-3446, 
https://doi.org/10.1002/gj.4484

Xiao, J., Zhao, Z., Bouchez, J., Ma, X., Pogge von 
Strandmann, P. A. E., Araoka, D., Yoshimura, T., 
Hossain, H. M. Z., Kawahata, H., and Jin, Z. 
(2023) Geothermal input significantly influences 
riverine and oceanic boron budgets, Earth and 
Planetary Science Letters, 621, 118397.
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研究グループ長：吉岡 秀佳
Leader, Fuel Resource Geology Research Group: 
Hideyoshi Yoshioka
e-mail: hi-yoshioka@aist.go.jp

燃料資源地質研究グループの紹介
Introduction of the Fuel Resource Geology 

Research Group

1．グループの研究目的
在来型の石油，天然ガスおよび石炭資源ならびに，メタン

ハイドレートやコールベッドメタン（CBM），シェールガ
ス・オイル等の非在来型燃料資源に関する探査手法・資源
評価技術の高度化を目指し，その基礎となる鉱床成因モデ
ルの構築，資源探査法の改良，資源ポテンシャル評価技術の
研究開発を行う．

特に当研究部門の重点研究課題である「燃料資源に関す
る評価技術の開発」を遂行するため，地圏微生物，地圏環境
評価，鉱物資源および物理探査研究グループと連携しなが
ら研究を進める．

2．グループの研究体制，研究資金
2.1.　構成メンバー（令和 5年度）

吉岡 秀佳　　（研究グループ長）
中嶋 健　　　（上級主任研究員）
後藤 秀作　　（主任研究員） 
髙橋 幸士　　（主任研究員）
朝比奈 健太　（研究員）
風呂田 郷史　（研究員）
佐藤 幹夫　　（契約職員）
鈴木 祐一郎　（契約職員）
棚橋 学　　　（契約職員）
中根 由美子　（契約職員）
仁道 純子　　（契約職員）
小林 みゆき　（契約職員）
柴嵜 美子　　（契約職員）
深谷 千恵　　（契約職員）
石塚 寿恵　　（派遣職員）
青木 伸輔　　（協力研究員）
高野 修　　　（産学官制度来所者） 

2.2.　主な研究資金
運営費交付金
「燃料資源地質の研究」

受託研究・補助事業研究（経産省）
�国内石油天然ガスに係る地質調査・メタンハイドレート
の研究開発事業（メタンハイドレートの研究開発）

共同研究費
「�堆積盆の炭化水素ポテンシャル評価手法に関する研究」
（令和 2 年度～）

「�在来型・非在来型炭化水素砂岩貯留岩の堆積・形成プロ
セスに関する研究」（令和 2 年度～）

「電極表面修飾による微生物 CCU の反応速度向上」
科研費
「�新生代ビトリナイトの反射率変化：新生代地質体の最

高被熱温度推定」
「�希土類元素に富む石炭の形成機構：石炭マセラルの微

量元素分析によるアプローチ」
「�地下生命圏における炭素循環研究の深化―微生物代謝

速度の定量化―」
「�史上最大の大量絶滅事件と海洋無酸素事変を境に変化

した海水化学組成の実態解明」
「�混濁流による高流砂階のベッドフォームの堆積構造解

明と堆積モデルの構築」
助成金
「�堆積岩中のクロロフィル由来物質の分析と古環境解析

への適用」
「�水素ガス製造に適した石炭の水素生成能力評価法の

開発」

3．主な研究成果および研究進捗状況等
3.1.　 メタンハイドレート資源に関わる鉱床成因，資源

評価等に関する研究
・�熱流量は地温勾配と熱伝導率の積で表される物理量で，

地下温度構造推定に利用される．海底水温が安定してい
る深海域では，複数の温度計を取り付けた長さ数 m のプ
ローブを堆積物にさし込む方法で地温勾配を計測する．
沿岸域等の浅海域では海底水温変動が堆積物温度を時間
変化させるため，この方法で信頼性の高い地温勾配の計
測は困難である．海底水温変動による堆積物の温度変化
は海底下深度の増加によって減衰する性質を利用し，長
さ15mの長尺プローブを使用して海底水温変動の影響が
減衰した海底下深度で地温勾配を計測する方法を考案し
た．この方法を上越海盆に適用し，信頼性の高い熱流量の
決定に成功した．計測した熱流量を使用して上越海盆の
海底下温度構造を推定した［図 1］．

3.2.　在来型資源の鉱床成因等に関する地質学的研究
・�秋田油田の根源岩として知られる中新統女川層は，日本

海古海洋環境を復元する上でも，秋田堆積盆の根源岩ポ
テンシャルを評価する上でも重要であるが，堆積盆中心
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の女川層は微化石の産出に乏しいため，高精度の年代
データが得られて居らず，広域の古海洋環境変遷史の復
元に問題が残されていた．
本研究では，秋田県矢島地域の女川層のU-Pb及びフィッ
ション・トラック年代測定を 4 層準で行い，既存年代値
を加えて女川層の年代モデルを作成したところ，次のこ

とが判明した．①矢島地域の女川層最下部は，その前の西
黒沢層の時代にまたがる．②堆積速度は，女川層の時期に
入る1,200万年前頃に急増し，その後，千万年前頃に一次
的に急減したのち再び増加する．このような堆積速度変
化は佐渡島でも認められ，日本海東縁で同時に生じた過
去の生物生産量変化を反映していると考えられる．③今
回の年代測定結果により，従来の古海洋環境変遷史の年
代が約百万年古く見直された結果，日本海の古海洋環境
が有機物の保存に適した還元環境に変化したタイミング
が奥羽山脈隆起開始と同時期であったことや，近隣の油
ガス田で900万年前頃に生じた熱水活動に関連して化学
合成生物群集が当地域で活動したことがわかった．本研
究の結果は，女川層の時代の古海洋環境が東北日本のテ
クトニクスや火山活動と密接に関係していたことを示し
ている［図 2］［図 3］．
 

4．主要な研究成果（令和 4年度後半以降）
［誌上発表］
Goto, S., Yamano, M., Tanahashi, M., Matsubayashi, 

O., Kinoshita, M., Machiyama, H., Morita, S., 
Kanamatsu, T., Hachikubo, A., Kataoka, S., 
Matsumoto, R. (2023) Surface heat f low 
measurements in the eastern margin of the 
Japan Sea using a 15 m long geothermal probe 
to overcome large bottom-water temperature 
fluctuations, Marine Geophysical Research, 44, 
2. 

Nakajima, T., Iwano, H., Danhara, T., Hirata, T., 
Asahina, K., Takahashi, U.K., Hanamura, Y. 
(2023) U–Pb and fission-track dating of Miocene 
hydrocarbon source rocks in the Akita Basin, 
Northeast Japan, and implications for the timing 
of paleoceanographic changes in the sea of 
Japan. Island Arc, 32, e12490, https://doi.
org/10.1111/iar.12490

Noda, A., Morimoto, K., Takahashi, U.K., Danhara,  
T., Iwano, H., and Hirata, T. (2023) Late 
Cretaceous–Paleogene terrestrial sequence in 
the northern Kitakami Mountains, Northeast 
Japan: Depositional ages, clay mineral contents, 
and vitrinite reflectance, Island Arc, 32, 12500, 
https://doi.org/10.1111/iar.12500

図 1　�海底で計測した熱流量を使用して推定した海底下温度構
造（Goto et al., 2003）．温度構造の推定には海底下深部
からの熱流量が85 mW/m2であると仮定

図 2　秋田堆積盆の古海洋環境変遷

 
図 3　�秋田堆積盆の古海洋環境変遷史と奥羽山脈の隆起，応力

場，火成活動との関係
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研究グループ長：鈴木 正哉
Leader, Geomicrobiology Research Group: 
Masaya Suzuki
Phone 029-861-2475,  
e-mail: masaya-suzuki@aist.go.jp
http://unit.aist.go.jp/georesenv/ geomicrob/

地圏微生物研究グループの紹介
Introduction of the Geomicrobiology Research 

Group

1．グループの研究目的
地圏における微生物の分布と多様性，機能，活性を評価す

ることにより，元素の生物地球化学的循環に関する基盤的
情報を提供するとともに，資源開発，環境保全や地圏の利用
に資する研究を行う．産業利用に資する地圏の評価として，
地下資源に関する情報整備と評価技術の開発に取り組み，
油ガス層や炭層，海底堆積物等に生息する微生物の活動（メ
タン生成・消費，石油・石炭・ケロジェン分解等）の実態
解明を目指す． 

2．グループの特色
有機・生物地球化学，微生物生態学を専門とする研究者

で構成され，坑井等からの各種地下試料（堆積物，岩石，水，
ガス，油等）の採取と，化学・同位体分析，培養，遺伝子解
析，同位体トレーサー実験等を通じて，地圏微生物の活動に
関する基盤的情報を提供する．部門内では，燃料資源地質グ
ループ，地圏環境評価研究グループと，産総研内では，生物
プロセス研究部門，環境創生研究部門と連携し，水溶性天然
ガス，コールベッドメタン，メタンハイドレートの成因解明
や効率的開発，未回収燃料資源からの天然ガス創成技術の
検討を重点的に進めている． 

3．令和 4年度後期～ 5年度前期の研究進捗状況
3.1.　 メタンハイドレート成因解明のための生物地球

化学的研究
日本近海に賦存するメタンハイドレート (MH) の主成分

メタンは有機物の微生物的分解に伴って生成されたもの，
即ち，生物起源と考えられている．深海底堆積物において，
メタンを生成する微生物（メタン生成菌）の生理・生態学
的な役割を理解し，微生物メタン生成モデルとして MH 形
成シミュレーションに導入することでその埋蔵量の評価や
探鉱に貢献する．微生物の生育か機能に影響する環境因子
よって現場に生息するメタン生成菌の活性がどのように影
響を受けるかを明らかにするために，モデルとなるメタン
生成菌の培養を行った．その結果，計10株ものメタン生成菌
を得ることに成功し，系統的・代謝機能的にみて，従来考え
られていたよりも多様なメタン生成菌が MH 分布域の堆積
物の中で生きて存在することが示された．また，いくつか培
養株は，現場の深海底堆積物環境において優占して生息す
るメタン生成菌種であった．この優占株を深海底堆積物の
メタン生成菌モデルとして用い，高圧環境下にある現場を

模擬して高圧培養システムを用いて，高圧によるメタン生
成への影響を評価したところ，現場環境にて想定される圧
力13 MPa や25 MPa でのメタン生成速度は大気圧とほぼ
同じであった（図 1 ）．ところが，遺伝子発現解析を行った
ところ，高圧条件では大気圧よりもメタン生成に関与する
遺伝子を強く発現しており，高圧環境に適応するための生
理機構が働いていることが示唆された．

また海底下深部からの流体移動は，メタンハイドレート
（MH）の分布や資源量に影響する．MH分布域における海底
下流体循環を知るため，日本海酒田沖および黒海のメタン
湧水域で形成した炭酸塩岩を採取し，微量金属の分析を
行った．特に，流体移動性元素として知られるリチウム（Li）
を炭酸塩から分離・精製し，安定同位体比を測定した．炭酸
塩の Li 同位体組成から元の流体の組成を推定したところ，
軽い安定同位体6Li に富み，海水とは明らかに異なる流体が
混合していることが明らかになった．このことは，過去に少
なくとも海底下250 m 以深に由来する深部流体が湧出し
たことを示唆する．また，流体の上昇過程における Li 同位
体の分別を数値シミュレーションし，流速を推定した．以上
の結果は，メタン湧水域に見られる炭酸塩岩の Li 同位体比

図 1　�優占メタン生成菌1H1Hc7株における大気圧と高圧条件
におけるメタン生成量の経時変化． メタン生成量は 4反
復の平均値，エラーバーは標準偏差を示す．
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が，流体のトレーサーとして有用であることを初めて示し
たものであり，推定された流体の起源や流速は，MH 形成プ
ロセスの解明に貢献できると期待される．

（上記 2 つの研究は，経済産業省の委託により実施している
メタンハイドレート研究開発事業において得られた成果に
基づいている．）

3.2.　 油田から獲得したトルエン分解メタン生成微生
物群集のメタオミクス解析

油層環境におけるメタン生成を伴う原油の生分解反応は
微生物によるエネルギー増進回収（MEER）技術として注
目されている．これまで行ってきた我々の研究ではラボで
培養した原油分解メタン生成微生物群集を油層に注入する
ことにより，原油からのメタン生成反応を誘発できる可能
性を示した．しかし，当該微生物群集における原油分解の主
要な担い手や代謝経路は依然として不明である．本研究で
は，原油の主成分の一つであるトルエンを分解する微生物
群集について，その機能や代謝経路を明らかにするために
メタオミクス解析を実施した．

16S rRNA 遺伝子に基づく菌叢解析の結果，既知のメタ
ン生成菌 2 種，Peptococcaceae科に属する未培養細菌（以
下，PPT）および Atribacterota 門に属する未培養細菌（以
下，JS1）が優占していた．そこで，メタトランスクリプトー
ム解析を用い，原油分解に関わる遺伝子の発現解析を行
なった．その結果，PPTはトルエン分解の初発酵素であるベ
ンジルコハク酸合成酵素をコードする遺伝子と，その下流
の分解に関与する一連の遺伝子を高発現した．また，JS1も
同様の遺伝子を高発現しており，これらの細菌がトルエン
の分解に主要な役割を担うことが示唆された．一方で，JS1
はベンジルコハク酸分解に関わる下流の遺伝子を有してお

らず，このことから JS1はトルエン分解に関わる未知の代
謝経路を有する可能性が示唆された．

3.3.　 天然ガス田における微生物起源メタンの根源
有機物の探索

微生物起源のガス田において，微生物に利用される堆積
有機物の成分を推定することを目的として微生物の培養を
行った．陸源有機物に含まれているリグニンにはメトキシ
基とヒドロキシ基が存在する．単量体の芳香族メトキシ基
は微生物に分解され，ヒドロキシ基にかわることから堆積
後百数十万年という時間の経過の中で現在残っているのは
ヒドロキシ基であると仮説を立て，その利用性を評価した．
基質として， ポリフェノールの一種であるタンニン酸
(C76H52O46）を選定し，水溶性天然ガス田試料を用いて
培養を行ったところ，メタン生成が確認された．集積された
微生物の遺伝子の解析により，別の地域の水溶性天然ガス
田で優占していた未培養の新規古細菌の系統が集積されて
いることが明らかとなった．このことから，タンニン酸のよ
うなヒドロキシ化合物が地下で重要な働きをしている可能
性が示唆された． 

3.4.　 13Cトレーサー実験のための同位体異性体を区
別した有機酸の新しい定量法開発

酢酸は嫌気性微生物によるメタン生成プロセスの重要な
中間代謝産物であり，酢酸の動態に関与する代謝機構を理
解することは地球最大級の生態系である地下微生物圏の炭
素循環の一端を解明することにつながる．そのため，効率的
かつ迅速な酢酸生成の評価方法の確立が求められる．安定
炭素同位体（13C）を用いたトレーサー法は特定の経路の存
在を直接証明できるため，炭素固定機構の解明に利用され
てきた．酢酸の場合は13Cトレーサーの位置が異なる 4 種類
の同位体異性体が存在する；CH3COOH，CH3

13COOH，
13CH3COOH および13CH3

13COOH．しかし従来の分析法で
は，これら 4 つの酢酸同位体異性体を区別して定量するた
めには少なくとも 2 種類の独立した分析が必要であり，時
間と労力を要した（Wood & Harris, 1952）．そこで本研究
では，ガスクロマトグラフ質量分析計（GC-MS）を用いて
4 つの酢酸同位体異性体を区別して簡便かつ迅速に定量
する手法を開発した．またこれまで確立されてこなかった

図 2　�炭酸塩岩のリチウム同位体比から明らかにした日本海酒
田沖のメタンハイドレート分布域における海底下流体循
環（Miyajima et al.,(2023) を改変）

図 3　�油田から獲得したトルエン分解メタン生成微生物群集に
よるトルエン分解代謝経路
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図 4　�分析手法の概要．煩雑な前処理は不要で，水溶液試料を直
接 GC-MS に導入する．分析時間は15分未満．得られたマ
ススペクトルデータの解析に最小二乗法を用いることで，
酢酸の 4つの同位体異性体を区別して定量することに成
功．

ギ酸の分析にも対応できるよう工夫した．

4．グループの研究体制（令和 5年度）
4.1.　人員体制

地圏微生物グループでは，以下の22人体制で研究を実施
している．

鈴木 正哉	 （研究グループ長）
持丸 華子	 （主任研究員）
眞弓 大介	 （主任研究員）
片山 泰樹	 （主任研究員）
金子 雅紀	 （主任研究員）
須田 好	 （研究員）
宮嶋 佑典	 （研究員）
坂田 将	 （招聘研究員）
石川 理美	 （テクニカルスタッフ）
篠塚 由美	 （テクニカルスタッフ）
竹之内 美佐	（テクニカルスタッフ）
星 裕貴子	 （テクニカルスタッフ）
岩波 理恵子	（テクニカルスタッフ）
大原 真理	 （テクニカルスタッフ）
濱崎 聡志	 （テクニカルスタッフ）
宮原 英隆	 （テクニカルスタッフ）
万福 和子	 （テクニカルスタッフ）
佐々木 尚子	（テクニカルスタッフ）
山岡 早苗	 （派遣職員）
前田 治男	 （客員研究員）
辻村 清也	 （客員研究員）
井尻 暁	 （客員研究員）

4.2.　研究予算（公的外部資金）
・令和 5 年度国内石油天然ガスに係る地質調査・メタンハ

イドレートの研究開発等事業（メタンハイドレートの研
究開発）（資源エネルギー庁）

・科研費（若手研究）：蛇紋岩に関連する炭化水素の成因解
明：岩石内分布を考慮した化学形態別の炭素分析

・科研費（挑戦的研究（萌芽））：新規メタン・アルキル代
謝菌をターゲットとした補酵素 F430亜種の網羅的分析
法開発

・科研費（若手研究）：生体金属ニッケルの安定同位体比を
用いたメタン生成菌探査への挑戦

・科研費（挑戦的研究（萌芽））：新門細菌 Atribacterota
は何故ゲノムを包む細胞内膜を有するのか？

・科研費（基盤研究（A））：枯渇油田の再生化のための油
層微生物による原油分解メタン生成メカニズムの解明

・科研費（基盤研究（A））：炭層環境における微生物起源
CBM 形成メカニズムの解明および CBM 増産技術の開発

・科研費基盤研究（B））：メタン生成と共役するリグニン
分解：深部ガス田から探る新たな微生物機能

・科研費基盤研究（B））：メタン生成アーキアの生物的・
代謝的多様性解明と地下炭素循環の再構築

・科研費（基盤研究（A））：蛇紋岩熱水系深部－無水マン
トル境界における非生物的炭化水素合成に関する実験
的研究

5 ．最近の主な研究成果
Yusuke Miyajima, Michal Jakubowicz, Jolanta Dopier-

alska, Akihiro Kano, RobertG. Jenkins, Zdzislaw 
Belka, Takafumi Hirata. (2023) Discharge timing 
and origin of fluids at methane seeps in the late 
Cretaceous subduction zone of Hokkaido, Japan: 
coupling U-Pb calcite dating with Sr-Nd isotope 
analysis, CHEMICAL GEOLOGY, 632, 20. 121553

Konomi Suda, Sachiko Sakamoto, Akira Iguchi, Hid-
eyuki Tamaki. (2023) Novel quantitative method 
for individual isotopomer of organic acids from 
13C tracer experiment determines carbon flow 
in acetogenesis, TALANTA, 257, 15, 124328
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研究グループ長：保高 徹生
Leader, Geo-Environmental Evaluation Research 
Group: Tetsuo Yasutaka
Phone: 029-849-1545, e-mail: t.yasutaka@aist.go.jp

地圏環境評価研究グループの紹介
Introduction of the Geo-Environmental Evaluation 

Research Group

1．グループの研究方針
本グループでは，「燃料資源や地熱」，「鉱物資源・材料」，

「地圏化学」，「持続可能な開発と環境管理に関する研究」を
推進し，「橋渡し」につながる技術シーズの創出や目的基礎
研究の課題開拓等について戦略的に取り組んでいる．

天然ガス・石油等のエネルギー燃料資源，非金属鉱物資
源・材料，地圏流体・岩石・鉱物や地圏環境汚染等を研究
対象とし，資源の成因解明・開発，地圏環境保全・評価・修
復の研究を推進し，標準化や社会実装に資する研究を進
める．

さらに，産総研第 5 期中長期目標に沿った研究業務とし
て， 2020年から取り組んできた「環境調和型産業技術研究
ラボ」，「土壌汚染等に関する標準化研究」に加えて，新たな
領域融合ラボとして「新型コロナウイルス感染リスク計測
評価研究ラボ」を設立し，社会課題解決に向けた研究に取
り組んでいる．
研究テーマは以下に示す 5 つである．
(1) �燃料資源や地熱エネルギーに関わる地質学的・地化学

的調査研究，
(2) �機能性鉱物資源・材料に関わる化学的・鉱物学的・材

料学的研究
(3) 持続可能な開発と環境管理に関する研究
(4) 土壌汚染等に関する標準化研究
(5) 新型コロナウイルス感染リスク計測評価研究

2．研究活動の概要
(1)  燃料資源や地熱エネルギーに関わる地質学的・地化
学的調査研究

デジタル地熱データベースの整備と AI による地熱シス
テム評価プラットフォームの開発の研究では，異なる分野
の科学情報を統一的に取扱い可能なビッグデータ処理体系
の構築と，高精度な地熱システムの評価手法の整備を目標
とし，ビックデータに取り込むべき情報の検討に協力した．

(2)  機能性鉱物資源・材料に関わる化学的・鉱物学的・
材料学的研究

持続可能な資源循環型社会の構築を目指して，肥料や化
成品製造に不可欠なリン資源を廃棄物から選択的に回収す
る技術開発を行った．未利用リン資源である下水汚泥焼却
灰から陽イオン交換樹脂を使用した抽出法により，夾雑元
素の少ないリン酸水溶液を精製した．

また，地球温暖化対策や省エネルギー技術の開発に資す
る研究として，植物性の残渣を高速分解する技術を基盤と
し，そこから発生する二酸化炭素および無機元素を全量回
収して養液栽培に利用する手法の確立を目的として，低濃
度の二酸化炭素回収に適した吸着材の性能評価と二酸化炭
素回収ユニットの設計を行った．

放射性廃棄物処分場にて遮蔽材として使用予定のベント
ナイト混合土の均質性評価について，民間企業との共同研
究を実施中である．2019年に当グループが中心となってJIS
化したメチレンブルー吸着量の測定方法（JIS Z 2451; 
2019）を，評価手法として利用することを目指す．また，ク
レイナノプレート製品の品質認証制度の構築に向けて所内
連携を実施中である．

(3) 持続可能な開発と環境管理に関する研究
福島第一原子力発電所事故由来の放射性セシウムによる

除去土壌・廃棄物等の県外最終処分に関する研究を推進し
ていた．具体的には，オンラインアンケート調査により県外
最終処分の社会受容性に影響する要素について解析し，論
文として発表した（Shirai et al.(2023)）．また，聞き取り
調査による事故後の環境修復政策における多面的な効果の
整理や（Takada et al. (2023)），事故後の環境影響評価を
整理した（Takada and Schneider (2023)）．

また，休廃止鉱山に関係する研究として，マンガン酸化菌
を用いたパッシブトリートメント技術の開発を進め，現場
実証プラントの設置を実施，休廃止鉱山における遠隔モニ
タリング技術の開発と適用，休廃止鉱山のズリ堆積場にお
けるボーリングコア試料への XRD 分析や XAFS 測定等の
高度分析に基づく溶出メカニズムの解明に関する研究を進
めた．

(4) 土壌汚染等に関する標準化研究
地盤材料の溶出特性を求めるための上向流カラム通水試

験方法の標準化を進め，JIS　A1231として公開された．ま
た，吸着層工法に用いられる吸着材の性能評価方法の標準
化を推進し，JSA の公募に採択された後，JIS 原案作成委員
会を組織し，標準化に関する議論を進めている．

3．グループの研究体制
1）研究グループ員（令和 5年 6月 1日現在）　　　

保高 徹生	 リスク評価
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佐々木 宗建	 資源開発
森本 和也	 粘土鉱物学
最首 花恵	 地球化学
三好 陽子	 粘土鉱物学，無機地球化学
西方 美羽	 無機地球化学
高田 モモ	 リスク評価
小村 悠人	 地下水・微生物
柳澤 教雄	 鉱物学，地球化学
Tum Sereyroith	 特別研究員
土山 紘平	 特別研究員
佐々木 大記	 リサーチアシスタント
高橋 裕太郎	 リサーチアシスタント
中川 達哉	 リサーチアシスタント
川添 唯香	 リサーチアシスタント
寺尾 美咲	 リサーチアシスタント
Louis Carnet	 リサーチアシスタント
勝又 新	 リサーチアシスタント
須摩 令雄	 リサーチアシスタント
松田 裕之	 産学官制度来所者
白井 浩介	 産学官制度来所者
粟谷 しのぶ	 産学官制度来所者
村上 道夫	 産学官制度来所者
加藤 智大	 産学官制度来所者
五十嵐 順子	 テクニカルスタッフ
片山 寛子	 テクニカルスタッフ
金井 裕美子	 テクニカルスタッフ
金子 信行	 テクニカルスタッフ
軽部 京子	 テクニカルスタッフ
肝付 宏実	 テクニカルスタッフ
鈴木 寿一	 テクニカルスタッフ
鈴木 薫	 テクニカルスタッフ
藤井 和美	 テクニカルスタッフ
藤井 新子	 テクニカルスタッフ
藤田 司	 テクニカルスタッフ
黒澤 暁彦	 派遣職員
リヒンキ	 派遣職員
中村 洋行	 派遣職員

4.　最近の主な研究成果
【査読付き論文】
Momo Takada, T. Schneider(2023) Radiation doses 

to non-human species after the Fukushima 
accident and comparison with ICRP’s DCRLs: A 
systematic qualitative review, Radioprotection 
Volume 58, Number 3, July - September 2023

Momo Takada, Yujiro Kuroda, Yumiko Kanai and  
Tetsuo Yasutaka (2023) Impacts of environmen-
tal decontamination on the rebuilding of return-

ees' lives after the Fukushima accident, Journal 
of Radiological Protection, Volume 43, Number 3

Moe Kawashima, Michio Murakami, Tomoyuki 
Kobayashi, Yoshitake Takebayashia, Masaharu 
Tsubokur, Tetsuo Yasutaka, Tomoaki Tamaki 
(2023) Post-traumatic growth caused by the 
Great East Japan Earthquake and response to 
coronavirus disease 2019, International Journal 
o f  D isaster  R isk  Reduct ion Vo lume 95, 
September 2023

Kosuke Shirai, Momo Takada, Michio Murakami, 
Susumu Ohnuma, Kazuo Yamada, Masahiro 
Osako, Tetsuo Yasutaka (2023) Factors 
influencing acceptability of final disposal of 
incinerated ash and decontaminated soil from 
TEPCO's Fukushima Daiichi nuclear power plant 
accident, Journal of Environmental Management 
Volume 345, 1 November 2023

Jun-ichi Takeshita, Michio Murakami, Masashi Kamo, 
Wataru Naito, Tetsuo Yasutaka ＆ Seiya Imoto 
(2023) Quantifying the effect of isolation and 
negative certification on COVID-19 transmission, 
Scientific Reports volume 13, Article number: 
11264

高畑 修，宮口 新治，原田 拓也，桑原 充，宗像 誠也， 
秋山 嘉文，門間 聖子，保高 徹生，小峯 秀雄
（2023）黄鉄鉱を含む新第三紀層砂岩を用いた道路
盛土内部における酸性化機構の推論，地盤工学
ジャーナル，2023年 18巻 2号 p.123-138

Sereyroith Tum, Shinji Matsumoto, Miu Nishikata, 
Tetsuo Yasutaka (2023) Assessment of seasonal 
changes in groundwater quality of waste rock 
dump in temperate continental climate, northern 
Japan, Chemosphere, Volume 327, 2023, 
138482, ISSN 0045-6535

Michio Murakami, Kenkichi Fujii, Wataru Naito, 
Masashi Kamo, Masaaki Kitajima, Tetsuo 
Yasutaka, Seiya Imoto (2023) COVID-19 
infection risk assessment and management at 
the Tokyo 2020 Olympic and Paralympic Games: 
A scoping review,Journal of Infection and Public 
Health,2023,, ISSN 1876-0341

【受賞】
令和 5 年度文部科学大臣表彰（科学技術賞 科学技術振興

部門）「MAss gathering Risk COntrol and 
Communication (MARCO)」受賞者：井元 清哉， 
村上 道夫，保髙 徹生，奥田 知明，藤井 健吉

2022年度 産総研　理事長賞 保高 徹生
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研究グループ長：横田俊之
Leader, Exploration Geophysics Research Group: 
Toshiyuki Yokota
Phone: 029-861-2464, e-mail: yokota-t@aist.go.jp
http://unit.aist.go.jp/georesenv/explogeo/

物理探査研究グループの紹介
Introduction of the Exploration Geophysics 

Research Group

1．グループの研究目的と課題
本研究グループでは，地熱・地中熱，鉱物資源，メタンハ

イドレート，地下水等の地圏資源の調査・研究，放射性廃棄
物地層処分，CO2地中貯留等の地圏環境の利用と保全のた
めの調査・研究，さらに加えて地盤液状化，地滑り，断層 , 
火山等の防災分野等，広範囲な適用対象に対して，地圏の調
査及び分析技術の開発の一環として，物理探査技術の高精
度化を目指し，各種探査法の適用研究を行っている．また，
強靱な国土・防災への貢献のためにサステナブルインフラ
研究ラボに参画し，インフラ関係の社会課題の領域間融合
での解決に積極的に貢献することを心掛けている．2023年
度においては，以下の ７ 項目を中心にした研究を実施して
いる．
➢地圏資源の調査・研究として，
1) �海底熱水鉱床やメタンハイドレート等の探査を念頭に

置いた海域での各種物理探査法や，陸域における AMT
法，強制分極 (IP) 法等による鉱物資源探査等に関する
研究．

2) �地中熱利用における事前評価手法の研究および地熱地
域における広域熱水系把握調査および空中電磁探査の
データ解析に関する基礎的技術開発．

➢また，地圏環境の利用と保全のための調査・研究として，
3) �地層処分場選定における地質環境評価のため，沿岸域モ

デルフィールドにおける ２ 次元および ３ 次元弾性波探
査反射法適用試験の取りまとめ． 

4) �二酸化炭素地中貯留プロジェクトでは，CO2モニタリン
グを前提とした探査手法に関する基礎的研究．

5) �地下水等の浅層地質環境評価のための物理探査・原位
置計測技術の開発．

➢�さらに，地圏の調査及び分析に関する新しい技術開発と
して，

6) �断層評価のための各種物理探査法の適用結果について
の取りまとめ，活動的火山の地下構造解明や物理モニタ
リングに関して，データ取得・解析に関する研究．

7) �インフラ維持管理目的や災害ロボット技術等との連携
のために，NMR法や無人機物理探査技術などの新規物理
探査技術開発を領域間融合研究として行い，民間企業へ
の技術移転やその後の技術の普及を目指した研究連携
活動も積極的に行っている．

2．各研究項目の内容
2.1.　 3次元比抵抗構造の推定精度向上を目的とした

MT法電磁探査に関する技術開発
火山活動，特にカルデラを形成するような大規模噴火に

おいては，火砕流・火砕サージ及び大量の火山灰の降灰が
広範囲に及び，人命だけでなく社会インフラにも大きなダ
メージを与える可能性があり，重要インフラ施設の稼働期
間内に近隣の火山で大規模噴火が発生する可能性の有無や
想定被害に関する評価が求められている．そのためには，マ
グマだまりの位置・規模等を正確に把握する必要があり，
メルトや熱水の多寡に敏感な物理量である比抵抗の空間分
布は，火山活動の現状把握に重要な制約を与えることが期
待されている．

本研究グループでは，北海道電力（株）の泊発電所におけ
る火山影響評価の一環として，「洞爺カルデラの地下構造探
査に関する研究」を株式会社阪神コンサルタンツと共同で
実施した．本研究では，洞爺カルデラ・有珠火山を中心とし
た地域を例に，3 次元比抵抗構造の推定精度の向上を目的
として MT（Magnetotellurics）法に基づく技術開発・適
用を進めてきた．調査対象の洞爺カルデラ地域は，淡水湖域

（洞爺湖）や浅海域（内浦湾）が存在するため，通常の陸上
観測のみでは観測点を均等かつ稠密に配置することが困難
であり，比抵抗構造の推定精度に問題が生じる可能性が
ある．

 

本研究では探査装置を陸上のみならず淡水湖底・浅海底
での観測に最適化することで，設置条件の異なる ３ 領域に
またがって観測することに世界で初めて成功した（図 1 ）
他，３ 領域で得られた MT データを用いた ３ 次元構造解
析を実施し，洞爺カルデラ・有珠火山地域の火山活動評価
に十分資する比抵抗イメージングに成功した（図 2 ）．洞爺

図 1　洞爺湖周辺における，広帯域 MT 法電磁
探査の ３領域（陸上・淡水湖底・浅海底）展開
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カルデラの他にも，淡水湖を持つカルデラ火山や海に迫っ
ている火山は国内外に多数存在しており，設置環境に依存
しない広帯域 MT 法電磁探査及び構造解析技術のさらなる
適用が期待される． 

2.2.　 牽引型高周波交流電気探査による詳細浅部比抵
抗構造検出に関する研究

高周波交流電気探査は，水道の腐食性土壌調査を念頭に
開発された測定方式で，舗装路面上からの調査が可能なの
で都市域における調査に適している．他にも，土木調査や堤
防調査に適用可能であり，将来的にはインフラのデジタル
設計につながる，詳細な 3 次元地質構造データの提供が期
待できる．本研究では，広域を簡易かつ低コストで計測でき
る無人地上車両（UGV）を用いた牽引型の高周波交流電気
探査装置の開発を進めている．牽引型の高周波交流電気探
査装置は，送信器と複数の受信器を相互接続配置し，それら
を牽引して測定を行うが，電極の位置関係が固定されてい
るため通常では，電極隔離係数が奇数もしくは偶数のどち
らか一方のデータしか取得できず，浅部の分解能の低下に
つながる．この問題を解決するため，高周波交流電気探査技
術を技術移転した民間企業と共同研究を行い，送信電極を
切り替える方式（図 3 ）と，複数の送信器からの同時に送
信する方式の，2 つの方式の研究を進めた．送信電極を切り

替える方式は，一時停止を行い電極の切り替えを行うため
時間がかかるものの，実用的な運用ができることが明らか
になった．同時送信方式では，電極の切り替えが不要なた
め，連続的な測定が可能であるが，データの集約に無線送信
を行う点でデータのリアルタイム送受信に問題があること
が判明したため，現在更なるシステムの改良を行っている
ところである． 

2.3.　 河川堤防における無人地上車両を用いた牽引型
電磁探査実験

河川堤防の健全性を評価するために，堤防土質構成の把
握が求められる．その目的で，電気探査が良く用いられて
きたが，河川堤防を傷つけたくないこと，長大な構造物で
あることから，非破壊で効率的な調査が求められている．
無人地上車両（UGV）を用いた牽引型の電磁探査は，電磁
探査装置を手で持ち運びながら測定する従来法よりも，簡
便かつ効率的に調査できると期待されている．また，地表
面を傷つけない非破壊の調査手法であるため，河川堤防の
調査に適している．そこで本研究では，茨城県古河市を流
れる西仁連川の堤防約 2 km の測線において， 1 つの送信
コイルと 3 つの受信コイルからなる電磁探査装置 CMD 
Explorer (GF Instruments) を用いて，UGV を用いて時速
2–3 km で牽引させながら測定を行った（図 4 ）．コイル
面の地表面に対する向きを変更した 2 つのモードで測定
することで，探査深度の異なる 6 つのデータを取得した．

取得されたデータを 1 次元解析することにより，図 5
に示す比抵抗構造を得ることができた．図 5 を見ると，
表層は高比抵抗で，深部が低比抵抗という傾向が見て取れ
る．このことから，堤体盛土は高比抵抗，自然地盤は低比
抵抗の傾向があり，自然地盤内での比抵抗変化は，砂質・
粘土質等の土質の違いを反映していることが示唆された． 

3．グループの体制
3.1.　人員体制（2023.10.1現在）

以下の14人体制で研究を実施している．
横田 俊之	 （グループ長）
神宮司 元治	（主任研究員）
浅田 美穂	 （主任研究員）
小森 省吾	 （主任研究員）
梅澤 良介	 （研究員）
児玉 匡史	 （研究員）
高倉 伸一	 （招聘研究員）
上田 匠	 （客員研究員）
松島 潤	 （客員研究員）
篠原 純弥	 （リサーチアシスタント）
上村 建人	 （リサーチアシスタント）
渡部 蒼	 （リサーチアシスタント）
山口 和雄	 （テクニカルスタッフ）
木村 夕子	 （テクニカルスタッフ）

図 2　�3領域展開データの逆解析による，洞爺湖周辺 ３次元比抵
抗イメージング結果．

図 3　�複数送信器を用いた，高周波交流電気探査（送信電極切り
替え方式）の様子．
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部門内では，地下水研究グループ，CO2地中貯留研究グ
ループ，鉱物資源研究グループ，燃料資源地質研究グループ
等，産総研内では，再生可能エネルギー研究センター，活断
層・火山研究部門，地質情報研究部門，知能システム研究部
門等と，さらに，国立研究開発法人農業・食品産業技術総合
研究機構，独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構
等と連携して研究を推進している．

3.2.　研究予算
研究予算としては，産総研運営費交付金に加えて，以下の

ような公的外部予算プロジェクトに従事している． 
· �令和 4 年度国内石油天然ガスに係る地質調査・メタンハ

イドレートの研究開発等事業（メタンハイドレートの研
究開発）（資源エネルギー庁）

· �令和 4 年度鉱物資源開発の推進のための探査等事業（資
源開発可能性調査）（資源エネルギー庁）

· �安全な CCS 実施のための CO2貯留技術の研究開発に係る
再委託 ( 二酸化炭素地中貯留技術研究組合 ) 等々．

また，民間企業とも積極的に共同研究を実施し，ニーズの把
握と成果の橋渡しの促進に努めている．

4．最近の主な研究成果
Nakashima, Y. (2023) Development of a Single-Sided 

Magnetic Resonance Surface Scanner: Towards 
Non-Destructive Quantification of Moisture in 
Slaked Lime Plaster for Maintenance and 
Remediation of Heritage Architecture. Journal of 

Nondestructive Evaluation, 42, 90.    
https://doi.org/10.1007/s10921-023-00998-y

Kodama, M., Yokota, T., Matsushima J., Tanaka, 
H.K.M., Kin, T., Okamoto, N., and Shiba, H. 
(2023) Anomaly detectability in multidimensional 
muon tomography under a trade-off relationship 
between anomaly size, density contrast, and 
exposure time. Journal of Applied Geophysics, 
209, 104920.   
https://doi.org/10.1016/j.jappgeo.2022.104920

Asada, M., Satoh, M., Tanahashi, M., Yokota, T., and 
Goto, S. (2022) Visual ization of shal low 
subseafloor fluid migration in a shallow gas 
hydrate field using high-resolution acoustic 
mapping and ground-truthing and their 
implications on the formation process: a case 
study of the Sakata Knoll on the eastern  
margin of the Sea of Japan, Marine Geophysical 
Research, 43, 34.    
https://doi.org/10.1007/s11001-022-09495-9

Yoshihara, N., Matsumoto, S., Umezawa, R. Machida, 
I. (2022) Catchment-scale impacts of shallow 
landslides on stream water chemistry, Science of 
The Total Environment, 825, 153970.    
https://doi.org/10.1016/j.scitotenv.2022.153970
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研究グループ長：徂徠 正夫
Leader, CO2 Geological Storage Research Group: 
Masao Sorai
Phone 029-861-3531, e-mail: m.sorai@aist.go.jp

CO2 地中貯留研究グループの紹介
Introduction of the CO2 Geological Storage 

Research Group

1．グループの研究目的
CO2地中貯留は，産総研第 5 期中期計画の「産業競争力の

強化に向けて各領域で重点的に取り組む研究開発」に含ま
れる「産業利用に資する地圏の評価」，ならびに令和 5 年度
地圏資源環境研究部門ポリシーステートメントにおいて，
それぞれ重要課題の一つとして位置づけられており，一層
の研究開発の促進が求められている．このような状況に鑑
み，当グループでは，CO2地中貯留全般に資する研究開発を
全面的に推進している．加えて，ゼロエミッション国際共同
研究センターの環境・社会評価研究チームにも兼務の形で
参画し，第 5 期の全所的な重点推進課題である「温室効果
ガス大幅削減のための基盤技術開発」に対して CCUS や鉱
物化の観点から課題解決に尽力している．一方，地圏流体の
挙動解析，挙動予測のためのシミュレーション技術，モニタ
リング技術，屋内外での実験技術等は，資源の安定供給に貢
献する地熱資源開発など CO2地中貯留以外の分野において
も必要な技術であり，地圏環境の利用と保全の観点から社
会のニーズにあった研究を進めている．

2． 安全な CCS実施のための CO2貯留技術の研究
開発

安全かつ大規模・効率的な CO2地中貯留技術の実現に向
け，我が国の貯留層に適した実用化規模（100万トン / 年）
での CO2地中貯留技術を開発するとともに，CCS の社会受
容性の獲得を志向した研究開発を行うために，平成28年 4
月に，二酸化炭素地中貯留技術研究組合（令和 5 年10月現
在，産総研を含む 2 機関と民間企業 9 社）を設立した．この
中で当グループは，貯留した CO2の低コストでのモニタリ
ング技術や，水理－力学連成解析技術，地化学反応速度測定
技術など，産総研が独自に有する優位性のあるコア技術を
基にプロジェクトを推進している．

2.1.　自然電位による漏洩リスク検知技術の開発
CO2圧入サイトでは，漏洩可能性を早期に検知し対策を

取る必要がある．そのためには低コストかつ簡便な地表か
らの連続モニタリングシステムが求められる．本課題では，
最も漏洩リスクの高い坑井近傍における CO2の賦存状況を
地表から監視するため，自然電位（SP）法を用いたモニタ
リングシステムを開発し，有効性を検証する．苫小牧サイト
を初めとして，我が国では主に海底下の貯留層への CO2地
中貯留が想定されていることから，特に沿岸域における SP

データ取得・解析技術の開発を目的とする．
具体的には，CO2圧入サイトにおける SP の連続データを

取得し，各環境下における課題を抽出しその対処方法の検
討を行う．また，限られた観測期間を補完するため，室内実
験や数値シミュレーションを行い SP 変化に係るパラメー
タ依存性の解明および長期挙動の推定を行う．

本年度は，前年度開始した北海道苫小牧市における CCS
大規模実証試験の圧入井・観測井を利用した SP 連続観測
を引き続き実施するとともに，オフセット電位を把握する
目的でSPの地表分布を測定し，データ解析・運用課題の検
討を行った．また，新潟水溶性ガス田におけるCO2溶解水圧
入試験に先立ち，検知システムの仕様を策定した上で新潟
サイトへ設置し，現場でのベースライン測定を開始した．ま
た，鉄棒を挿入した水槽内に CO2溶解水を流通させ坑井を
模擬した金属棒および周辺の電位変化を評価する室内実験
を行った（図 1 ）．数値シミュレーションでは新潟 CO2溶解
水圧入試験を模擬し（図 2 ），電位の変化とマッチングパラ
メータの検討を行った．

2.2.　断層安定性ジオメカニクス解析
豪州 Perth 近傍の CO2圧入現場サイトの深部地層におい

て，光ファイバー等による断層安定性監視実証試験が計画
されている．本研究は，当該試験で取得される現場データを

図 1　模擬実験による金属棒の電位変化

図 2　CO2溶解水圧入停止時の CO2濃度分布
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解析するためのジオメカニクスモデリングを検討し，断層
安定性の監視・健全性評価を行うことを目的としている．

本年度は，既存の文献データから母岩や断層ゾーンにお
ける応力状態に関連する岩石力学的パラメータを取り上
げ，現場サイトのモデル（ベースモデル）として完成させ
た．一方で，本モデリングの高度化に不可欠な室内実験パラ
メータを取得するため，断層ゾーンのモデル化に関連する
摩擦・透水の室内実験を実施した（図 3 ）．ここでは，頁岩
の模擬断層面における摩擦と透水特性，ならびにAE発生そ
れぞれの関係性を調べ，摩擦構成則の導出や，AE 波形から
き裂の種類を推定した．

 
3．地熱条件下での CO2流動反応連成挙動の検討

高温貯留層に CO2を圧入して地熱発電を行うと同時に，
CO2の一部を地熱貯留層中で炭酸塩鉱物として固定するこ
とを意図した，JOGMEC 事業「カーボンリサイクル CO2地
熱発電技術」が令和 3 年 7 月より開始した．本プロジェク
トは地熱発電を主眼としているが，CCS の一つの形態とし
て捉えることもでき，当グループでは高温下での CO2の挙
動に焦点を当てた研究に取り組んでいる．

3.1.　流通試験による貯留層水理特性変化の検証
流通試験による貯留層水理特性変化の検証では，本年度

はまず，CO2圧入前の貯留層水理特性の予備検討として，高
温水のみが流通する際に地化学反応が浸透率に及ぼす影響
を評価した．流通試験を実施するにあたって，前年度に作製
した高温水流通試験装置の操作手順と方法を確立した．次
に，貯留層の模擬岩石として北海道利尻島玄武岩コアを用
いて，250℃で高温水のみを流す流通試験を実施した．その
結果，当該試料が4×10−20m2の浸透率を持つことが判明し
たが，約25日の実験中，浸透率には顕著な変化が見られず，
高温水のみの流通時は地化学反応が浸透率に及ぼす影響は
小さいことが確認された．また，余熱混合器とCO2圧入機構
を流通試験装置に増設し，超臨界 CO2や CO2溶解水を流す
高温超臨界 CO2流通試験装置として完成させた（図 4 ）．増
設部分は300℃，22MPaで良好に動作することを確認した．

3.2.　分子動力学計算による界面相互作用の解析
CO2- 水 - 石英・炭酸塩鉱物三相界面系の分子動力学シ

ミュレーションを行い，濡れ性の温度依存性を評価した．ま
た，昨年度の CO2- 水二相系の計算条件を拡張して，幅広い
温度・圧力・塩濃度条件で界面張力を計算した．三相界面
系の計算では，いずれの鉱物表面・温度でも水濡れである
という結果が得られた．200℃を超えると接触角の値の不
確実性が大きくなる点には留意する必要がある．CO2- 水二
相系については，幅広い貯留層条件に対応した計算データ
を揃えた（図 5 ）．塩濃度に対して界面張力は線形に増加し，
先行研究で提案されている実験式が200℃まで適用可能で
あることが示された．しかしながら，3mol/kg 以上の高塩
濃度領域については定性的な予測にとどまる．これらの二
相系と三相系の計算結果をもとに，界面張力と接触角の値
からγcosθの値を推定した．cosθの値は温度増加に伴ってや
や増加する傾向があるものの，γの減少幅が大きいために，
300℃では40℃に比べてγcosθが60% 程度減少し，毛管圧
力の大幅な低下を示す結果が得られた．

3.3． ナチュラルアナログからの炭酸塩鉱物反応メカニ
ズムの検討

昨年度に続き，北海道ウトロ温泉において，岩石溶解－炭
酸塩鉱物沈殿を再現するための現場流通反応試験を行っ
た．各種岩石の粉砕試料の下流側に炭酸塩鉱物を設置した
結果，玄武岩の存在により，CO2を付加しない条件下ではカ

図 3　頁岩の変位に対する摩擦係数 (μ) と浸透率 (k) の関係

図 4　�高温超臨界 CO2流通試験装置の模式図（赤色ハッチ部分
が本年度増設箇所）

図 5　CO2- 水二相系の界面張力
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ルサイトの成長速度が大幅に増加する一方，CO2を付加す
ると溶解速度が低下する様子が確認された．本年度は，高温
環境下での高精度の炭酸塩反応速度データを取得すること
を目的として，伊豆半島に位置する高温泉において炭酸塩
鉱物の成長実験も行い，過飽和度の異なる条件下での成長
速度の測定に成功した．さらに，地熱系に一般的な熱水変質
鉱物の概要の整理と，代表例としての八丈島地熱地域に産
する脈鉱物を含む変質鉱物の文献調査を実施し，その産状
について熱力学的な解釈を行った． 

4．風化促進に係る研究開発
玄武岩等の苦鉄質岩を粉砕して地上に散布し，大気中の

CO2との反応により鉱物化させることで CO2削減を図る風
化促進に関して，NEDO ムーンショット型研究開発事業

「LCA／TEA の評価基盤構築による風化促進システムの研
究開発」が令和 4 年10月より開始した．本プロジェクトは
ゼロエミッション国際共同研究センター主導で他領域や他
部門と連携して取り組んでいるが，当グループは，⾵化促進
⽤岩⽯選定に資する苦鉄質岩データベースの構築，ならび
に CO2の炭酸塩化速度および固定量の定量化技術開発の観
点で中核的な役割を担っている．

4.1.　 風化促進用岩石選定に資する苦鉄質岩データ
ベースの構築

国内の玄武岩産地の中から，活動時期，化学組成および産
状の異なる玄武岩質噴出物が採取可能な地域を抽出し，地
質調査と岩石採取を行った．本年度は，活動時期が 3 百万年
前から現世に相当する1)兵庫県神鍋地域の玄武岩単成火山
群，および2) 沖縄県久米島の宇江城層の火山岩類，の 2 地
域を対象とし，溶岩やスコリア質降下火砕物試料を採取し
た．採取した試料について，全岩化学組成分析，薄片観察に
よる鉱物組成（モード）分析，粉末 X 線回折による鉱物種
同定，活動時期を明らかにするための40Ar/39Ar年代測定，水
銀圧入法による空隙率測定等を進めている．

4.2.　 CO2の炭酸塩化速度および固定量評価技術の 
開発

事業所屋上において，国内外で初となる定点での岩石風
化実験を開始した．ここでは，粒径 1 ～2mm に粉砕した各
種玄武岩，橄欖岩，蛇紋岩に加えて，試薬の MgO を併せた
合計 9 種類の岩石を選定した．岩石試料は所定期間ごと，溶
液試料は降雨のたびに回収・分析することで，気温，湿度，
降水量等の気象データと照合しつつ，CO2の炭酸塩化速度
や固定量の評価を行う計画である．実験開始後 3 ヵ月の段
階では明瞭な炭酸塩化は確認されていないが，一度の降雨
に曝露しただけでも岩石からイオンが溶脱することが明ら
かとなった．雨水と比較した pH の最大増加幅は，MgO：
2.7，蛇紋岩：1.6，玄武岩：0.7となったが，このような pH
の差は，岩石種により溶脱速度，すなわち炭酸塩化速度に大

きな違いがあることを示唆している．

5．その他の研究グループの活動
上述のプロジェクトに加えて，CO2地中貯留ならびに地熱

関連での技術コンサルティングおよび民間共同研究等を実
施している．また，内閣府戦略的イノベーション創造プログ
ラム第 3 期課題「海洋安全保障プラットフォームの構築」
におけるサブ課題「海洋玄武岩層を活用した大規模 CO ₂貯
留・固定化技術に関する基礎調査研究」について，フィー
ジビリティスタディに参画し，研究開発課題設定に資する
情報および知見を取得した．

一方，当グループは令和 2 年 1 月に創設されたゼロエ
ミッション国際共同研究センターにも所属し，特に同セン
ター主導の融合領域研究「ゼロエミッション国際融合研究
プロジェクト」の中の「ネガティブエミッション技術の開
発」の一環として，「次世代大規模 CCS に向けた玄武岩の
適用性評価」について，地質領域他部門と連携して取り組
んでいる． 

6．グループの研究体制
CO2地中貯留研究グループは，以下の体制で研究を実施

している．
徂徠 正夫	 （研究グループ長）
藤井 孝志
加野 友紀
後藤 宏樹
西山 直毅
堀川 卓哉
志賀 正茂	 （産総研特別研究員）
西木 悠人	 （産総研特別研究員）
池田 博	 （産学官制度来所者）
上原 真一	 （産学官制度来所者）

7．最近の主な研究成果（2020年以降）
Goto, H., Sugihara, M., Ikeda, H. and Ishido, T. (2020) 

Laboratory test of a superconducting gravimeter 
without a cryogenic refrigerator: implications for 
noise surveys in geothermal fields, Explor. 
Geophys., 51, 494-505.

Goto, H., Ishido, T. and Sorai, M. (2020) Numerical 
study of reservoir permeability effects on gravity 
changes associated with CO2 geological storage: 
implications for gravimetric monitoring feasibility, 
Greenh. Gases, 10, 557-566.

Shiga, M., Aichi, M., Sorai, M. (2020) Quantitative 
investigation on the contributing factors to the 
contact angle of the CO2/H2O/muscovite systems 
us ing the Frumkin-Der jagu in equat ion, 
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地圏環境リスク研究グループの紹介
Introduction of the Geo-Environmental Risk 

Research Group

1．グループの研究目的
地圏環境においては，我々人間活動に伴い，重金属類や揮

発性有機化合物など様々の汚染問題が発生している．近年
では，マイクロプラスチックや PFOS・PFAS による汚染問
題など有害物質が多岐にわたっており，汚染物質の輸送経
路や環境中での蓄積性について新たに解明すべき課題が顕
在化している．

一般的に，土壌・地下水汚染など地圏環境における化学
物質の挙動は目に見えるものではなく，土壌への吸脱着，自
然触媒機能や微生物による分解，雨水涵養による希釈など
様々な現象が複合的に作用しながら変動しているため，そ
れらの現象を定量的に把握することが重要となる．また，そ
れら化学物質は土壌から地下水，河川，海あるいは農作物な
ど移行することにより，生態系やヒトと関わり合いを持つ
こととなるため，ヒトや生態系への影響を定量的に評価す
ることも必須である．さらに，自然由来重金属類の汚染問題
については，地域ごとのバックグラウンド情報に関する知
見を蓄積していく必要がある．

当グループでは，
① 地圏環境リスクの研究
② 環境調和型汚染土壌対策・浄化技術の開発
③ 土壌汚染にかかわる基盤情報の整備と公開
の 3 つの研究課題を柱に，各種調査・研究活動を実施して
いる．

2．各研究項目の概要
2022年度，地圏環境リスク研究グループは以下の研究を

実施しており，その研究成果については学術誌や学会発表
などで公表している．また，主要研究課題については，グ
ループのホームページに掲載しており，下記 URL：https://
unit.aist.go.jp/georesenv/georisk/japanese/home/
index.html
または，ネットの検索エンジンを利用し，「地圏環境リスク
研究グループ」名をキーワードとして検索することが可能
である．

2.1.　地圏環境リスクの研究
2.1.1.　土壌・地下水中における有害物質の移動挙動

土壌・地下水中における有害物質の挙動予測には，移流
分散方程式をはじめとする種々の物質輸送モデルが利用さ
れる．モデルに含まれるパラメーターは，カラム通水試験等

の破過曲線を用いてモデルを逆解析することにより特定さ
れる．しかし，複数のパラメーターセットによって破過曲線
が同様に再現されることが報告されており，これは等結果
性の問題と呼ばれる．多孔媒体中の溶質輸送モデルを対象
に，一般化尤度不確実性推定法を用いて等結果性の問題が
生じるパラメーターの範囲や組み合わせを調査した．その
結果，破過曲線の形状に同様の変化をもたらすパラメー
ターを同時に推定した場合などにおいて等結果性が示さ
れ，逆解析によるパラメーター推定の不確実性が高まるこ
とが確認された．

2.1.2.　土壌中マイクロプラスチック (MPs)の分散・
凝集性の評価と新規検出手法の開発

土壌中での MPs の分散／凝集性は土壌間隙水の pH や土
壌粒子の影響を受けて変化すると予測される．そこで，レー
ザ回折式粒子径分布測定装置で測定し，MPs および土粒子
の見かけの粒径分布を解析し，MPs 粒子同士や MPs 粒子の
土粒子への凝集による粒径の変化をとらえることに成功し
た．また，MPs と土粒子のゼータ電位の測定を行うことで，
土壌中の pH の違いによる MPs の分散／凝集メカニズムは
MPs や土粒子のゼータ電位の影響を受けていることを明ら
かにした .

2.1.3.　持続的な地中熱利用の長期運用を目指した地
下熱・地下水環境影響評価

近年，注目されている地中熱利用において，その持続的な
利用と発展が強く望まれているが，詳細なモニタリングに
基づく原位置での観測事例に乏しく，その運用に伴う地下
環境への影響は，十分に明らかにされていない．特に地中熱
利用ヒートポンプシステムの稼働が地下温度と地下水質に
及ぼす影響を定量的に評価すると同時に，温度変化が地下
水質変化を引き起こすメカニズムの解明を試みた．計 2 年
間ほど，通常の稼働条件に近い冷暖房運転を行った結果，シ
ステムの熱源となる地中熱交換器から最も近い，水平距離
で1 m の地点において，最大 2 ～ 3℃程度の温度上昇なら
びに温度低下が認められた．これらの温度変化による地下
水質への影響は，特になかったことが示唆された．

2.1.4.　氾濫原堆積物中の自然由来重金属類の由来探
査手法の開発

昨今の異常気象により，経験のない集中豪雨や土砂災害
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のリスクが高まっており，災害土砂に含まれる自然由来重
金属類の存在が迅速な復興の妨げとなる事例が相次いでい
る．そこで，氾濫原堆積物中の有害金属類の由来解析手法の
開発を目的とし，四国地域の特定流域における土砂移行解
析を実施した．その結果，解析対象とした，ヒ素，クロム，銅
のうち，下流域への運搬が顕著でなかったクロムに関して，
運搬量と土壌成分濃度分布が良い相関を示した．一方，銅，
ヒ素に関しては下流域の不一致が顕著となり，移動距離，傾
斜角，平均雨量等の影響因子による差が大きいことが明ら
かり，さらなる解析手法の開発を進めている．

2.2.　環境調和型土壌汚染対策・浄化技術の開発
2.2.1.　Mg系及びCa系吸着材による汚染水からのヒ
素除去およびヒ素 -フッ素土壌時除去

ヒ素吸着材として Mg 系吸着材及び Ca 系吸着材がしば
しば利用されるが，それぞれ長所と短所がある．そこで，複
数の種類の異なる吸着材を併用使用することによって相乗
効果が得られる可能性がある．Mg 及び Ca の酸化物，水酸
化物及び炭酸塩を系統的にそれぞれ組み合わせヒ素除去試
験を実施した結果，MgCO3を CaO または Ca(OH)2と組わ
せたとき，ヒ素除去率が大幅に向上するとともに，吸着材母
材成分（Mg 成分及び Ca 成分）の溶出を大幅に低下させる
ことができることが見出された．

さらに，Mg 系吸着材によるヒ素 - フッ素同時除去試験を
実施し，その結果について検討した．ヒ素の価数に拘わら
ず，ヒ素及びフッ素ともに除去性能（吸着性能）は MgCO3

＜Mg(OH)2＜MgO であった．

2.2.2.　鉄鋼スラグを中心としたアルカリ系再生資材
による酸性廃水・酸性土壌の中和処理と環境影響評価

酸性鉱山・温泉廃水や酸性土壌の中和には，石灰石（炭
酸カルシウムが主成分）などの天然資材が広く用いられて
きたが，近年，廃棄物・再生資材などの代替資材が求められ
ている．鉄鋼スラグは鉄鋼産業で大量に生成され，強アルカ
リ性を示すことから，酸性廃水や酸性土壌の中和に有効で
ある可能性が高い．そこで，強酸性の温泉廃水，また，pH4.8
～5.5程度の酸性土壌（ 3 種類）に対し，鉄鋼スラグを中心
としたアルカリ系再生資材，コントロールとしての炭酸カ
ルシウムなどを活用し，室内中和試験を行った．その結果，
酸性廃水・酸性土壌ともに，特に鉄鋼スラグの中和性能は
炭酸カルシウムと同程度であり，鉄鋼スラグが炭酸カルシ
ウムの代替となる可能性が示唆された（酸性土壌の結果は，
右記の図 1 を参照）．

2.2.3.　鉄鋼スラグを中心した低コスト再生資材によ
る土壌・地質中の自然由来重金属類不溶化技術の開発

自然由来重金属類の現位置不溶化処理技術として，廃棄
物や廃棄物をベースとした低コスト再生資材を用いた手法
の開発を実施した．今年度は，自然由来の重金属類（計12種

類）を高濃度に含むことが予想された土壌・地質試料を採
取し，それらの溶出試験結果を基づき，ヒ素と鉛，カドミウ
ムなどを含む土壌・ 地質，2 種類について不溶化試験を
行った．本研究で対象とした廃棄物・再生資材のうち，特に
再生コンクリートについては，いずれの土壌・地質，どの重
金属類に対しても，その添加により，極めて大きく溶出量が
減少する傾向が認められた．鉛の不溶化率は80% 以上，ま
た，カドミウムのそれも100%と，高い不溶化効果が得られ
ることを明らかにした．

2.2.4.　有機塩素化合物による汚染土の微生物浄化技
術の開発

 発がん性の有機塩素化合物による土壌・地下水汚染を微
生物により浄化するための研究を行った．昨年度までの研
究で浄化期間の短縮化には二価鉄とメタン菌の共存が重要
であることを明らかとしていたが，今年度は先の研究の実
用化に向けた試験をおこなった．浄化試験による二価鉄濃
度の最適化と次世代シーケンサーによる遺伝子解析で二価
鉄添加が微生物叢の点から環境影響の低い浄化手法である
ことを確認した．また，微生物による汚染浄化の研究は地下
水や栄養培地など溶液中で行われるものがほとんどである
が，実際の汚染現場では土壌粒子が存在する．そのため，土
壌が存在する条件下での浄化試験や有機物による土壌粒子
からの汚染物質の溶出促進効果の検討を行った．土壌粒子
存在下において，特定の有機物により浄化が促進すること
を見出した．さらに微生物RNAに基づく遺伝子解析を行い，
浄化が促進したいずれの条件においてもDehalococcoides
が脱塩素化を担う主要な微生物であることを確認した．

図 1　種類の酸性土壌を中和（pH 7 とする）するために必要
な各中和剤の添加量（土壌に対する添加率（%）で表記）．

（Nagasinghe et al., 2023 より引用）
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2.2.5.　ジエン系合成ゴムの分解性評価
環境中のマイクロプラスチックの排出源として，車の走

行で発生するタイヤ摩耗物の占める割合は多く，環境中で
の分解性と分解過程で発生する有害物質の有無の解明が求
められている．本年度は，タイヤ原料として用いられており，
天然ゴムよりも分解性に劣るジエン系合成ゴムに着目し，
合成手法の違いによる各種ゴム成分の分解性を実施した．
同じ材料からなる合成ゴムでも，重合法の違いによって分
解速度が大きく異なることが明らかになった．また，環境中
に放出される水溶性の分解生成物を LC-MS で検証を行い，
ヒトへの健康影響を指標とした安全性評価を実施した．そ
の結果，道路周辺での発生しうる副生成物について更なる
検討が必要であることが確認された．

2.3.　表層土壌評価基本図の整備
表層土壌は農業や生活環境に与える影響が大きく，表層

土壌における鉛やヒ素及びカドミウム等に代表される重金
属類の含有量や溶出量，そして調査地域の産業構造と地域
住民のライフスタイルを考慮したリスクを定量的に評価す
ることは，土地の有効利用や産業用地の立地リスク診断，自
然起源と人為起源汚染の判別，また自治体等におけるリス
クコミュニケーション等に非常に有用である．当研究グルー
プでは，わが国を対象として表層土壌中の重金属類などの
分布特性や重金属類のヒトへの健康リスクを評価した表層
土壌評価基本図の整備を実施している．2022年度は，地方
単位に出版を開始した四国地方に引き続き，九州地方を出
版し，プレス発表を行った（図 2 ）．

3．グループの研究体制
地圏環境リスク研究グループは，以下の体制で研究を実

施している．
研 究 ス タ ッ フ：�原 淳子（グループ長） 

杉田 創 
井本 由香利 
斎藤 健志 
土田 恭平 
吉川 美穂（育児休暇中）

名誉リサーチャー：駒井 武
客 員 研 究 員：川邉 能成
テクニカルスタッフ：�小熊 輝美 

花田 順子 
野島 彩友美 
深井 沙英子

リサーチアシスタント：工藤 優津樹

4．主な研究資金
産総研「運営交付金」のほか，複数の「受託研究」，「共同

研究」および「科研費・補助金・助成金」などで実施して
いる．

5．2022年度の主な研究成果
Hajime Sugita, Terumi Oguma, Junko Hara, Ming 

Zhang, Yoshishige Kawabe (2023) Removal of 
Arsenate f rom Contaminated Water v ia 
Combined Addition of Magnesium-Based and 

図 2　�九州・沖縄地方におけるヒ素，鉛，クロムのヒトの健康に
対するリスク評価図（原ら，2023より引用）
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Calcium-Based Adsorbents Sustainability, Vol.15, 
No. 5, 4689.   
 https://doi.org/10.3390/su15054689

Junko Hara and Yoshish ige Kawabe (2023) 
Geochemical characteristics and risk assessment 
of minor elements in subsurface soils of 
abandoned mine-rich Shikoku region, Japan. 
Journal of Soils and Sediments. 23, 718-730.  
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Naoki Watanabe and Yoshishige Kawabe (2022), 
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https://doi.org/10.2355/

Hajime　Sugita,　Terumi Oguma, Junko Hara, Ming 
Zhang and Yoshishige Kawabe (2022) Effects of 
Silicic Acid on Leaching Behavior of Arsenic from 
Spent Magnesium-Based Adsorbents Containing 
Arsenite， Sustainability，14，4236.   
https://doi.org/10.3390/su14074236
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Junko Hara and Yoshish ige Kawabe (2023) 
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研究グループ長：坂本 靖英
Leader， Geo-Mechanics Research Group:  
Yasuhide Sakamoto
Phone 029-861-3101， e-mail: sakamoto-yasuhide@
aist.go.jp

地圏メカニクス研究グループの紹介
Introduction of the Geo-Mechanics Research 

Group

1．グループの研究目的
当グループでは，マルチスケール（コアスケールからテ

クトニックススケール）・マルチ分野（資源・環境・地震）・
マルチアプローチ（実験岩石力学，地球物理学，構造地質学，
数値計算）を包括・融合した地圏メカニクスに関する基礎
研究と応用技術開発を推進する．具体的には，1)　超臨界地
熱開発・CO2地中貯留のための誘発地震予測・制御技術開
発において，原位置条件下での岩石実験を通じた断層再活
動と誘発地震発生のメカニズムの解明，2) 掘削技術の発展
を目的として，室内試験によるビット性能評価および掘削
条件最適化のためのモデルの高度化，3) 沈み込み帯におけ
る水理学的モデルの発展による誘発地震予測モデル構築へ
の展開や，誘発地震の事例研究を通じたジオメカニクスモ
デリングの最適化，さらにこれらの研究開発を通じ，4)　地
下開発・利用技術の最適化と安全性評価に関わる新たな技
術シーズの創出や，技術の社会実装への展開を念頭に置き，
岩石の力学挙動の解析や物性評価に対する当グループの基
盤技術の強化の 4 点を具体的なミッションとする．これら
のミッションの下，高度化・多様化する社会のニーズに的
確に応えるべく，地下資源の安定供給や地圏環境の継続的
利用と保全或いはリスク低減のための研究を積極的に展開
し，安心・安全な社会の実現に貢献することを目指す．ま
た，国内外での研究機関や民間企業との共同研究を積極的
に推進することで，当グループの研究成果や技術を社会に
還元する．

2．グループの特徴
当研究グループのメンバーは，岩石力学，掘削工学，岩盤

工学，構造地質学，地震学などの専門家であり，上記のマル
チスケール・マルチ分野・マルチアプローチを包括・融合
して研究開発に取り組んでいる．研究対象は環境評価・災
害低減・環境回復を含め多岐にわたる．研究内容も基礎研
究から応用研究までと幅広く，予算は科研費，官民委託費，
技術コンサルティング等にまたがっている．

2.1.　グループの研究体制
地圏メカニクス研究グループは，以下の体制で研究を実

施している．
坂本 靖英	 （研究グループ長）
雷 興林	 （上級主任研究員）
及川 寧己	 （主任研究員）

竹原 孝	 （主任研究員）
宮崎 晋行	 （主任研究員）
北村 真奈美	（研究員）
金木 俊也	 （研究員）
KIM Garam	（リサーチアシスタント）

2.2.　研究予算
· 地圏メカニクスの研究（運営費交付金）
· �水が関連する誘発地震発生メカニズムの解明（運営費交

付金，部門内部競争グラント）
· �岩盤の掘削効率評価システムの開発（運営費交付金，部門

内部競争グラント）
· �掘削井と既存断層の距離が誘発地震の発生に及ぼす影響
（科研費（若手））
· �地震観測網に係る情報収集・整理を含めた技術コンサル

ティング（技術コンサル）
· �安全な CCS 実施のための CO2貯留技術の研究開発に係る

再委託（委託費）
· �地熱発電導入拡大研究開発／超臨界地熱資源技術開発／

資源量評価（葛根田地域）（委託費）

2.3.　ジオメカニクス包括技術
地圏メカニクス研究グループは，大型岩石注水破壊試験

装置（図 1 ），岩石透水・透気試験装置（図 2 ），大型室内掘
削試験装置（図 3 ），掘削カッティング試料試験装置（図 4 ）
等に加え，データ解析と数値シミュレーションを統合した
ジオメカニクス包括技術を有する．
特徴：
· �マルチ分野（EGS，CCUS，廃水処分，非在来型資源開発）

の課題を融合
· �マルチスケール（室内，フィールド）の包括
· �マルチアプローチ（岩石試験，フィールド実証・検証，

数値シミュレーション）の統合
· �マルチ専門（岩盤工学・構造地質学・地球物理学）研

究者チーム
· �基礎研究と技術開発を展開し，企業との連携を強化
将来への技術展開：
· �室内実験結果に基づき，亀裂や断層の力学・水理特性に

関する各種構成則をアップデート
· �化学要素の考慮
· �更新した構成則と化学要素をジオメカシミュレーショ
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ンに反映
· �CCUS・EGS ・シェルガス開発等の性能及びリスク（誘

発地震等）評価技術の精緻化と社会実装を進める
ベンチマーク：
· �多様な岩石試料を用いて，押し込み試験・破壊試験・注

水試験に伴い，物性・力学・水理特性及び微小地震（AE）
等を高精度に同時測定可能

· �熱・岩力・水理連成解析や大規模亀裂モデルを用いた
ジオメカシミュレーションが可能

　

3．2023年度研究成果
(1)  地熱開発などの注水に伴う誘発地震の発生メカニ
ズムの解明に資する実験的研究

地圏の利用・開発，特に地熱開発における注水に伴う誘
発地震発生のメカニズム解明を目指し，注水時の有効圧が
断層すべり特性に与える影響や，注水による断層すべり時
の弾性波速度構造や AE 発生について調べている．その結
果，注水時の有効圧が低い場合の方が，有効圧が高い場合に
比べて，大きな応力降下を伴う断層すべりを示す可能性が
わかってきた．これまで得られた結果の一部は，国内学会で
公表した．

(2)  岩石の破壊強度やクリープ変形挙動に及ぼす各種
パラメータの影響評価

岩石の長期的な力学挙動を予測・評価するためには，岩

図 1　大型岩石注水破壊試験装置

図 2　岩石透水・透気試験装置

図 3　大型室内掘削試験装置

図 4　掘削カッティング試料試験装置
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石の強度の載荷速度依存性やクリープに代表される時間依
存性挙動について検討・理解が必要である．そこで，珪藻土
を用いた，三軸圧縮応力下における定ひずみ速度試験とク
リープ試験を行い，強度の載荷速度依存性やクリープ特性
について検討した．さらに，試験結果に基づいて時間依存性
を考慮した構成方程式の適用を試みたうえで，珪藻土の力
学的挙動をよりよく表現する構成方程式の構築に向けた考
察を行った．得られた結果は和文誌に投稿中である．

また，二酸化炭素の地中貯留におけるキャップロックに
相当する低透水性の泥岩に対するクリープ変形挙動に及ぼ
す CO2の圧入による影響を明らかにするために，水飽和状
態と水飽和状態に対し十分にCO2を圧入した状態の 2 通り
の条件で実施した．解析した結果，変形挙動はいわゆる階乗
則がよく当てはまることが分かり，また CO2の圧入により
クリープ破壊しやすくなる傾向は見られていない．今後は
階乗則以外の構成則の適用についても検討を予定して
いる．

(3) 岩石掘削条件の最適化に向けた研究開発
図 3 に示した大型室内掘削試験装置を用いた室内試験

結果をベースに，掘削パラメータ（荷重，回転速度等），岩石
パラメータ（圧縮強度等），ビットパラメータ（耐久性能，
切削性能等）からPDCビットの掘進速度を推定するモデル
を構築した．地熱井の掘削現場で取得されたデータを用い
た検証により，カッティングス（岩石の掘りくず）の張り
付きや過大な坑内摩擦の発生といった事態が起きず，ビッ
トの掘削性能が発揮されている限りにおいては，当該モデ
ルが現場データにも概ね適用可能であることを示した．

(4)  沈み込み帯における有効垂直応力の水理学的モデ
ルの高度化

鉛直横ずれ断層を対象とした既存の水理学モデルを高度
化し，沈み込み帯に特徴的な機構を考慮することで，岩石強
度を支配する有効垂直応力の深度分布を推定した．得られ
た結果は，国際誌に掲載された．本モデルをさらに拡張する
ことで（例えば時間軸の導入），ジオメカニクスモデリング
を高精度化し，地圏で発生する誘発地震のより詳細な知見
を得られると期待される．

(5)  深部流体関与自然地震及び注水誘発地震に関する
実例研究

2022年 6 月 9 日，最大 Mw 5.8の地震を含む群発地震
が，Bayan Har という大陸プレートの内部で発生した．震
源の再決定，Mw > 4の地震の震源メカニズムの逆解析，応
力場の逆解析，潮汐ひずみの計算，および地震活動の統計を
行った結果，この地震群は一連の未知の断層の連続的な活
動によるものであることが分かった．また，連鎖的なトリガ
リング，アフタースリップ，および深部流体が共同して役割
を果たした可能性も示された．この研究の成果として，Q1

雑誌に公表するとともに，さらなる深化研究の基礎となる
検証可能なデータセットが提供されている．この他，深部流
体が深く関与した今まで唯一の予知成功と評価された海城
地震，四川盆地シェルガス田注水誘発地震に関する研究も
中国語の共同研究者と数編の論文を国際誌に公表した．

4．成果公表
1)	 Chuang, L. Y., Z. Peng, X. Lei, B. Wang, J. Liu, Q. 
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extensional step‐over, Journal of Geophysical 
Research: Solid Earth, 128-1, 2023/01. https://
doi.org/10.1029/2022JB025176

2) Li, X., X. Lei, H. Shen, and Q. Li, Fracturing 
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成果概要
本研究では，2018年北海道胆振東部地震災害地を対象として，表層崩壊の跡地

に残存する災害リスクの評価を試みた．簡易貫入試験・比抵抗探査による人力か
つ非破壊の地下構造調査の結果から，表層崩壊跡地における再崩壊のリスクや，土
砂ダムの空間分布などに関する情報を得ることができた．

研究内容
表層崩壊は，豪雨や地震をトリガーとして斜面表層の土壌が不安定化・流動す

る現象であり，様々な災害の誘因となる．表層崩壊の発生により，再崩壊や河道閉
塞，土砂ダムの形成・決壊などのリスクが生じうる．しかし，崩壊跡地の災害リス
クに関する研究例は限られており，リスク評価のための方法論も確立されていな
い．本研究では，2018年北海道胆振東部地震で発生した表層崩壊の跡地で簡易貫
入試験と比抵抗探査を実施することで，崩壊跡地に残存する災害リスクの可視化
を試みた．地盤硬度および比抵抗の空間分布に基づき，火砕降下物由来の脆弱土
層と，その下位の堆積岩（風化岩盤）の分布が推定された．調査地点では，斜面に
残存する土壌の層厚は0.3～3.2m，谷底の崩壊堆積物の層厚は2.0m 以上であっ
た．斜面安定解析から，豪雨型崩壊は発生しにくいものの，崩壊発生時よりも低加
速度の地震動で再崩壊が生じる可能性が示唆された．

研究成果はどう使われるか
　表層崩壊が短期間で再発する可能性はゼロではない．簡易貫入試験と比抵抗探
査を併用すれば，崩壊地に残存する災害リスクを可視化できる．迅速かつ簡便に残
存リスクを評価するために，本研究のアプローチは有用と考えられる．
Yoshihara, N., Umezawa, R., 2023. Combining portable cone penetration 

test and electrical resistivity tomography to assess residual risks after 
shallow landslides: a case at the Hokkaido Eastern Iburi earthquake in 
2018 in Japan. Landslides 20, 2171–2185. https://doi.org/10.1007/
s10346-023-02098-4.

表層崩壊跡地に残存する災害リスクの可視化－2018年北海道胆振東部地震における事例－
地下水研究グループ　吉原 直志，物理探査研究グループ　梅澤 良介

［連絡先］n.yoshihara@aist.go.jp　　　　　　　　

図 １　�崩壊前後の調査地域の空撮画像（左：
国土地理院撮影，右：北海道水産林
務部撮影）．

図 ２　�崩壊跡地における地盤硬度（Nc）と
比 抵 抗 分 布．Yosh i ha ra  and 
Umezawa (2023）をもとに作成．

成果概要
地層の体積含水率の深度分布は，帯水層の検出に貢献できる重要な情報

であり，高レベル放射性廃棄物の地層処分など，地下水の広域流動を評価す
る分野でも観測が望まれている．今回，駿河湾沿岸部の調査孔において核磁
気共鳴 (NMR)を計測原理にした物理検層を実施し，体積含水率の原位置計
測可能性を確認できた．

研究内容
NMR 検層では，センサー部分に永久磁石と高周波コイルを採用し，孔壁

から数 cm 奥の地層に設定した感度領域にある間隙水の分子中の軽水素原
子核の緩和過程を非破壊・非接触計測する．緩和の信号強度は感度領域中
の水の量（体積含水率）の情報を持っているので，ワイヤーでセンサーを
秒速数 cm で調査孔に沿って引き上げることで，体積含水率の深度分布が
計測可能になる．

NMR 検層の実施場所は，駿河湾富士川河口付近で掘削した調査孔であ
る．検層結果の一部を図に示す．3 個のコアの分析値との良好な一致は
NMR 検層の信頼性を示唆している．今後は，コア分析の追加ならびに並行
して実施した中性子検層やガンマ線密度検層による体積含水率との比較を
実施予定である．

研究成果はどう使われるか
・地下水資源の量を地層の体積含水率という明示的な物理量で計測
・NMR 緩和データを加工すれば地層の透水係数も推定できる可能性

本研究には，経済産業省資源エネルギー庁委託事業「令和 2 年度～令和 4
年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（JPJ007597）

（沿岸部処分システム評価確証技術開発）」の成果の一部を利用した．

核磁気共鳴検層による体積含水率の原位置計測
地下水研究グループ　中島 善人，井川 怜欧，町田 功，サンコーコンサルタント（株）　越谷 賢

［連絡先］nakashima.yoshito@aist.go.jp　　　　　　　　　

図　検層結果の一部（120～160m 区間）．
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図 1　�当ラボで対象にしている金属元素の
安定同位体比とその開発状況

図 2　自動元素分離装置 (IC-FC)

成果概要
鉱物資源研究グループでは，鉱床成因や探査のための新しい研究手法を

開発すべく，金属元素の安定同位体比分析技術の高度化とレアメタル鉱床
への応用に取り組んできた．その中で，自動元素分離装置の導入とルーチン
化や，高速度化・高効率化のための手法開発を進めてきた．これら開発した
手法を用いて，国内外の研究機関と様々な共同研究を展開している．

研究内容
安定同位体比は物質の起源やトレーサーとして鉱床成因などの地球科学

分野で広く利用されてきた．近年では分析装置の発展により，水素，酸素，炭
素などの従来から利用されてきた安定同位体比だけでなく，アルカリ金属・
アルカリ土類金属元素や遷移金属元素の安定同位体比も高精度測定が可能
になってきた．そこで鉱物資源研究グループでは，Li，Mg，Fe，Sr，Cdといっ
た研究例のほとんどない新しい安定同位体の分析環境を整備してきた（図
1 ）．さらに，イオンクロマトグラフィーおよびフラクションコレクタを組
み合わせた，自動元素分離装置をラボに導入しするとともに（図 2 ），分析
手法のルーチン化や，対象とする元素の拡張，高速度化・高効率化のための
手法開発を進めてきた．これら開発した手法を用いて，鉱物資源にとどまら
ず，惑星科学，古生物学，生化学にも対象範囲を広げて共同研究を進めて
いる．

研究成果はどう使われるか
本手法を用いることで，物質の起源や，元素を介した反応に関わる各種プ

ロセス，年代情報などを多角的に得ることができる．そのため，地質分野の
みでなく，考古学，生態学，材料分野など幅広い分野との共同研究が期待さ
れる．

金属元素の安定同位体比分析法の開発状況
鉱物資源研究グループ　荒岡 大輔

［連絡先］d-araoka@aist.go.jp　　　　　　　　　　　　

成果概要
本研究では，離散要素法を用いた粉体シミュレーションの技術開発を進

めている．大規模体系の解析のための粗視化モデルや，粒子流体間の相互作
用力や付着力などの物理モデルの新規開発に取り組むとともに，各種装置
における粒子群の挙動解析から，運転条件や装置形状の最適化を検討した．

研究内容
鉱物資源の選鉱において，コストやエネルギー消費を抑えて，高精度な濃

縮や選択的分離を達成するためには，その高度な操作設計が必要である．そ
こで本研究では，選鉱プロセスの高効率化を目的として，粒子挙動の解析手
法である離散要素法を用いたシミュレーション技術の開発に取り組んでい
る．粉体シミュレーションの要素技術開発として，大規模体系の解析のため
の粗視化モデルや，粒子流体間の相互作用力や付着力などの物理モデルの
開発に取り組んでいる．また，装置内の選別機構の解明や最適な運転条件の
検討として，比重分離機の 1 つである揺動テーブルにおける粒子偏析挙動
を解析し，粒子偏析過程を可視化するとともに，揺動モードなどの装置条件
や試料の供給条件などのパラメータが偏析過程に与える影響の系統的な評
価に取り組んでいる．

研究成果はどう使われるか
本研究で開発した粉体シミュレーションによって，実験では観察が困難

な選別機内の粒子挙動をあらゆる角度から可視化することができる．また，
装置の最適条件や装置設計を提案することができる．

選鉱プロセスの高効率化を目的とした粉体シミュレーション技術の開発
鉱物資源研究グループ　綱澤 有輝

［連絡先］tsunazawa-y@aist.go.jp　　　　　　　　　　　

図 1　�揺動テーブルにおける粒子偏析過程
の解析事例

図 2　�湿式ビーズミルにおける粒子挙動の解
析事例
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成果概要
施設園芸栽培においては，熱および二酸化炭素の供給と除湿の 3 つの要

素が，必要とされている．これまで熱の供給と除湿，二酸化炭素の回収と供
給については，それぞれの装置が開発されていたが，今回，加温機の排ガス
と排熱を適宜利用することにより，熱および二酸化炭素の供給と除湿を一
つのシステムで行うことを可能とした．

研究内容
施設園芸栽培において，光合成を促進させるための二酸化炭素の供給，昨

今の燃料費高騰による燃料費の削減，夜間に結露が生じることによる灰色
カビ病など病気の抑制，この上記の 3 つの要素が必要とされている．これま
でに二酸化炭素回収供給装置（図 1 ），除湿および加温装置（図 2 ）は開発
されているが，これらを一つにまとめたシステムはない．そこで本研究では，
二酸化炭素回収供給において必要な除湿工程での吸着材の乾燥と，除湿お
よび加温装置に用いられる吸着材の乾燥の二つの乾燥工程において，一つ
の加温機の排熱を適宜利用することで乾燥を可能としたシステムを設計し
た．上記システムに，加温機の排ガスから二酸化炭素を回収・供給工程も組
み込むことで，二酸化炭素の供給，熱の供給，除湿を一つのシステムで行う
ことが可能となった．

研究成果はどう使われるか
施設園芸栽培において必要とされている，熱の供給，二酸化炭素の回収と

施用，除湿の 3 項目に関し，加温機の排ガスと排熱を適宜利用することによ
り，一つのシステムにて行えることから，農業を支援するシステムとなる．

成果概要
ビニールハウスにおける栽培においては，燃料費の削減と灰色カビ病な

どの病気防止が求められている．上記課題に対し，ハスクレイを用い，除湿
をしながら，水蒸気を吸着した際の発熱を利用する，熱供給除湿装置による
試験を行った．その結果，燃料費を40% 削減するとともに，昼夜を問わず，
相対湿度が80%RH 以下を維持できることが明らかとなった．

研究内容
ビニールハウスにおける栽培において，昨今の燃料費高騰による燃料費

の削減が求められるとともに，夜間結露が生じることによる病気の発生を
抑えることが求められている．本研究では，300m2のハウスに80kg のハス
クレイを用いた熱供給除湿装置を設置した（図 1 ）．夜間ハウス内の高湿度
な空気を，熱供給除湿装置に送り込むことにより除湿を行うとともに，水蒸
気を吸着した際の熱をハウス内に供給することにより，除湿と加温を同時
に行った．その結果，加温機の稼働時間が 4 割削減されるとともに，ハウス
内の装置湿度が80％ RH 以下であることが示された（図 2 ）．今回は，乾燥
機において乾燥させたハスクレイを用いているが，今後としては，加温機の
排熱を用いてハスクレイを乾燥させるシステムにてシステムを構築し，試
験を行うことが必要である．

研究成果はどう使われるか
ビニールハウスにおける栽培において，熱供給型除湿装置を用いること

によって，燃料費削減の効果と，結露防止の効果の両方が確認されたことか
ら，コスト削減と病気防止が可能となった．

熱・二酸化炭素・除湿を 1 台で行える施設園芸用システムの構築
地圏微生物研究グループ　鈴木 正哉，万福 和子

［連絡先］masaya-suzuki@aist.go.jp

ビニールハウスにおけるハスクレイを用いた熱供給型除湿装置
地圏微生物研究グループ　万福 和子，鈴木 正哉

［連絡先］kazuko-manpuku@aist.go.jp

図 2　ハウス栽培用除湿装置

図 2　�加温および除湿試験結果（ハウス内
温湿度）

図 1　二酸化炭素回収供給装置

図 1　熱供給型除湿装置
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成果概要
油層環境におけるメタン生成を伴う原油の生分解反応は微生物によるエ

ネルギー増進回収（MEER）技術として注目されている．これまで行ってき
た我々の研究ではラボで培養した原油分解メタン生成微生物群集を油層に
注入することにより，原油からのメタン生成反応を誘発できること可能性
を示した．しかし，当該微生物群集における原油分解の主要な担い手や代謝
経路は依然として不明である．本研究では，原油の主成分の一つであるトル
エンを分解する微生物群集について，その機能や代謝経路を明らかにする
ためにメタオミクス解析を実施した．

研究内容
16S rRNA 遺伝子に基づく菌叢解析の結果，既知のメタン生成菌 2 種，

Peptococcaceae科に属する未培養細菌（以下，PPT）およびAtribacterota
門に属する未培養細菌（以下，JS1）が優占していた．そこで，メタトラン
スクリプトーム解析を用い，原油分解に関わる遺伝子の発現解析を行なっ
た．その結果，PPTはトルエン分解の初発酵素であるベンジルコハク酸合成
酵素をコードする遺伝子と，その下流の分解に関与する一連の遺伝子を高
発現した．また，JS1も同様の遺伝子を高発現しており，これらの細菌がト
ルエンの分解に主要な役割を担うことが示唆された．一方で，JS1はベンジ
ルコハク酸分解に関わる下流の遺伝子を有しておらず，このことから JS1
はトルエン分解に関わる未知の代謝経路を有する可能性が示唆された．

研究成果はどう使われるか
微生物による枯渇油田からのエネルギー増進回収（MEER）技術の開発

に役立てられる．

成果概要
新潟県上越市沖の上越海盆は表層型メタンハイドレート（MH）調査が

精力的に行われている海域の 1 つである．上越海盆の上越海丘及び海鷹海
脚（仮称）の表層型 MH 賦存域内の冷湧水域の海底環境及び冷湧水活動を
調べるため，複数の長期モニタリング装置を設置した．

研究内容
上越海丘及び海鷹海脚の頂部には表層型 MH の存在に関連した地形と考

えられるマウンド（地形的高まり）やポックマーク（地形的へこみ）が存
在する．これらの地形で得られた反射法地震探査記録には海底下に上向き
の流体移動の存在を示唆する音響ブランキングが観察され，掘削によりMH
の存在が確認されている．マウンド海底面では流体湧出（冷湧水）の場所
を示すバクテリアマットが多数確認されている．2022年 6 月～ 7 月，上越
海丘及び海鷹海脚の表層型 MH 賦存域内の冷湧水域の海底環境及び冷湧水
活動を調べるため，超音波ドップラー多層流向流速計（ADCP），CTDロガー，
濁度ロガー，溶存酸素ロガー，オスモサンプラー，シーページメーター，地中
温度計，水温計等の長期モニタリング装置を設置した．本研究は経済産業省
の MH 研究開発事業の一部として実施した．

研究成果はどう使われるか
長期モニタリングで得られたデータは表層型 MH 賦存域内の冷湧水域の

海底環境及び冷湧水活動の時間変化を調べるために使用されるとともに ,
海底環境ベースラインデータや表層型 MH 生産技術開発のための基礎デー
タとなる．

油田から獲得したトルエン分解メタン生成微生物群集のメタオミクス解析
地圏微生物研究グループ　眞弓 大介

［連絡先］mayumi-daisuke@aist.go.jp

上越海盆の冷湧水域における長期モニタリング機器の設置
燃料資源地質研究グループ　後藤 秀作，香川大学　青木 伸輔，地質情報研究部門　齋藤 直輝、長尾 正之

［連絡先］s.gotou@aist.go.jp

図 2　海底に設置した地中温度計

図 1　�海底に設置した観測装置システム．
複数の観測装置から構成される
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成果概要
経済産業省「国内石油天然ガスに係る地質調査・メタンハイドレートの

研究開発等事業（メタンハイドレートの研究開発）」の一環として，表層型
ガスハイドレート賦存域の海底地盤強度調査を日本海東縁の上越沖（上越
海丘と海鷹海脚）にて実施した．採取した堆積物の物理性試験は調査地点
による差異がほとんど認められなかったが，力学試験では海域による堆積
物深度方向への変化を示した．

研究内容
将来のエネルギー資源としての可能性から関心を集めているメタンハイ

ドレートは日本周辺海域の分布が指摘されている．しかし，採掘・回収手法
が確立されておらず，メタンハイドレート胚胎層の地盤工学的な検討が必
要である．本研究では表層型メタンハイドレートの胚胎が推定される日本
海東縁の上越沖で海底堆積物の地盤強度調査を実施した．海鷹海脚と上越
海丘に設定した ２ 地点（胚胎地点と参照地点）から計 4 地点で堆積物試
料を採取した．堆積物試料の物理試験結果は調査地点による差異はほとん
ど認められなかったが，力学試験結果では海鷹海脚と上越海丘で異なる深
度方向への変化が認められた．調査地点による堆積速度の違いが要因の 1
つと考えられる．本研究は，経済産業省のメタンハイドレート研究開発事業
の一部として実施した．

研究成果はどう使われるか
本研究で得られた測定結果，海底堆積物の分析結果は計画されている表

層型メタンハイドレートの海洋産出試験の実施場所の選定や，掘削技術開
発の基礎的データとなる．

日本海上越沖で採取された堆積物の土質特性
燃料資源地質研究グループ　佐藤 幹夫，香川大学（前燃料資源地質研究グループ）　青木 伸輔，
エネルギープロセス研究部門　鈴木 清史，CK22-03C 乗船研究者一同

［連絡先］mikio-satoh@aist.go.jp

図 1　�簡易力学試験結果の深度プロファイル
（左：上越海丘，右：海鷹海脚）．

成果概要
現在，産総研では，秋田県立大学と連携して，MnとZn を含む坑廃水をも

つ X 鉱山において Mn 酸化菌を用いたパッシブトリートメントの研究に取
り組んでいる．本研究では，石灰石がMn酸化細菌の増殖を促進し，Mnの酸
化を触媒してバイオバーネサイトを迅速に形成すること，また Zn の除去
は，主に MnO2との共沈，吸着，バイオバーネサイト表面でのイオン交換に
よって行われることを明らかにした．

研究内容
パイロットスケールのパッシブトリートメントのプロセスモデルを開発

し，鉱山水からのMn とZn の除去に対する速度論的効果を評価した．また，
スラッジの鉱物組成等を測定し，WATEQ4F データベースとともに PHRE-
EQC を使用し，パラメータ推定（PEST）コンピュータコードと統合して酸
化速度定数を最適化した．パイロット処理で得られた Mn と Zn 濃度は，逆
モデリングとモデルの検証に使用した．Mn 酸化速度定数は，鉱物表面積と
バクテリア濃度の両方に影響されるが，バクテリアの方が酸化速度に大き
な影響を与えることが観察された．Mn 酸化の速度論モデルから，周中性の
pH条件下では，ビルネサイトの生成速度は主に生物学的要因に支配される
ことが示唆された．

研究成果はどう使われるか
本研究の成果は，パッシブトリートメントの実用化に向けて必要となる

反応速度に対する除去性能や除去メカニズムに関する基礎的な知見を提供
する．

マンガン酸化菌を用いたパッシブトリートメントの処理のモデル化
地圏環境評価研究グループ　TUM Sereyroith，保高 徹生

［連絡先］s.tum@aist.go.jp

図　�a). XRD pattern of sludge from the 
p i lot  t reatment p lant,  b).  Zn 
adsorption capacity (%) using surface 
complexation model.
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成果概要
Web アンケート調査により，一般市民の発電方式の認知度や利用意思 ,

電力供給条件の許容度の傾向を整理した．また , 電力供給条件のうち , 電力
逼迫の回数 , 電力料金の変動 , 負担額 , に優位な選好があり , エネルギー自
給率には選好度がないことを明らかにした（図）．さらに , 電力供給条件の
結果から , 地熱の潜在ニーズを導出する手法を提案した．

研究内容
　地熱は , 発電 , 温泉 , 融雪等の多段階利用が可能なエネルギー資源であ
る．特に地熱発電は,継続的に電力を供給できるベースロード電源に分類さ
れる．地熱エネルギーの利用促進には社会的受容が必要である．しかし , 再
生可能エネルギーの中で地熱エネルギーの認知度は相対的に低めであるこ
とがわかっており , 一般市民の理解促進や社会的受容の獲得には様々な課
題がある．本研究では,地熱を含む発電方式と日常生活における電力供給条
件に関して , 一般市民を対象とした web アンケート調査により , 地熱エネ
ルギーの潜在ニーズの導出と新しい価値の創出の可能性について考察を試
みた．

研究成果はどう使われるか
地熱プロジェクト初期からの社会的な潜在ニーズと価値の認識 , 市民と

地熱関係者の双方向コミュニケーションの場の設計,に役立つと考える．将
来的には地熱分野の技術発展 , 人材育成 , 市場活性化への貢献を目指す．

社会調査による地熱の市民ニーズと新しい価値の探索
地圏環境評価研究グループ　最首 花恵，高田 モモ，保高 徹生，部門付き　相馬 宣和

［連絡先］saishu.h@aist.go.jp

電力供給条件に係るコンジョイント分析結
果：地熱発電に対して，利用意思なし（黒），
利用意思あり（赤）

成果概要
坑廃水の低コスト，低環境負荷な対策には，坑廃水の生成メカニズムの理

解が不可欠である．亜鉛や鉛を含む浸出水が生成する，休廃止鉱山のズリ堆
積場においてボーリング調査を実施し，溶出試験による重金属類の溶出挙
動の把握およびエックス線吸収微細構造の測定（XAFS 測定） による亜鉛
の化学形態の推定を行った．

研究内容
本研究では，ズリ堆積場において採取されたボーリングコア試料を用い

て，バッチ溶出試験，カラム溶出試験，XAFS 測定をおこなった．溶出試験の
結果，堆積場の下流部の試料において重金属類の高濃度の溶出が確認され
た．また，地下水面以下からの亜鉛の溶出が少なく，カラム試験初期におい
て多くの亜鉛が溶出していたことから，堆積場においてズリと雨水または
地下水が接触した瞬間に多くの亜鉛が溶出しうることが推測された．さら
に，XAFS 測定の結果，亜鉛の溶出量が多い試料において，硫酸塩態の亜鉛
が多く同定されたことから，堆積場における亜鉛のホスト鉱物は硫酸塩態
の亜鉛であると明らかになった．

研究成果はどう使われるか
ズリと水が接触した瞬間に重金属類が放出されうるため，高負荷な下流

側において遮水シート等を用いてズリと水の接触を防ぐことで坑廃水への
重金属類の負荷が低減可能であると期待される．

休廃止鉱山のズリ堆積場に含まれる亜鉛の化学形態および溶出機構の推定
地圏環境評価研究グループ　西方 美羽，保高 徹生

［連絡先］m.nishikata@aist.go.jp

図 1　ズリ堆積場の様子

図 2　採取されたコア試料
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成果概要
素粒子ミュオンを用いて推定される密度と弾性波探査によって推定され

る弾性波速度との統合解析によって弾性定数が推定され，岩石の変形特性
の評価に繋がる可能性がある．その検証実験を実施するために実験室内に
素粒子ミュオンと超音波の観測環境の構築を進めている．構築したミュオ
ン観測システムを用いて水槽の連続観測を実施し，ミュオン透過個数から
平均密度を推定する実験式が得られた．

研究内容
宇宙線に含まれる素粒子ミュオンは毎秒手のひらに一つほどの割合で地

上に常時飛来しており，透過する物体内部の密度が高いほど透過個数が減
少する．この性質は火山や遺跡等の探査に活用されている．近年では小型化
が進むミュオン検出器を坑井内に挿入した地下密度推定が実用化されつつ
ある．弾性波探査から推定される弾性波速度との統合解析により弾性定数
が推定され，岩石の変形特性の評価に繋がる可能性がある．制御された室内
環境での検証実験を実施するために，実験室内に超音波およびミュオン観
測環境を構築している．今回構築したミュオン検出システムの動作検証お
よびミュオン透過個数を密度へと変換する実験式推定を目的として，10cm
ごとに水深を変化させた水槽を対象にミュオンの連続観測を実施した．

研究成果はどう使われるか
宇宙線ミュオンと弾性波の融合利用によって推定される密度，弾性定数

といったパラメータは岩石の変形特性に関連しており，例えば高圧流体圧
入に伴う地下の応力場変化に対して，岩石の変形・破壊の予測モデル構築
などに資することが期待される．

宇宙線ミュオンと弾性波の融合利用による弾性定数推定の室内実験
物理探査研究グループ　児玉 匡史，横田 俊之，東大・院・新領域　松島 潤

［連絡先］kodama-ms996@aist.go.jp

左：ミュオン検出の様子
右：�水槽を透過するミュオンの 1時間当たり

の観測個数

成果概要
表層型メタンハイドレート（MH）が賦存している酒田海丘では，断層ま

たは地層面に沿うガスの存在が認められる．頂部凹地縁辺で地層面が切れ
ることから，凹地が海丘形成後にできたと考えられる(Asada et al., 2022; 
MarGeophysRes, open access）．現在の海底下には，数 m 以下の大きさ
の表層型 MH が，空間的に緩やかな分布密度をもち賦存している可能性が
ある．

研究内容
産業技術総合研究所では，MH の生産技術開発と，重点調査 3 海域（酒田

沖，上越沖，丹後半島北方）における賦存状況調査，海底状況調査，および海
域環境調査を含む総合調査を進めている．表層型MHは，その安定条件下で
は，ガス供給量が細粒堆積物中の間隙に比して多く，充分な水がある場合に
形成される．安定条件よりも高温または低圧力では水とガスに分解され，流
出または海中に放出されるなどして欠損すると考えられる．本研究では地
下を可視化する唯一のツールである物理探査の複数の手法を用いて，重点
三海域の様々な物性値を明らかにすることにより，それぞれの条件下での
表層型 MH の形成，成長，欠損史の理解に関する活動を進めている．本研究
は経済産業省による「メタンハイドレートの研究開発事業」の一部として
実施した．

研究成果はどう使われるか
日本国内で生産が期待される天然ガス資源のひとつである表層型MHの，

現在の賦存状況を明らかにし，将来予定されている海洋産出試験実施場所
特定や採掘技術開発，環境影響評価の実施に資する情報を提出する．

最上トラフ酒田海丘 （仮称）における表層型メタンハイドレートの形成，成長，欠損史考察
物理探査研究グループ　浅田 美穂，横田 俊之，燃料資源研究グループ　佐藤 幹夫，棚橋 学，後藤 秀作

［連絡先］asada.miho@aist.go.jp

（上） 酒田海丘（仮称）周辺の海底地質図，
（下） �現在の酒田海丘の様子の模式図

（Asada et al., 2022）
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成果概要
坑井の電位が近接する地下水の組成に応じて変化することに着目し，坑

井電位の連続観測によって坑井への CO2の到達や漏洩を検知するモニタリ
ング技術を開発した（図 1 ）．本技術を実際の CCS サイトに適用し CO2の
有無に起因する電位差を捉えたほか，室内実験を通じて CO2による鋼材の
腐食反応が坑井電位変化の原因であることを明らかにした．

研究内容
CCSにおいてCO2の漏洩が懸念される経路として坑井近傍が想定されて

おり，CO2圧入終了後も長期にわたって坑井の漏洩リスクを監視する必要が
ある．過去の観測から，CO2の圧入に伴って坑井近傍の地表電位が変化する
ことは報告されていたが，坑井自体の電位変化を捉えた例はなく，また具体
的な変化メカニズムも分かっていなかった．そこで本研究では，坑井とその
周囲の電位を連続観測するシステムを開発し，実際の CCS サイトに適用し
た（図 2 ）．その結果，圧入井と観測井の間で100mV 以上の電位差が検出
されたが，これは坑底における CO2の有無に起因すると考えられる．また，
CCS サイトの電気化学的環境を再現した室内模擬実験を行った結果，CO2

と鋼材（坑井）の間で腐食反応が進行し，腐食生成物が坑井表面を覆う不
働態化によって坑井電位の変化が引き起こされることを解明した．

研究成果はどう使われるか
坑井の一部に電極を取り付ける簡便な手法であるため，廃坑井がある既

存油ガス田を CCS に転用する際などの漏洩監視技術としても期待される．
また，コスト面に加え保守が容易であることも，圧入後の長期モニタリング
において有用であると考えられる．

CO2地中貯留における漏洩リスク把握のための坑井電位モニタリング
CO2地中貯留研究グループ　堀川 卓哉，徂徠 正夫

［連絡先］t.horikawa@aist.go.jp

図 1　漏洩検知技術の概要図

図 2　電位観測システムの設置イメージ

成果概要
CO2-Enhanced Geothermal System（CO2-EGS）において，高温岩体

への CO2圧入に伴う地化学反応が浸透率に及ぼす影響を評価するために，
温度200℃，間隙圧10 MPa下で玄武岩コアに対するCO2溶解水流通試験を
実施した（図1,2）．高温 CO2溶解水を10日間流した結果，コア上流では溶
解によって間隙が増加する一方，コア全体で二次鉱物の沈殿が起こってい
た．浸透率には継続的な減少が認められた．

研究内容
著者らは，高温岩体に対して CO2を圧入して採熱・発電を行う CO2-EGS

プロジェクトの一環として，CO2圧入に伴う地化学反応（鉱物溶解と沈殿）
に伴う水理特性変化の検証を進めている．本研究では，岩石コアに対して温
度200℃，間隙圧10 MPa 下で CO2溶解水を10日間流通させ，浸透率の経時
変化を評価した．

試料には，本 CO2-EGSプロジェクトにおいて貯留層を構成する岩石の一
つとして想定される玄武岩の長尺コア（直径3cm，長さ20cm）を用いた．
玄武岩コアに高温 CO2溶解水を流通させた結果，上流ではガラスや斜長石
の溶解によって間隙が増加する一方，コア全体で二次鉱物の沈殿が認めら
れた．浸透率は継続的に減少し，最大で約 1 桁低下した．今後は，流速と岩
相が浸透率変化に及ぼす影響を評価する予定である．

研究成果はどう使われるか
得られた成果は，地熱貯留層における CO2圧入に伴う地化学反応が CO2

循環の継続性や採熱効率にどのような影響を及ぼすのかを予測する上での
基礎情報としての利用が期待できる．

地熱条件下における CO2- 水 - 岩石反応が浸透率に及ぼす影響
CO2地中貯留研究グループ　西山 直毅，徂徠 正夫

［連絡先］n-nishiyama@aist.go.jp

図 1　高温超臨界CO2流通試験装置の概略図．

図 2　�高温超臨界 CO2流通試験装置の外観
と試料コア．
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成果概要
ガソリン等石油系燃料等は多種類の石油系炭化水素の混合物であること

から，発光バクテリアによるガソリン等の土壌汚染評価は，種類の異なる石
油系炭化水素の複合毒性を評価することとほぼ同義である．そこで，本研究
では炭素数の異なるアルカン類を任意に組み合わせた 2 成分系及び 3 成分
系のアルカン混合物について発光バクテリアによる急性毒性試験を実施
し，その結果を既往の研究で取得されているアルカン単成分の急性毒性
データを用いて複合毒性影響に関する検討を行った．

研究内容
油類による土壌汚染の調査・分析において TPH（全石油計炭化水素）の

値が同じであっても，油類を構成する石油系炭化水素の種類や濃度及び構
成成分間の濃度比が異なると生態毒性影響もまた異なる可能性がある．そ
こで，本研究では炭素数の異なるアルカン類を任意に組み合わせた 2 成分
系及び 3 成分系のアルカン混合物について発光バクテリアによる急性毒性
試験を実施し，アルカン単成分の急性毒性データを用いて複合毒性影響に
関する検討を行った．反応時間60分を基準として得られた実測の複合毒性
値と個々のアルカンの単一毒性値を用いて推測した複合毒性値の比較か
ら，二乗和平方根式を適用すると，単純な相加式よりも再現性が高いことが
明らかになった．加えて，50% 効果濃度を基準とした複合毒性値の対数値
と反応時間60分を基準として求めた実測の複合毒性値の間に良好な相関
関係を見出した．

研究成果はどう使われるか
通常の土壌汚染調査・汚染評価では，高額な装置と熟練した分析技術及

び試料の搬送・分析に時間を要するが，本研究で提案する発光バクテリア
を用いた汚染評価手法は，現場での迅速かつ安価なスクリーニング及びモ
ニタリング技術として大いに期待される．

石油系炭化水素を対象とした発光バクテリアを用いた土壌汚染評価手法の開発 
－アルカン混合成分の複合毒性影響について－
地圏環境リスク研究グループ　杉田 創，駒井 武 

［連絡先］hajime.sugita@aist.go.jp

図 1　�実測値 DMix と (a) 相加式及び (b) 二
乗和平方根式を用いて求めた推算値
DMix(cal) との適合性の比較

成果概要
一面せん断・透水実験を通じて，流体の違いが，断層面の摩擦や水理特性

の変化に及ぼす影響を調べたところ，地中貯留で想定される超臨界 CO2と
水の共存雰囲気下では，水のみでは観測されない，岩石の体積変形を引き起
こすことがわかり，その結果，せん断面のすべりに伴う摩擦特性，および岩
石マトリックスの透水特性が変化することが明らかとなった．

研究内容
即効かつ大規模な CO2削減を可能にする CO2回収・貯留（CCS）技術は，

地中貯留層への CO2圧入に伴い岩盤が変形する可能性が予想されている．
そのため，貯留層内に安定にCO2を封じ込めるかが，本技術の展開において
重要な鍵を握っているのが現状である．CO2貯留に対して，遮蔽能力を決め
るのがキャップロックであるが，そこには無数のき裂や微小断層が存在す
ることが知られている．これらの要素は，圧入に伴い，き裂の進展やせん断
帯の形成に寄与し，やがては貯留層からの漏出の要因となりうる．現在，産
総研が参画する日豪プロジェクトでは，CO2圧入と断層の動きの関係を解明
するため，断層への直接的な CO2圧入現場試験が豪州パースで実施されて
いる．本発表では，日豪プロジェクトに関連し，流体の違いが，断層面の摩
擦・水理特性に及ぼす影響を室内実験で調べた結果を報告する．

研究成果はどう使われるか
本成果は，キャップロックまたは貯留層内に断層が存在する場合，CO2圧

入に伴う断層のすべり挙動や透水特性の変化を正確に予測するための重要
な知見であり，得られた摩擦構成則を用いることで既存の数値モデルの高
度化に貢献．

豪州 CO2圧入現場岩石を用いた断層の摩擦・透水特性に関する実験的研究
CO2地中貯留研究グループ　藤井 孝志

［連絡先］takashi.fujii@aist.go.jp

図　�室内実験で求めた摩擦曲線とフィッ
ティングによる摩擦構成則の導出のた
めの各種パラメータの決定
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成果概要
マイクロプラスチック（MPs）は，生物体を含む，あらゆる環境中

で検出され，近年，地球規模の課題に発展している．本研究では，異
なる複数材質のMPs に対する重金属類（ヒ素や鉛など）を中心とし
た環境汚染物質の吸着・脱離特性を評価した．ヒ素は有意な吸着が
生じなかったのに対し，鉛は明らかな吸着が確認された．吸着された
鉛は，その大部分は脱離せず，MPs に保持される傾向が認められた．

研究内容
対象としたMPsは，主要なプラスチックであるポリエチレン（PE），

ポリプロピレン（PP），ポリ塩化ビニル（PVC）の 3 種類である．そ
れぞれ，市販製品を粉砕して粒度調整した MPs（300～2,000 μm）
と，汎用の市販試薬から入手したMPs（粒度は同程度）を用いた．吸
着試験では，MPs と人工汚染水（超純水ベース）を重量体積比 1：
10（1 g：10 mL）で混合し，20℃で24時間振とうした．その後，遠
心分離に供し，上澄み液を0.45 μm フィルターで濾過を行い，その
溶液中の重金属類濃度を定量した．脱離試験は吸着試験に連続して，
その上澄み液の7 mL を採取すると同時に，超純水7 mL を加えた．
その後，20℃で24時間の振とうを行った．この一連のプロセスは，3
回ほど繰り返した．採取した上澄み液は，吸着試験と同様，0.45 μm
フィルターで濾過した後，重金属類濃度を定量した．

研究成果はどう使われるか
MPsは，水環境中などを移動する過程で，ごく微量な環境汚染物質

を高濃度に吸着・濃縮する可能性がある．しかし，現状，その知見に
限られることから，本成果は，MPsのリスク評価に関わる基礎的知見
としての活用が期待される．

マイクロプラスチックにおける環境汚染物質の吸着・脱離特性評価
地圏環境リスク研究グループ　斎藤 健志，土田 恭平，井本 由香利，原 淳子

［連絡先］take-saitou@aist.go.jp　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図　�鉛の PE に対する吸着等温線の一例（図の点
線 は，Langmuir 式 を 適 用 ）（Saito et al., 
2023 を改変）

Saito, T., Tsuchida, K., Imoto, Y., and Kawabe, 
Y. (2023): Adsorption and desorption 
characteristics of environmental pollutants on 
microplastics in water. Proceedings WRI-17 & 
AIG-14, 4p.

成果概要
マイクロプラスチック（MPs）は，ごみの不法投棄や河川の氾濫 , 農耕地

でのプラスチックの利用などに起因して地圏環境中へ流出し，ヒトへの健
康影響をおよぼすことが懸念されている．地下水を経由した MPs 摂取リス
クを評価するには，土壌中での MPs の移動性および地下水への移行量を把
握する必要がある．本研究はMPs の移動性に影響する要因としてMPs の分
散 / 凝集による粒子径の変化に着目した研究を行った．

研究内容
土壌中での MPs の分散／凝集性は土壌間隙水の pH や土壌粒子の影響を

受けて変化すると考えられる．そこで本研究では，pH を調整した MPs 懸濁
液およびMPsが混在する土壌懸濁液をレーザ回折式粒子径分布測定装置で
測定し，MPs および土粒子の見かけの粒径分布を解析した．その結果，MPs
粒子同士やMPs粒子の土粒子への凝集による粒径の変化をとらえることに
成功した．また，MPs と土粒子のゼータ電位の測定を行うことで，土壌中の
pH の違いによる MPs の分散／凝集メカニズムは MPs や土粒子のゼータ電
位の影響を受けていることを明らかにした．

研究成果はどう使われるか
土壌中でのMPs の移動性を明らかにすることにより，土壌中 MPs の分布

や MPs の地下水への移行量を把握することができ，MPs のリスク評価につ
ながることが期待される．

土壌中マイクロプラスチックの移動性評価
地圏環境リスク研究グループ　土田 恭平，井本 由香利，斎藤 健志

［連絡先］k.tsuchida@aist.go.jp

図 1　様々なpH条件下でのMPsの粒径分布

図 2　�様々な pH 条件下での MPs と土壌の
粒径分布
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図 1　�摩擦熱の発生・拡散モデルの問題設
定とそれぞれの解析解の近似条件

参考 URL: �https://doi.org/10.1186/
s40645-021-00457-0

成果概要
地震時の断層帯における摩擦熱の発生・拡散モデルから，剪断強度の現

実的な変化を考慮した温度の時空間分布の解析解を導出した．得られた解
を用いた解析から，地震直後の断層の掘削坑における温度測定から地震時
の滑り挙動を推定する試みにおいては，発生した摩擦熱の総量が直接制約
されるパラメータであることがわかった．

研究内容
厚みをもつ断層帯が剪断変形し，発生する摩擦熱が断層帯に対して垂直

方向のみに拡散する系を考える．ラプラス変換から解析解（厚い解）を導
出した後，無次元化した断層帯の厚みをゼロに近づけると，平面断層が滑っ
た場合の解析解（平面解）に漸近し，さらに無次元化した滑り時間をゼロ
に近づけると，平面熱源が瞬間的に貫入した場合の解析解（ソース解）に
漸近することがわかった．既存の掘削事業における近似誤差は １ ％未満で
あり，ソース解を用いた滑り挙動の推定は妥当である一方，掘削坑での温度
測定データからは断層帯の厚みと滑り時間の情報が失われており，それら
に依存しない摩擦熱の総量が直接制約されるパラメータであることが理論
的に示された．

研究成果はどう使われるか
将来実施される断層帯での掘削事業において，掘削坑での温度測定デー

タが地震時に発生した摩擦熱の総量の推定に有効であることの理論的な根
拠として用いられる．

地震時の滑り挙動推定における掘削坑での温度測定の有効性
地圏メカニクス研究グループ　金木 俊也

［連絡先］kaneki.shunya@aist.go.jp

成果概要
地熱資源開発，CO2地中貯留などの地下開発では，水などの流体の圧入が

必要不可欠である．近年，それらの流体圧入が既存断層の再活動や水圧破砕
による誘発地震を引き起こすことがわかってきた．そのため本研究では，水
が関与する誘発地震の発生メカニズム解明を目指し，実験室において地震
発生のメカニズムを調べるために有用なアコースティックエミッション

（AE）計測システムの改良を実施している．

研究内容
固体材料に大きな力を加えると破壊する．その際，固体内部で発生する微

小破壊音が AE である．つまり AE を計測することでいつ・どこで・どのよ
うな破壊が発生しているのかがわかる．当グループ所有のAE計測システム
を統合すると室内変形試験において震源決定や相対マグニチュードを決定
することができる．しかし，近年装置の老朽化により，十分なデータが取得
できなくなってきていた．そこで本研究では，従来よりも精度よく AE 計測
が実施可能となるように計測システムの改良を実施している．

研究成果はどう使われるか
AE 計測に基づく物質の破壊メカニズムの解明は，地質学分野においては

地震発生メカニズム解明や掘削に用いるビット性能評価，他分野において
はコンクリートやセラミクス等の岩石以外の固体物質の開発・性能評価等
のために役立つことが期待できる．

水が関与する誘発地震発生のメカニズム解明に向けて
地圏メカニクス研究グループ　北村 真奈美，宮崎 晋行，竹原 孝，雷 興林 

［連絡先］kitamura.m@aist.go.jp
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成果概要
近年再生可能エネルギーの一つとして注目されている地熱発電において，

地熱貯留層への注水が既存断層に影響を与えて注水誘発地震を引き起こす
ことが報告されている．より安全に地下環境を利用・開発するためには，注
水誘発地震の発生メカニズムを理解することが求められる．本研究では，地
下の有効圧と断層運動の関係に着目して岩石注水実験を行った．

研究内容
本研究では，30°の模擬断層面を有する稲田花崗岩を使用し，産総研設置

の油圧式三軸圧縮装置を用いて注水試験を実施した．地熱貯留層への注水
は，地下の圧力状態を変化させる．そこで本研究では，注水による有効圧（＝
封圧−間隙水圧）変化に着目し，間隙水圧を増圧させることで試料にかかる
有効圧を約31 MPaから24 MPa，17 MPa，10 MPa，3MPaと段階的に下げ，
各注水での断層の応力降下の特徴を調べた．その結果，有効圧が低くなるほ
ど断層の応力降下量が小さくなることがわかってきた．

研究成果はどう使われるか
本研究成果は，地熱発電をはじめとする，注水を伴う地下環境利用・開発

における誘発地震発生のリスクを軽減へと貢献することが期待される．

地熱発電において注水に伴う有効圧の変化が断層の挙動に及ぼす影響
地圏メカニクス研究グループ　Garam KIM，北村 真奈美，千葉大学　澤井 みち代

［連絡先］garam.kim@aist.go.jp, kitamura.m@aist.go.jp

図 1　有効圧と応力降下量の関係
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